
 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



2 JUCE Journal 2022年度 No.2

■ 前田
���

裕
���

関西大学学長。1981年大阪府立大学大学院工学研究科修士課程修了。工学博士（大阪府立大学）。1979

年大阪府立高等学校教諭、1988年関西大学助手、2002年４月関西大学教授、2008年10月〜2012年

９月関西大学システム理工学部長・学校法人関西大学理事、2012年10月〜2020年９月関西大学副

学長、その間研究推進部長、社会連携部長、国際部長を歴任、2020年10月より現職。専門分野は制

御理論、コンピュテーショナルインテリジェンス。

■ 緒方
���

広明
����

京都大学学術情報メディアセンター教授。1998年徳島大学にて博士号（工学）取得。その後、徳島

大学工学部知能情報工学科准教授、米国コロラド大学ボルダー校生涯学習デザインセンター客員研

究員、九州大学ラーニングアナリティクスセンターセンター長、同大学主幹教授などを歴任し、2017

年４月より、京都大学・学術情報メディアセンター・学術データアナリティクス分野教授。同大学・

大学院情報学研究科・社会情報学専攻併任。教育データ科学、学習分析（ラーニング・アナリティク

ス）、エビデンスに基づく教育のための情報基盤システムなどの研究に従事。

■ 森本
����

康彦
����

東京学芸大学ICTセンター教授、博士（工学）。1991年三菱電機株式会社情報技術総合研究所。1996

年広島市立牛田中学校教諭（数学）。その後、千葉学芸高等学校教諭（情報）、富士常葉大学准教授を

経て、2009年東京学芸大学情報処理センター准教授、2017年同大学教授、2020年同大学ICTセンタ

ー教授、現在に至る。2007年長岡技術科学大学大学院工学研究科博士後期課程修了、博士（工学）。

教育システム情報学会2018年度及び2020年度論文賞を受賞。日本情報科教育学会会長。日本教育工

学会理事。ｅポートフォリオ、ｅラーニング、ICT活用教育、教育AI活用の研究に従事。

■ 島田
���

敬士
���

九州大学大学院システム情報科学研究院教授。2007年九州大学大学院システム情報科学府博士後

期課程修了。博士（工学）。2007年４月より九州大学大学院システム情報科学研究院助教、2013

年10月より同大学基幹教育院准教授、2017年４月より同大学大学院システム情報科学研究院准教

授、2019年10月より教授、現在に至る。その間、JSTさきがけ研究者兼任。ラーニングアナリテ

ィクス、パターン認識、メディア処理、画像処理に関する研究に従事。2019年IPSJ/IEEE-CS

Young Computer Researcher Award、令和２年度科学技術分野の文部科学大臣表彰若手科学者賞な

どを受賞。

■ 西村
����

秀雄
���

金沢工業大学基礎教育部教授。1987年国際基督教大学教育学研究科博士前期課程修了。教育学修士。

1988年国際基督教大学助手、1991年敬和学園大学講師、1997年同大学助教授、2002年金沢工業大

学工学部修学基礎教育課程助教授、2007年より金沢工業大学基礎教育部教授。専門は教育学、初年

次教育、科学史、科学技術者倫理。初年次教育学会理事。主著として『本質から考え行動する科学技

術者倫理』（共著）、白桃書房、2017年。

■ 大鐘
����

武雄
���

北海道大学大学院情報科学研究院教授。1986年同大大学院工学研究科修士課程修了。同年郵政省電

波研究所技官、1992年ATR光電波通信研究所研究員、1995年北海道大学工学部助教授、2015年同

大大学院情報科学研究科教授、2022年同大数理・データサイエンス教育研究センター副センター

長。博士（工学）。主な専門分野は無線通信における信号処理。

■ 二瓶
���

裕之
����

北海道医療大学薬学部教授、情報センター長。博士（工学）（北海道大学）。1994年北海道大学大学

院工学研究科電子工学専攻博士課程単位取得退学。2014年４月より現職。ICT活用システムの開発

と教育改善、データサイエンス教育に関する研究に従事。私立大学情報教育協会奨励賞（2012）等

受賞。

■ 西牧
����

可織
���

北海道医療大学心理科学部講師。博士（情報科学）。2015年北海道大学大学院情報科学研究科情報エ

レクトロニクス専攻博士後期課程修了。同年４月より現職。大学教育における学修支援システムの開

発・データサイエンス教育に関する研究に従事。私立大学情報教育協会協会賞（2019）、私立大学情

報教育協会奨励賞（2016）等受賞。

■ 松元
����

亮治
����

千葉大学大学院理学研究院教授、千葉大学データサイエンス教育実施本部副本部長。1988年３月京

都大学大学院理学研究科宇宙物理学専攻修了（理学博士）。1988年９月千葉大学教養部講師（情報科

学）、1994年４月千葉大学理学部物理学科助教授、1998年４月千葉大学理学部教授、2007年４月千

葉大学大学院理学研究科教授、2014年４月－2017年３月千葉大学理事（研究担当）を経て2017年
４月より現職。専門は宇宙物理学、計算科学。

執筆者紹介

＊本欄はお書きいただいた資料からできるだけ統一し、掲載しました。



3JUCE Journal 2022年度 No.2

日本の社会は、人口減少、デジタル人材の不

足、理系離れ、ダイバーシティの推進を含めて

様々な問題を抱えています。これに加えて、コロ

ナ禍やウクライナ問題が世界社会のあらゆる側面

を変えてしまいました。激動期の世界の中で、社

会に有為な人材を育成し、貢献できる研究を行う

高等教育の役割がいま問われています。

コロナ禍を経て、私たちは当たり前であった対

面教育を見直さないといけないことになりまし

た。多くの大学で遠隔の授業が実施され、その有

用性にも気づかされたことも事実です。ポストコ

ロナと言うことだけではなく、これからの教育を

考えるとき、対面教育と各種の遠隔授業の、質の

担保の伴ったそれぞれの特徴を活かした実施が望

まれます。教育のBCP、学修者の視点、効果的な

教育などの様々な視点から、教育におけるDXの

重要性を認識しなければなりません。

そのような中で、文部科学省の「デジタルを活

用した大学・高専教育高度化プラン」で本学は、

「関大LMSで繋がる「今の学び」と「未来の自

分」－学習環境の再構築とキャリア支援－」と
「越える・広がる・交り合う－関西大学グローバ
ルスマートキャンパス構想－」のふたつの取組み
が採択されました。いずれも本学のいままでの取

組みを強化、拡張し、発展させる取組みですが、

その一部を紹介したいと思います。

前者では、従来用いているLMSやキャリア支援

システムの機能強化と連携によって、学生の学修

履歴や習熟度、課外での活動等を蓄積し、これを

自己分析に用いることで自身の適性や進路を個人

のデータに基づいて考える機会を提供します。同

時に、これらのデータを効果的に収集・分析する

ことでエビデンスに基づいた適切な、継続的な学

生支援、学修から進路選択までのシームレスな指

導を行うことができます。

また、本学では、2014年より、COIL (Collaborative

Online International Learning)を取り入れた授業を

提供しています。COILはニューヨーク州立大学

で開発された教授法で、大学を越えた２つのクラ

スをICTでつなぎ、協働学習を行う教授法です。

グローバルスマートキャンパス構想では、この

実績をベースに、さらに、多様な形態で、多様な

学生同士が、文化や国境を越えて交じり合う教育

環境を提供したいと考えています。様々なICT技

術を活用することで、いままで以上に気軽に異文

化環境をキャンパス内で実現することができま

す。学生に、異なった文化や言語を体験する絶好

の機会を提供することができます。そのような体

験を通した、多文化共生社会を先導する人材の育

成は、これからの時代の要請に応えるものと考え

られます。

これらの取組みに加えて、事務のDX化も大き

な課題です。大学の業務の多くが定型化すること

の難しい内容である一方、申請や報告などのオン

ライン化のように、少しでも事務体制のDX化を

はかる中で日常の業務負担を軽減し、その時間を

研究や学生指導に割く体制作りが必要です。

いまの私たちの世界は脆く、不安定で、これか

らも、そのような不確実な時代が続くと予想され

ます。しかし、そうであるからこそ、多様な未来

を描くことができるのかも知れません。不確実な

時代は根底にある考え方を変えるようなパラダイ

ム・チェンジを我々の手で行うことができる時代

とも言えます。新たな発想が受け入れやすい素地

ができている時代でもあるはずです。加えて、こ

の「正解のない時代」は、自分たちの答えを正解

にできる時代とも考えることができます。

これからの高等教育の場が、新たな発想で、社

会の変革の原動力となる人材の育成の場になるこ

とを期待したいと思います。

関西大学
学長 前田　　裕

教育DXがもたらす新しい学び



１．はじめに

教育・学習をより良くしていくためには、それ

ぞれの学校や授業でPDCAサイクルを回し、改善

をしていくことが不可欠です。そのためには、教

育・学習プロセスのデータ（教育データ）が役立

ちます。つまり、授業中や自宅などの授業外で学

習者一人一台の情報端末やインターネットを用い

て教育や学習を行うことで、そのプロセスが自然

とデータとして記録されます。このようなデータ

はこれまでは、あまり活用されていませんでした

が、教育・学習を改善するために、これを解析す

るのがラーニングアナリティクス (Learning

Analytics、LA)と呼ばれる研究です。本原稿では、

国全体でLAを行うためのクラウド情報基盤シス

テムLEAF（Learning and Evidence Analytics

Framework）(Ogata, et al., 2022a, 2022b)につい

て概観し、今後の課題について述べます。

２．LEAFシステムの概要

ラーニングアナリティクス（LA）とは、情報

技術を用いて、教員や学習者からどのような種類

の情報を獲得し、どのように分析・フィードバッ
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授業改善とラーニングアナリティクス

クすれば、どのように学習・教育が促進されるか

を研究していく分野です。デジタルトランスフォ

ーメーションの中心的な存在です。LAの研究目

的は、教育・学習効果を最大化させることと、そ

れから教員の負担を最小化させること、そしてロ

グを分析することによって教材コンテンツと教育

のシステムの最適化・個別化をすることであります。

具体的には、授業内外で、タブレットやスマー

トフォン等で教育・学習活動のプロセスを記録

し、教育ビッグデータを分析して、教育・学習の

支援のためにフィードバックします。そのため成

績だけではなく、教育・学習のプロセス、成績ま

でに至るどのような学び方をしたかを記録し、さ

らに、どういった問題を解いて、どこで分からな

くなって、どういう風に分かるようになったかと

いうことが細かく蓄積されていきます。それを分

析して教員や学習者自身にフィードバックをします。

我々は、ラーニングアナリティクスとエビデン

スに基づく教育を支援するために、LEAFシステ

ムを開発しています（次ページ図１）。この中心

にあるのが、学習管理システムLMS（Learning

management system）です。BookRoll は、LMSか

ラーニングアナリティクスとは

京都大学
学術情報メディアセンター教授 緒方　広明

学修者本位の教育の実現、学びの質向上に向けて教育へのDXの導入が推進されています。その目指すところは、

学修者一人ひとりに最適な学びを提供し、他者や社会の問題に関心を寄せ、自ら主体的に考え行動がとれるようにな

ることが大切とされております。

それには、対面と遠隔を組み合わせたハイブリッド型授業環境の整備、複数のLMS（学修支援システム）による高

度化、教育・学修のビッグデータを統合するシステムの整備、教育・学修ビッグデータの分析と可視化、分析結果に

基づく個別最適化された学修指導などが一体的に行われる授業改善・学修改善が望まれます。

これまでの授業は、教員の経験知や教育技術などにより、理解が追いつかない学生への対応が十分ではありません

でした。しかし、学生の学修履歴や小テストの解答状況、授業での発話回数、グループ活動での発言内容及び相互評

価などを教育のビッグデータとして分析・活用することにより、｢誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化さ

れた学び｣の実現が、「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策(最終まとめ)」(文部科学省2019年)に提言されて

います。

そのような観点から、教育のビッグデータ分析、学修のビッグデータ分析ともいわれるラーニングアナリティクス

の重要性、活用で期待される可能性・効果、普及のための課題などについて、探求することにしました。
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グパレ）というダッシュボードを開発しています。

なお、BookRollは2015年から、LEAFは2017年

から開発を開始し、国内外の大学や初等中等教育

の学校を中心に約120校以上に導入しています

（図２）。

（１）教育データの例

LEAFシステムが扱う教育・学習データの例を

らSSO（Single Sign On）で連携して教材を配信す

るシステムです。教員はこれにデジタル教科書や

教員が作った問題集や説明資料を登録します。学

習者はWebブラウザを用いてBookRollの教材を閲

覧すれば、その閲覧履歴がxAPI（Experience API）

形式でLRS（Learning Record Store）に蓄積され

ます。LEAFではLRSに蓄積されたデータを分

析・可視化するツールとして、ログパレット（ロ

図１　LEAFのシステム構成

図２　LEAFシステムの概要
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新たな知見を見出し、これまでの学習方法よりも

効果的な学習方法や教育方法を見つけることがで

きます。

３．LEAFシステムを用いた研究

BookRollは、Web ブラウザで資料を閲覧するシ

ステムです。教員が教材をPDF形式に変換して登

録すれば、学習者が授業中や予習復習時に教材を

Webブラウザで閲覧できる仕組みになっています

（図３）。学習者は元のPDFをダウンロードできな

いので、内容が拡散しないという特徴もあります。

表１に示します。１〜６のデータは既に学校に蓄

積されているデータです。また７の学習プロセス

データは、情報端末と学習支援システムを用いて

教育・学習活動を行うことで、自然と蓄積される

データであり、これまでは、あまり利用されてい

ませんでした。しかしながら、この詳細なデータ

を、１〜６のデータと統合して分析することで教

育・学習のプロセスの改善に役立てることができ

ます。

図４　教育データ分析システムログパレット

表１　LEAFシステムで用いる教育データの例

（２）教育データの利用例

教育データの利用例を表２に示します。対象が

個人である場合、学習者にとっては、過

去の教育データの利用による成績の予測

と、個人に適した教材や問題の推薦によ

る学習効果の向上に役立てることができ

ます。教員にとっては、クラス全体の学

習者のつまずき箇所の発見などによる教

材や授業設計の改善や、自動採点など、

教育データの利用による負荷の軽減とい

ったメリットがあります。また、保護者

は自分の子どもの学習状況、学習意欲な

どを把握することができます。

対象が教育機関である場合、組織の管

理者にとってのメリットは、学校全体でデータを

共有することによって、教育データに基づくカリ

キュラムを最適化し、教員の最適な配置を行うこ

とができます。

それから国全体として、政策立案者はエビデン

スに基づく教育政策の立案と評価が可能になりま

す。我々のような研究者は、大規模な縦断的・横

断的データを用いた学習者の成長過程を研究する

ことができます。そして教育に関する諸問題を、

匿名化したデータを用いて社会全体で共有・議論

を行うことができます。

データを使うことによって、様々な分析をして

表２　教育データの利活用の例

図３　デジタル教材配信システム　BookRollのインタフェース
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それからBookRoll上での学習者の行動は学習ログ

として記録されます。つまり誰がどこまで読んだ

かというのが全てわかります。こういった学習ロ

グが分析されて、学習・教育効果を向上させるた

めのエビデンスとして利用できます。このシステ

ムはパソコンだけではなく、タブレットやスマー

トフォンでも利用することができます。前ページ

の図３はBookRollでピーターラビットの絵本を表

示しているインタフェースです。

ログを分析するツール、ログパレット（ログパ

レ）は、教員が教材としてスライドを登録して、

そのスライドの上に学習者のマーカーを重ねて表

示することができます（前ページ図４）。赤色の

マーカーは学習者が重要と思ったところに引き、

黄色は学習者が理解するのが難しかったところに

引きます。クラスの学習者のマーカーを重ねるこ

とにより、学習者がどこを重要であると思ってい

るか、難しいと思っているかがマーカーの色と濃

さで分かります（図５）。また、マーカーを引い

ていない等、あまり予習・復習していない学習者

に介入メッセージを送信することもできます。

LEAFを用いて、どのように主体的で対話的で

深い学びを支援するか？　以下に述べます。

（１）主体的な学びの支援：LEAFでは授業外でも

主体的にどれだけ積極的に学んだかという指標

として、BookRollを用いた読書時間やマーカー

数等をダッシュボードに表示します。また学習

者の理解度に合わせて問題を推薦したり、

GOALシステムを用いて、計画立てて学ぶ力も

育成します。

（２）対話的な学びの支援：LEAFでは学習ログを

用いてその場でグループ編成を自動で行い、そ

の後のグループ活動のログ分析、ピア評価をそ

れぞれ支援するツールで提供します。

（３）深い学びの支援：各単元ごとの理解度の可
視化、能動的読解戦略（ Active Reading

Strategy）、つまづき個所の分析などによって支

援します。

４．今後の展望

教育データの利活用に関しては、以下の議論が

必要と思われます。

（１）全国で統一した、教育データ収集・管理方法
（２）教育データの標準化の策定
（３）民間企業による教育データの囲い込みや不

正なデータの扱いの禁止
（４）各学校のLRSに教育データを集約する方法
（５）各学校のLRSに蓄積されたデータを匿名加

工して二次利用する方法
近い将来、社会全体で教育データの蓄積や利活

用が進んでくると、様々な分野の研究者が、日常

的に学校に蓄積される教育データ等を扱って研究

をすることが当たり前になると思われます。しか

し、これまでの単発的な授業実践や観察とは違っ

て、そのような研究をするには、これまで以上に

研究倫理への高い意識に加えて、社会的な責任が

生じます。そして、このような研究手法の変革は、

社会全体の理解を得つつ進めていく必要があります。

５．おわりに

教育データの利活用は、学校だけでなく、研

究者や民間企業、行政などが産官学の協働で

実施する必要があります。筆者はそのために、

一般社団法人 エビデンス駆動型教育研究協議会

（https://www.ederc.jp）を設立しました。ここで

は、LEAFシステムの学校への導入やデータ解析

コンテスト、研究会などを開催しています。是非、

活動に参加して頂ければ幸いです。

参考文献
Ogata H., Majumdar R., Flanagan B., Kuromiya

H. (2022a) Learning Analytics and Evidence-

based K12 Education in Japan: Usage of Data-

driven Services and Mobile Learning Across

Two Years. IJMLO.

Ogata H., Majumdar R., Yang, S., and Warriem,

J., (2022b). LEAF (Learning & Evidence

Analytics Framework): Research and Practice in

International Collaboration, Information and

Technology in Education and Learning.図５　英語教材へのマーカーの可視化の例
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１．はじめに
大学の教学マネジメントにおいて、「教育の質

保証」の学修成果の可視化のためのツールとして

ｅポートフォリオの活用が始まったきっかけは、

2008年の「学士課程教育の構築に向けて（答申）」

で、学修ポートフォリオの導入が提言されたこと

だと思います（学修ポートフォリオを電子的に扱

ったものがｅポートフォリオです）。

しかし、この学修成果の可視化は誰のための可

視化なのでしょうか。濱名は「可視化の利点は…

学んでいる学生の学習レベルを自らが把握できる

こと。何ができていて何ができていないのか。…

可視化された学修成果は、学習者本人が、“学修

成果の地図”を与えられることを意味する。…つ

ねに現在地（どれだけできているか）を把握でき、

次の学びのモチベーションを得ることができるの

だ」[1]、大森は「学修成果の可視化は、学生自身

のために行うべきである、ということです。予測

困難な時代を生きる学生たちは、生涯学び続けな

ければなりません。…『自律的な学修者』として

の力を身につける必要があります」[2]と指摘して

います。そうなのです。今、“学習者中心の教育”

が求められています。学生が主体的・自律的に自

ら学び続けるという「学び」が大前提なのです。

教員や機関は、学習者としての学生を支え、足場

をかけることが仕事です。これは、大学教育だけ

ではありません。初等中等教育でも主体性を育成

する教育が行われています。ことわざで「馬を水

辺に連れて行くことができても、水を飲ませるこ

とはできない」とありますが、これが今の教育改

革の争点であると言っても過言ではありません。

一方、コロナ禍を受け、大学等の高等教育機関

では、当たり前にオンライン授業が行われ、その

ための情報基盤環境も整いました。学内のLMSや

学習クラウド等の学習支援システムも充実したの

ではないでしょうか。本学（東京学芸大学）にお

いても、コロナ禍前と比べ、LMS（WebClassを

利用）へのアクセス数、登録コンテンツ数、デー

タ使用量は10倍ほどの増加となっています。つ

まり、このコロナ禍の間に、皮肉にも学内システ

ム上に、多くのｅポートフォリオが蓄積されるよ

うになったのです。

この蓄積された学習者のｅポートフォリオを用

いて分析・可視化する「ラーニングアナリティク

ス（LA）」によって、学生の主体的・自律的な学

びをさらに支援し、多面的・多角的に評価してい

くことが可能になります。本稿では、現場寄りの

立場から、今求められる学びから見たｅポートフ

ォリオとLAについて説明し、LAシステムを導入

することが難しい機関（先生方）でも、既存の

LMS等で同様の学びをどこまで実現できるかにつ

いて議論します。

２．ｅポートフォリオとは
「ｅポートフォリオ」とは、学習者の継続的な

学びを記録したデジタルデータの集合体であり、

「学習履歴」と「学習記録」から構成されます

（次ページ表１）。教育の視点から見たｅポートフ

ォリオも、システム側から見れば無機質な「学習

データ」となります。しかし、これらは学習者の

学びの営みのなかで生成される大切な学びの記録

です。

学習履歴とは、システムや情報端末等のICT機

器を使うと自動的に取得できるログデータ、また

は、行動歴・経歴等の記録です。また、テストや

アンケート等の結果を含めることがあり、これを

スタディ・ログと呼んでいます。例えば、学習者

が、タブレット端末を操作すれば、いつ、どこを

タップして何を参照したかなどの情報を自動取得

し、それらを取り出して活用・分析することが可

能になります。また、システムへのログイン回数、

テストへのアクセスの有無や得点を自動取得する

ことで、学習者の行動とその結果を把握し、支援

を必要とする対象者を絞り込むことができるよう

になります。

学習記録とは、学習者の入力を伴う意図的な活

森本　康彦

学生中心の学びを実現するｅポートフォリオ活用と
ラーニングアナリティクス

東京学芸大学
ICTセンター教授
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イトボックス化できます。さらに、具体的な学習

成果をエビデンスとして含むため、学習者の質的

な変容を密に見取ることが可能になります。その

ため、収集した学習記録を組み合わせることで、

その学習者が何を考え、どう行動し、どのような

成果を得たかといった「学びの軌跡」を把握でき

るのです。つまり、学習履歴と学習記録をあわせ

て利活用することで、学習者を、より多面的・多

角的に見える化し、学習指導や評価に繋げること

が可能になるのです（図１）。

これら学習履歴と学習記録の二つは、学習者の

学習状況を把握するためのデータとして、切って

も切れない相思相愛の関係です。

学習履歴は、いわゆるログで、その人の行動・

活動歴を知ることはできますが、何を考え質的に

どう変容したのか、具体的にどのように成長した

のかを判断することは困難です。そのため、多人

数の学習者をブラックボックス化して見取ること

に適しています。一方、学習記録は、思いや考え

を外化したデータを含むため、頭や心の内をホワ

  

 

 

 

 

 

 
 

 

表１　ｅポートフォリオの構成要素

動によって収集されるデータであり、学習者が制

作した学習成果物、学習者の考えなどを外化した

思考プロセスの記録、学びの振り返りの記述など

があげられます。例えば、レポートや作品などの

学習成果物、学習の一場面や教材等を撮影した画

像や動画、授業の過程で生成されるワークシート

やノート、議論や対話の記録などが学習記録です。

また、学習記録は、自己評価による振り返りや、

相互評価による仲間からのアドバイス、教員等か

らのフィードバックなどの記述データと紐づいて

同時に記録されることが望まれます。具体的には、

学習者が考えたことや議論したことなどをワーク

シートに書き込みながら授業を行い、その終わり

に自己評価して学びを振り返ることにより、学習

者の思考・判断の流れや変容を見取ることができ

るようになります。

図１　ｅポートフォリオの活用イメージ

３．ラーニングアナリティクス（LA）とは
近年、LAが注目されています。LAとは、学習

に関するデータ（ｅポートフォリオ／学習データ）

を収集・分析し、その結果をダッシュボード上に

可視化する学習データ分析のことで、学習効果の

向上や学習促進のための方法として研究が進めら

れています。しかし、LAはデータをただ闇雲に

分析して、学習者にその結果を提示すればよいと

いうものではなく、それ自体が学習者の主体的・

自律的な学びの何らかの支援のために使われるこ

とが求められます。つまり、それはただの分析結

果の通知ではなく、学習者が自身の学びを振り返

り、自己調整しながら学び続けるための支援その

ものでなくてはならないのです。そこで、学習者

の学習活動の過程において、収集したデータを分

析し、ダッシュボード上に可視化し提示すること

で、学習者に気づき（メタ認知）を与え、理解や

問題解決のための学習支援（足場かけ）を行って

いくことが有効です（次ページ図２）。大切なの

は、主役は学習者である学生であり、学生自身が

学習の責任者であること。教員は、学生を支える

脇役（影の主役）であり、学習状況の可視化は、

学習者のために行われるべきものであるというこ

とです。これにより、学習者自身の学びが促進さ

れ成長が促されると共に、教員が自身の授業等を

改善することで、教育自体の質向上にもつながっ

ていきます。



例２：LMS（WebClassのｅポートフォリオ・コン

テナ機能）による講義での学び（学生による主

体的・自律的な学び）

学生は、自己評価と相互評価のレーダーチャート

からレポートの観点毎の出来を自身で確認し、改

善する。また、自己評価と相互評価の折れ線グラ

フからレポートを改善する過程で良くなってきて

いる所や悪い所はどこかを認識し、さらなる改善

に取り組んでいく。

例３：LMS（WebClassの修学カルテ機能）によ

る実習での学び

学生は実習中、日々記録を取りながら学ぶが、そ

の度に可視化される自己評価の一覧やレーダーチ

ャートを見て、実習にどう取り組めているか、成

長しているところはどこか、課題は何かを把握し

て、今後はどう取り組んでいくかを常に考え、自

己調整していく。

  

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

数な所があります。

例１：LMS（WebClassのデフォルト機能）によ

る講義での学び（教員による学習支援）

教員は、学生の学習履歴から取組状況を把握し、

小テストの結果や傾向、レポートの内容の出来具

合、修正の状況をみて、講義内容の理解や取組みが

十分でない学生に足場かけ（学習支援）を行う。
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図２　LAによる学びのイメージ

４．LAの導入における問題点と解決策
新たなLAシステムを独自に開発するのは難し

い、どこから手をつけていいかわからないなど、

様々な理由から、LAの導入をあきらめざるを得

ない機関は多くあるのではないでしょうか。しか

し、LAを導入することは目的ではなく、学生中

心の教育そのものを促進させる手段だとするなら

ば、学内の既存のLMS等の可視化機能を活かして、

教育のやり方を工夫することで、論理的にLAシ

ステムと同様の教育（学び）を実現することは可

能です。

５．LAシステム導入・実現の典型
（タイプ分け）
LAシステムの導入・実現は、次の３つのタイ

プに分けられます。それぞれにメリットとデメリ

ットがあります（表２）。

タイプⅠ：既存のLMS等の可視化の機能を利用

タイプⅡ：学内の既存システムの可視化を集約し

たダッシュボードを開発

タイプⅢ：新規に独自のLAシステムを開発

表２　LAシステム導入・実現の典型（タイプ）
（ A：容易・高い＞Ｂ＞C：難しい・低い）

（１）タイプⅠ このタイプは、学内にある既存

のLMS等のシステムに搭載された可視化機能を利

用するため、新規の開発はないので、直ぐに取組

みを始めることが可能です。しかし、学生が主体

的・自律的に学ぶことが大前提で、教員も支援者

として学生に寄り添うことが大切です。また、既

存の可視化機能に依存するためLAの効果は未知

図３　タイプⅠ：例１の学びのイメージ

図４　タイプⅠ：例２の学びのイメージ
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専任教員であり、教員養成を行う大学教員でもあ

ります。本稿では、筆者と同様に現場に立つ方々

に、LAの良さを知ってもらい、どう導入したら

いいかのイメージを持ってもらうための議論をし

ました。

LAは、学習者の主体的・自律的な学びを促進

させるためのツールですので、教学マネジメント

システムの根幹となる“学習者中心の教育”の実

現のための一つの大切な手段であると考えて欲し

いです。独自開発したLAシステムは、目指す教

育を意図的に実現することができますが、手が届

きにくい高嶺の花でもあります。一方、既存の

LMS等のシステムに搭載された可視化機能を用い

ることで、論理的なLAシステムとしての活用が

可能です。ぜひ、貴学に合ったLAのカタチを見

つけてください。

参考文献および関連URL
[1] 濱名篤, “学修成果への挑戦”, 東信堂, p.62, 2018.

[2] 大森昭生, “「自律的な学修者」を育てる学生に

よる学生のための成果可視化”, 先端教育, 2019

年12月号.

[3] 東京学芸大学, “eポートフォリオ構築によるデ

ジタル技術を活用した教育実習DX”, Plus-DX,

https://www.mext.go.jp/content/20210630-

mxt_senmon01-000016115_1.pdf.pdf

図６　タイプⅡ：TGUポートフォリオのイメージ

図５　タイプⅠ：例３の学びのイメージ

（２）タイプⅡ このタイプは、学内の複数のシ

ステムの可視化を集約したダッシュボードを活用

します。この開発は既存システムの可視化を集約

するだけなので、比較的容易にできますが、どの

ようなダッシュボードになるか、どう教育に活用

したらいいのかは所有するシステムに依存します。

例４：「TGUポートフォリオ」による学び

「TGUポートフォリオ」は、東京学芸大学が文科

省の「デジタルを活用した大学・高専教育高度化

プラン」で採択された取組みとして開発したシス

テムである[3]。既存の６つの学内システムの可視

化を２つのダッシュボードに集約しており、学生

は、自身の学習状況を把握して、短期的・中長期

的な見通しを持って、既存システムと往来しなが

ら学んでいくことを想定している。

（３）タイプⅢ このタイプは、新規に独自のLA

システムを開発するため、規模も大きく、取組み

を始めることの壁はありますが、先端のAI技術を

搭載したLAを用い、各機関が目指す教育を実現

できるため、LAの有効性は非常に高いと言えま

す。例えば、九州大学のM2B（みつば）学習支

援システムがあります。

６．おわりに
筆者は、ｅポートフォリオや教育AI活用の研究

者ですが、本学の情報基盤整備を行うセンターの

図７「TGUポートフォリオ」のダッシュボードのイメージ

https://www.mext.go.jp/content/20210630-mxt_senmon01-000016115_1.pdf.pdf
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１．はじめに

教育機関でICT環境の整備が進むにつれて、デ

ジタル環境を利用して教育・学習を行う機会が増

えてきました。コロナ禍では多くの教育機関でオ

ンライン授業が実施されたこともあり、ICTを活

用した新しい教育・学習の在り方にも注目が集ま

るようになりました。例えば、学習管理システム

（Learning Management System：LMS）を利用す

れば出欠管理や課題の収集、小テストなどが容易

に行えるようになります。また、電子教材やビデ

オ教材を配信すれば、PC、タブレット端末など

を利用していつでも教材にアクセスして学習を進

めることができるようになります。さらにデジタ

ル環境の利点は、学習者や教師がそのようなシス

テムや教材をどのように利用したかという利用履

歴を記録できる点にあります。教育・学習の活動

やその成果が記録されたデータは「教育データ」

と呼ばれており、データに基づく教育・学習改善

への活用が期待されています。

本稿では、教育データの収集、分析を行い、そ

の結果を現場にフィードバックすることで教育・

学習の支援を行う学習分析（Learning Analytics：

LA）[1]の取組みについて紹介します。特に筆者が

所属している本学における学習分析の実践的な取

組みと、研究として先行して進めている最新の取

組みについて紹介します。

２．教育学習支援システム

本学では2014年からM2B（みつば）と命名さ

れた学習支援システムを展開しています。M2B

は、構成システムの名称の頭文字から１文字ずつ

取ったもので、学習管理システム：Moodle、ポ

ートフォリオシステム：Mahara、電子教材配信

システム：BookLooperが当初の構成でした。そ

の後、電子教材配信システムは、機能強化を進め

ながらBookRoll[2]、BookQ、B-QUBEに名称が変

わりました。また、ポートフォリオシステムは

Moodleに統合され、代わりに学習分析結果を利

用者に提供するための学習ダッシュボードシステ

ム：Metaboardに変更されました。

次ページ図１は上記のシステムや関連する研究

開発中のシステムを連携させながら、教育の現場

や学習者の活動を支援する教育学習エコシステム

の全体像を描いた図です。図の中央に配置されて

いる「学習分析」が原動力となり、教育現場の支

援、より良い学習環境の実現、学習者の育成を進

めながら、学習者の主体的な学びを総合支援する

ことを目指しています。

図１の左側に描かれている教育現場の支援で

は、学習者の事前学習や事後学習、さらには授業

中の学習活動の支援を行います。事前学習では、

予習を促される授業が多いため、学習者が効率よ

く授業の内容を事前に把握できるような資料を自

動構成して提供する教材推薦システムの開発を進

めております。予習支援についての詳しい取組み

やその効果については参考文献[3]を参照くださ

い。また、授業後の復習支援の取組みについては

参考文献[4]を参照ください。

授業中の支援については、研究を開始した当時

は教師向けの支援システムの研究開発を進めまし

た。受講者の受講状況をリアルタイムにモニタリ

ングできる仕組みを教師に提供することで、教師

が受講者の状況に応じて適応的な授業を実践でき

るようになりました。開発当時は対面式の授業で

各学習者が個人のPCを教室に持参して授業に参

加する授業形態でのシステム利用を想定していま

島田　敬士

大学教育における学習分析の活用

九州大学　
大学院システム情報科学研究院教授
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の洗い出しを行ったりすることで、主体的な学び

の姿勢を育み、学習意欲の維持・向上を目指して

います。具体的な支援ツールを「５．」で紹介し

ます。

３．リアルタイム学習ダッシュボード

リアルタイム学習ダッシュボードは、授業中の

学習者の活動状況をリアルタイムに分析した結果

をフィードバックするためのダッシュボードで

す。元々は教師が受講者全体の状況を把握して、

説明の進行スピードの調整を行ったり、受講者の

反応を確認したりするために設計開発されました

が、コロナ期で自宅などからオンライン参加する

学習者からも他者の状況を把握したいという声が

挙がったこともあり、機能を追加して学習者向け

にも展開しました。

次ページ図２はリアルタイム学習ダッシュボー

ドの画面例です。ダッシュボードには様々な情報

を表示するサブウィンドウが実装されています。

各情報の表示／非表示は利用者がいつでも自由に

切り替えることが可能です。以降では、各機能の

詳細を説明します。

・ 受講状況ブロック

LMSのコースに登録された受講者情報と

電子教材へのアクセス状況を集約して、教

材を開いている人数、現在最もアクセスが

多い教材のページ番号、ダッシュボード利

したが、コロナ禍では同システムをオンライン授

業でも利用できるように拡張しました。その際に、

学習者にも授業の状況や他者の学習状況を確認で

きる仕組みを提供できるように改良しました。コ

ロナ期前であれば、教室で周りの学習者の状況を

見ることもできましたが、オンライン授業ではそ

のようなことが難しくなったため、リアルタイム

に授業の状況や他者の学習状況を把握できる仕組

みは教師、学習者ともに有用なものになりました。

リアルタイム学習ダッシュボードに搭載されてい

る各種機能については、「３．」で詳しく紹介しま

す。

図１の右上には学習環境に関する取組みを描い

ています。ここでは、授業外の活動の一環として、

他者との学びの共有を通して、学習者自身の理解

を深めたり、知識を拡張したりできるような学習

環境の実現を目指しています。授業等で学習した

トピックについて、学習者自身がどのように内容

を理解したのかという学習要点記事を図や文章に

よる自由記述形式で作成して投稿できる仕組みを

提供したり、そのような記事を効率よく他の学習

者と共有したりするための仕組みを提供できるシ

ステムを研究開発しています。詳しくは、「４．」

で紹介します。

図１の下方には学習者の育成に関する取組みを

描いています。教育データを活用して自身の学習

の進め方と他者の学習方法を比較したり、改善点

図１　学習分析技術が核となり，教育・学習の総合支援を実現する教育学習エコシステム



14 JUCE Journal 2022年度 No.2

特　集

て青色の枠が表示されるようになっていま

す。そのため、教師は自分が説明している

ページに対する学習者の閲覧状況を確認し

ながら授業進行のスピードを調整できるよ

うになります。

・ 閲覧人数割合ブロック

教師が説明中のページに対して、学習者

が同じページを開いているのか、前のペー

ジあるいは先のページを開いているのかを

割合表示する円グラフです。先のヒートマ

ップに提示されている情報の中で現在時刻

に注目して集計した 情報を提示する機能で

す。授業が順調に進行しているかどうかを

さっと確認する際にはこちらのグラフが役

に立ちます。

用者自身が開いている教材のページ番号、

教師が開いている教材のページ番号の情報

が表示されます。接続人数やアクセスペー

ジ番号など基本的な情報を確認する際に役

立ちます。

・ 教材閲覧状況ブロック

授業で使われている電子教材のアクセス

状況をヒートマップ表示した結果が提供さ

れます。横軸は授業開始時刻からの経過時

間、縦軸は教材のページ番号に対応してい

ます。各セル（ひとつのマス）には、対応

する時刻にそのページを閲覧している人数

に応じた色が塗られます。閲覧者数が多い

ページほど暖色表示になっています。教師

が説明中のページには該当するセルに対し

図２　リアルタイム学習ダッシュボードの機能群
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４．学習要点記事の共有システム

これまでに紹介した学習分析の事例では、学習

管理システムや電子教材配信システムに収集され

る教育データを直接活用して教育現場の支援を行

うものでした。ここで紹介するシステムは、学習

者間の教え合い、学び合いを促進することを目的

として、学習者が学んだ学習トピックに関する記

事を投稿したり、記事を他者と共有したりできる

新しい仕組みを導入しています（図３）。イメー

ジとしては、Yahoo! JAPANが運営している電子

掲示板「Yahoo!知恵袋」に近いです。従前から教

え合い、学び合いは理解を深めたり、知識を拡張

したりするためのとても重要な活動でした。近年

ではラーニングコモンズのような学習環境も充実

化してきており、協働的な学習を行いやすくなっ

てきました。しかしながら、このような物理的な

場所を共有する形式の協働学習は、時間と場所の

制約を受けるというデメリットもありました。こ

こで紹介する「学習要点記事の共有システム」は、

ICTを活用して時間と場所の制約を受けない協働

学習の場を実現しています。さらに、デジタルな

環境を活用する利点を活かして、システムに蓄積

される学習記事の内容分析や利用者の要望に叶う

記事の推薦などの仕組みを実現するための研究開

発を進めています。以降では、代表的な機能を紹

介します。

・ 学習要点記事の投稿

学習者が自由に記事を投稿することがで

きます。学習したトピックに対してタイト

ルと記事を作成して、投稿します。学習内

容を振り返り、どのように理解したのかと

いう点を記事にします。他者が記事を読む

ことになりますので、読み手に伝わるよう

な論理的な文章を書く訓練にもなります。

・ 説明ページへの反応ブロック

電子教材配信システムには、学習者が各

ページに対して「わかった」、「わからない」

の反応を残す機能が備わっています。その

反応を集計した結果がこのブロックに表示

されます。「わからない」の反応が多いとき

は説明を補足するなど適応的な授業進行が

可能になります。

・ 説明中のページへの注目状況ブロック

電子教材内の各ページに残されたマーカー

（ハイライト）のログを集約して、ヒートマ

ップ風に表示しています。多くの学習者が

マーカーを引いた場所は暖色になります。

教師も学習者もどのような場所に注目が集

まっているかを確認することができます。

表示は５秒おきに更新されるようになって

いるため、授業中に随時引かれたマーカー

の情報もすぐに確認することができます。

・ 単語ランキングブロック

マーカーが引かれた単語のランキングを

表示するブロックです。注目されている単

語を確認する際に役立ちます。

・ ページごとの反応ブロック

説明ページへの反応ブロックと類似した

機能ブロックです。こちらのブロックでは

教材の各ページへの反応を俯瞰することが

できます。授業の終盤にその日の反応を振

り返って、「わからない」の反応が多いペー

ジに対して補足説明や追加説明を行うなど

の適応的な対応が可能になります。

これらの機能ブロックがリアルタイム学習ダッ

シュボードの主な機能になりますが、他にも過去

に同じ教材の学習傾向を表示する機能なども搭載

されています。

リアルタイム学習ダッシュボードを利

用した授業では、学習者と教師が開いて

いる電子教材のページの同期率が上昇す

ることが確認されています。これは授業

進行の調整を行いやすいことも一因にあ

ると考えられます。また、本システムを

利用した授業では、電子教材にブックマ

ークやマーカーを残す操作を行う学習者

の割合が上昇しました。より詳しい実験

の結果などについては、参考文献[5] を

参照してください。

or TA

Learning 
Repository

図３　学習要点記事の共有システムの概要



学習記事は科目カテゴリごとに管理されます。

・ 記事のレビュー

投稿された記事をそのまま公開するので

はなく、公開前に内容をレビューする段階

を踏むようにしています。レビューはTA

（ティーチングアシスタント）や教師により

行われますので、承認された記事のみを公

開することで記事の質保証をしています。

レビューにより修正が必要と判断された記

事については投稿者に差し戻されます。修

正後に再投稿された記事は再びレビューを

経て承認されれば公開されます。

・ 記事の検索

学習者は公開された記事を自由に閲覧す

ることができます。理解が難しかった学習

トピックや理解を深めたり知識を広げたり

したい学習トピックなどについてキーワー

ド検索しながら記事を閲覧することができ

ます。また、記事にはハッシュタグをつけ

ることができるようになっているため、ハ

ッシュタグによる検索も可能です。他の学

習者が作成した要点記事を閲覧することで、

他者がどのように考えたり理解したりした

のかを把握できるため、新しい気づきを得

ることにもつながります。他者の記事を読

んで共感した記事については「いいね！」

の反応を残せるようにしています。

・ 記事投稿の呼びかけ機能

学習者の自由意思で記事を投

稿することが本システムで最も

重要視している点ですが、その

場合注目の集まりやすい主要な

学習トピックに関する記事が多

く投稿されるため、記事の内容

に偏りが生じてしまいます。そ

こで、既投稿記事の内容を分析

して、学習トピックごとの記事

の投稿状況を把握し、記事数が

少ない学習トピックについて学

習者に投稿を呼びかける機能を

実装しています。本機能を利用

することで呼びかけを行った学

習トピックの記事の投稿が増え

ることや、投稿された記事につ

いても質は低下しないことが確

認されています。詳しくは参考

文献[6]をご覧ください。
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・ ティーチングボット

公開記事が増えるにつれて、学習者が所

望の記事を探すのは大変になります。そこ

で、同じ学習トピックについて書かれた記

事を「基本」「応用」「発展」「まとめ」など

のようにジャンル分けを行ったり、記事の

内容の類似性を評価したりしておくことで、

検索対象となる記事を絞り込みやすくして

います。さらにチャットボットを実装して

対話的なやり取りをしながら所望の記事を

見つけやすくする仕組みの開発（図４）も

進めています。

図４　ティーチングボットの利用画面例

図５　デジタル教科書の学習状況の振り返り機能
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５．Metaboard（メタボード）

最後に、教育データの分析機能群を集約した学

習ダッシュボード「Metaboard」について簡単に

紹介します。Metaboardは学習管理システムや電

子教材配信システムで行われる学習者の学習行動

の状況を可視化する機能を提供します。教師は受

講者の学習状況を把握できるため、先述のリアル

タイム学習ダッシュボードと親和性の高いシステ

ムです。一方、学習者は自らの学習活動をデータ

に基づいて振り返ったり、活動改善の検討を行っ

たりすることができるようになります。

・ 教材閲覧行動の比較分析機能

前ページ図５は、学習者が自分の学習活

動を振り返りながら、他の学習者の学習活

動と比較分析を行う機能の画面例です。画

面の右側には、本機能を利用している学習

者の活動分析結果が表示されます。上部の

円環状の表示は教材のページ間の遷移に対

応しています。各ページが円（ノード）で

表示され、ページ間の遷移が線（リンク）

で表示されます。１ページ目から最後のペ

ージまで順に閲覧した場合は隣り合う円の

間にのみ線が引かれますが、ページをジャ

ンプして行き来した場合はそれに対応する

線が引かれます。画面の左側には同じ教材

を利用した他の学習者全体の学習活動が同

様のルールで可視化されます。この画面の

例では、ページ間を大きく横断したような

閲覧行動が確認されます。多くの線が集ま

っているページは注目度の高いページと見

なすことができます。他者の学習活動を比

較分析することで、自身の学習活動との共

通点や相違点を客観的に考察することがで

きるようになります。

・ ページ内活動の比較分析機能

図５の下部にはページごとのマーカーや

メモ機能の利用状況が可視化表示されます。

上記の閲覧行動の比較分析機能と同様に、

右側には利用者本人の活動状況、左側には

同教材を利用した全学習者の活動状況がそ

れぞれ表示されます。教材のページ内で学

習者自身が注目した場所と他の学習者が注

目した場所を比較分析できるようになるた

め、注目箇所について見落としを減らし、

新たな気づきを得ることが期待されます。

振り返り機能の詳細については参考文献[7]

もご参照ください。

６．おわりに

本稿では、学習管理システムや電子教材配信シ

ステムの利用者から収集される教育データを活用

して、教育・学習の支援や改善に繋がる取組みを

紹介しました。コロナ期を経て、教育分野への

ICT導入が広がる社会において、今後は教育デー

タを活用した効果的な学びの支援や新しい教育手

法の開発、教育・学習の改善などデータ駆動型教

育が浸透していくと思われます。教育データの利

活用には、様々な情報処理技術の開発、ユーザビ

リティの高いシステム設計と開発、データの標準

化、分析結果の信頼性の保証、教育現場での実証

など様々な課題がありますが、研究者や技術者、

教育者が協働しながら取組みが進んでいくことを

期待しております。今後の動向についてもぜひご

期待ください。
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授業改善とラーニングアナリティクス

１．はじめに

（１）我々は自分の授業を理解しているのだろうか

議論の手がかりとなるデータを示しましょう。

図１は本学３年次生を対象としたアンケート（後

述）における「あなたは一般に、大学の講義で担

当教員とのコミュニケーション(2)の難しさを感じ

ることがありますか？」という質問に対する回答

です。

特定の科目ではなく、大学でのこれまでの経験

を振り返って自由に回答させたところ、「（いつ

も／しばしば）感じる」が16.0％、「時々感じる

ことがある」（以上、「難しい」）は46.7％、「どち

らともいえない」16 .0％、「あまり感じない」

18.3％、（ほとんど／まったく）感じない」（以上、

「難しくない」）3.7％と、62.7％もの学生がコミ

ュニケーションの難しさを訴えています。

「難しい」と回答した理由を尋ねたところ、

・ 気難しい教員が多く、変なプライドを持っ

て自分の非を認めない人が多い

・ 先生が多忙そう。くだらない質問だと思わ

れていると感じる

・ わからない部分をうまく伝えることができ

ない

・ 自分が人見知りなので、教員に話しかけづ

らいため

など、生々しい回答が並びます。

もちろん学部学科によって事情が異なる場合も

想定されます。実際、情報系で「難しくない」と

回答した者は、

・ オンライン授業になってから［チャットや

メール等で］質問しやすかった

・ メールなどで連絡と取れば問題ない

と述べています。学部学科の特性も関係している

のでしょうが、これらの学生は「コミュニケーシ

ョン」を比較的狭く、そして浅く解釈しているよ

うです。

（２）コミュニケーションと学習意欲

次に「あなたは『担当教員とのコミュニケーシ

ョンが改善されれば、今よりもっと学習意欲がわ

くだろう』と思いますか？」という質問には図２

のように、73.8％が「学習意欲がわく」と回答し

ています。具体的には、

・ 「この人に認められたい」と思えると自然

と努力をするし、「この人は嫌だな」と思う

人に対してはモチベーションが下がる。した

がって、教員とのコミュニケーションや信頼

関係の向上は確実に学習意欲に関わっている

と思う

・ 教師とのコミュニケーションが取れること

によって、学力も向上されると思う

・ あまり興味がない科目でも、教員と話すこ

西村　秀雄

LMSをコミュニケーションツールとして活用した
双方向型授業における情動面の分析

―学習者の自発的、自律的学習に向けた動機づけを中心に―

金沢工業大学
基礎教育部教授

（1）

図１　コミュニケーションの難しさ 図２　コミュニケーションの改善と学習意欲
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30年代初めには従来の系統学習に回帰します。

終戦直後に導入された小学校社会科が「這いまわ

る社会科」あるいは「這いまわる経験主義」とい

うレッテルを貼られて蔑視されたように、その背

後にある経験主義は理解されなかったのです。最

近、「アクティブラーニング」（初等・中等教育で

は「主体的・対話的で深い学び」）、「問題／課題

解決学習」（PBL: Problem/Project Based Learning）、

「課題研究」そして「探究活動」などが紹介され

て幾度となく話題になりながら、なかなか定着し

ない事情の背後には、このような歴史的経緯があ

るのかもしれません。

（２）教員が「教える」のか、学習者が「自ら学

び、内在する才能を伸ばす」のか

教育はそもそも、前の世代の人間が次世代に知

識や経験を渡すという系統学習的（知識注入型）

な側面と、次世代が自己に内在する興味や関心を、

前世代からの刺激などを契機として引き出す経験

主義教育(3)という二つの側面を持っています。学

習者に内在する才能を伸ばそうとするのならば当

然、教員―学生間のコミュニケーションの改善、

学生の自発的、自律的学習に向けた動機づけが重

要になるでしょう。

このような考え方に基づいて筆者は長年、学生

との双方型授業を実践してきました。1991年度

以降、講義内で「小カード」と称するミニッツ・

ペーパーで学生の反応や意見を収集し、可能なも

のについてはその場で応答してきました。2000

年度からはさらに、できるだけコメントを付し、

当日中にWebサイト（nishimura-sensei.net）上でそ

れを公開して、学生とのコミュニケーションおよ

び講義方法の改善に努め、受講生から高く評価さ

れてきました[1](4)。2006年度から科学研究費補助

金の助成を得たため、各ページへのアクセス状況

を分析するとともに、学期末にアンケート調査を

実施しました（以下、「前研究」）[2]。しかし当時は

ほぼすべてが手作業であったため負担が重く、し

かも2019年度は予算削減によりWebシステムの

運用を一時的に休止せざるを得ませんでした。

この閉塞状況を一変させたのがLMS（Learning

Management System）です。

とによって学習意欲がわくかもしれないと思う

・ 授業から発展した内容の話を聞くことがで

きれば、学習意欲の向上につながると思う

とまさに、後述する動機づけ（motivation）の重

要性を指摘しています。

他方、「学習意欲はわかない」と答えた学生は、

・ 担当教員とのコミュニケーションが改善さ

れても、科目自体に興味が起きることはない

と思う

・ コミュニケーションが取れても授業でやっ

ていることが面白くなければ興味はわかない

と述べています。

やや安易さを覚える「学習意欲がわく」という

回答とは対照的に、これらの学生は教室内での学

習状況や自己の姿を冷静に観察しているように思

われます。

どうやら、授業担当者の認識とはかなり相違し

て、学生はしばしば教員とのコミュニケーション

に難しさを感じているようです。場合によっては

自発的、自律的に勉強する気になれないまま、授

業ヘの参加を強いられているのかもしれません。

それならば講義開始時、学生に自発的、自律的

な学習に向けた情動面、特に動機づけを改善する

ことによって、この状況を打開することができる

のではないでしょうか。

２．自発的、自律的な学習に向けた情動

面、特に動機づけの重要性

（１）西欧の知的伝統の上に立つ大学教育と日本

大学という教育システムは、端的に言えば西欧

の知的伝統の上にあります。それは中世後期以降、

理性（ratio）を重視し、情動面を意図的に軽視し

てきました。20世紀初頭の精神医学および心理

学を嚆矢として情動面は再度脚光を浴びることに

なりますが、大学という教育システムにおいては

今なお、理性を中心に据える西欧の知的伝統の影

響力が大きいと言えましょう。情動面が果たす役

割については漠然と意識されながらも、なかなか

焦点化されることが少なかったのです。

他方、明治期以降の我が国の教育思想は大正自

由主義教育を除き、ごく最近まで一貫して系統学

習（知識注入）型でした。「和魂洋才」の思想で

す。第二次世界大戦終了直後、一時的に米国の問

題解決学習（経験主義）が導入されますが、昭和
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（３）Webへのアクセス状況および閲覧状況

図３は、2020年度のWebサイトへのアクセス

数（１日あたり、左軸）および授業ページへのア

クセス数（／週、右軸）です(5)。中央の夏期休暇

を挟んで左側が前学期、右側は後学期です。全体

のアクセスは比較的安定していますが、授業のペ

ージへのアクセスは、各学期とも講義開始当初の

アクセスが多く、その後漸減しています。開始当

初は、アクセス数が実受講者数を上回ります。こ

れは、所属クラスだけでなく、他クラスの反応に

ついても閲覧しているためであり、この点は前報

告でも同様でした。

興味深いのが前学期講義開始直後のアクセス数

です。当時はコロナ禍での慣れない遠隔授業を強

いられた時期であり、学生―教員間のみならず、

学生同士のコミュニケーションを十分に取れなか

ったのです。この悪条件下で受講生は、講義終了

後に授業のページを閲覧し、他の学生の意見や当

方からのコメントを読み、講義理解の助けとして

いたものと考えられます。

（４）学生の反応と評価

Webサイトの閲覧頻度について尋ねたところ、

65％程度の学生が、ほぼ各講義のたびにページ

を閲覧していると回答しています。これは実際の

アクセス状況と概ね一致します。

３．LMSを活用した双方向型授業

と、学生の反応

（１）講義の改善と教育の構造化

今回調査対象としたのは「科学技術者倫理」

（３年次必修２単位）です。将来の技術者には重

要な科目ですが、講義開始直後の受講生にとって

は「必修科目だから」という認識です。科目の目

的や意義は理解されておらず、したがって自発的、

自律的な学習に向けて動機づけられていません。

このような状況下で一方的な知識伝達型の講義を

実施しても十分な教育効果は望めないでしょう。

そこで科目担当者は協議の上で、まず科目内容

の厳選と継続的な改善に努め、授業の実施方法に

ついても視聴覚教材を活用したグループ討議と発

表を複数回実施するなど、受講生が能動的に学習

に取り組むことができるように工夫しています。

その上で科目間連携などの構造化を実現しました[3]。

(２）LMSを活用した双方向型授業の実現

ちょうどこの頃、本学は「e-シラバス」という

LMSを導入しました。2020年度にはシステムが十

分実用に耐えるレベルまで改良されたため、従来

の手作業を電子化した上で、Webサイトによる双

方向型授業を再開しました。また再度科学研究費

補助金の助成を得たため、2020年度および2021

年度の各学期末に、人を対象とする研究倫理審査

を経た上でアンケート調査を実施しました。

この2020年度はまさに、コロナウイルスが急

拡大した年度です。当該科目の場合、前期（「前

学期」）は最終回を除き遠隔授業で、後期（「後学

期」）は遠隔と対面授業が交互に実施したため結

果的に、調査は遠隔授業と対面授業を比較するこ

とになりました。

写真１　グループ討議の様子

図３　Webサイトへのアクセス状況

図４　Webサイトの閲覧頻度

授業ページアクセス数（１週間）（右軸）

サイトアクセス数（１日）（左軸）

前
学
期
講
義
開
始

前
学
期
講
義
終
了

後
学
期
講
義
開
始

後
学
期
講
義
終
了
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でいます。実は、そもそも対面授業であっても教

員―学生間はもちろん、学生同士間ですら必ずし

もコミュニケーションは取れていないのです。ま

た前述したように、受講生の教員への依存体質は

抜けず、残念ながら今回の取組みが目指した学生

の自発的、自律的な学習には必ずしも結び付いて

いないようです。

しかしこのような双方向型授業を継続すること

で学生が胸襟を開き、学生―教員間、そして学生

間で信頼関係にもとづいた対話、すなわち「深いコ

ミュニケーション」を始めることもまた事実です。

学習における情緒面、特に動機づけの研究は端

緒に就いたばかりであり、今後の研究進展が望ま

れます。

注
（1) 本稿は西村秀雄（2021）「LMSを講義時間内に用いて学

生の反応を収集し応答することによる授業改善について」

『大学教育学会第43回大会発表要旨集録』，pp.90-91およ

び西村秀雄（2021）「新しい学び合いの場としてのLMSや

Webサイトの活用」『IDE 現代の高等教育』，IDE大学協会，

pp. 25-29で報告した内容を元に、全面的に書き改めたも

のです。データは2020年度（金沢工業大学研究倫理審査

承認番号201004）を基本とし、新たに一部2021年度（同

2103310）を用いています。

(2) ここでの「コミュニケーション」は無定義であり、意味や

その広がり、深さ等の解釈については回答者に委ねていま

す。

(3) 「教育は引き出すという意味のラテン語に由来する」と言

われることがありますが、少なくとも歴史的、言語的には

誤りです。中世における“educare”は、例えば罪人を処

刑場に引き出すような場面で用いられました。白水浩信

（2016）「ラテン語文法書におけるeducareの語釈と用例―

ノニウス・マルケッル『学説集』とスエウテュケス『動詞

論』を中心に―『北海道大学大学院教育学研究院紀要』，

No.126、pp.139-154．

(4) 山田も同様の取組みをしています。山田剛史「オンライン

授業における学修評価をどう考え、実践するか ～振り返
りとフィードバックを中心とした実践事例の紹介～」『大
学教育と情報』2022年度No.1，pp.4-9．

(5) 技術的な理由により、授業のページはカウント方法が異な

ります。実数はこの数倍です。

参考文献
[1] 西村秀雄（2000）「教師―学生間での情報の共有による講

義の建設的改善　―インターネットを利用した双方向型授

業の試み―」『大学教育学会誌』，22-2，pp.212-218．

[2] 西村秀雄（2009）「学生の動機づけを重視して双方向化型

Webサイトを活用した科学技術倫理教育の改善」『平成18

年度〜20年度科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）研究成果

報告書（課題番号18607003）』．

[3] 西村秀雄（2004）「金沢工業大学の技術者倫理教育への全

学的な取り組み」『大学教育学会誌』，26-2，pp.82-88．

次にこの双方向型授業が、講義に関心を持ち続

けることと、講義内容の理解に役立ったかを尋ね

ました。図５は後者、すなわち理解度への貢献で

すが、実に76.7％の学生が「役立った」と回答し

ています。関心の維持についても若干数値は下が

る（「役立った」が70.7％）ものの、同様の回答

分布です。

高いこの評価についてはしかし、手放しで喜ぶ

ことはできません。教員―学生間のコミュニケー

ションに難があることは事実ですが、それが改善

されて学習者が動機づけられたからといって、そ

れが理解度の向上と直結するわけではありません。

図５　Webサイトの利用と理解度への貢献

これと関連するのが、この双方向型授業が役立

った時期（図６）と対面／遠隔授業形態との関係

（図７）です。前述したようにこの取組みは、特

に講義開始時において科目の意義を理解し、自ら

の学習に向けた動機づけを意図としています（実

際のアクセス状況も狙った通りに推移していま

す）。つまり、ある段階から自ら能動的学習に取

り組んでもらいたいにもかかわらず、受講生はど

うやら「講義は先生に教えてもらうもの」という

知的依存体質から抜け出せていないようです。講

義形態についても同様に、教員への依存性を示し

ているように思われます。

４．自律的、自発的な学習の実現に向けて

グループ討議の週のみ、前週の学生の反応とコ

メントをすべて印刷して配布していますが、それ

を手にした学生は文字通り、食い入るように読ん

図６　Webサイト利用が有効な時期

図７　講義形態とWebサイトの利用
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

内閣府、文部科学省及び経済産業省は、「AI戦略2019」の一環として､文理を問わず全ての大

学・高専生（約50万人卒／年）が正規課程教育において、リテラシーレベルの数理・データサ

イエンス・AIを習得することを目標に､体系的な教育を行う優れた教育プログラムを政府が認定

及び選定して奨励するため認定制度を創設しました。

令和３年３月17日から５月14日までの間、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム（リ

テラシーレベル）」の公募において、大学、高等専門学校78件申請があり、78件認定されました。

また、認定された教育プログラムの中から、先導的で独自の工夫・特色を有するものを｢数理・

データサイエンス・AI教育プログラム（リテラシーレベル）プラス」として11件が選定されま

した。また、認定有効権限、選定有効権限は、令和８年３月31日までとなっています。

本協会では、上記の「認定教育プログラム＋（プラス）」11件の内、大学10件の取組みについ

て大学に協力を依頼し、提供いただいた教育実践などの取組みを順次（「その２」）などのように

紹介することにしました。

なお、公募は、毎年度実施されており、令和４年度は５月20日に申請締切（17時）、８月中に

認定及び選定となっています。

以下に「認定教育プログラム」及び「認定教育プログラム+(プラス)」の要件を掲載します。

｢数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（リテラシーレベル）プラス」選定校における

教育実践取組みの紹介（その２）

• 上記認定要件を満たすこと
• 学生の履修率が一定割合以上
全学生の50％以上（３年以内に達成見込みも可）

• 大学等の特性に応じた特色ある取組が実施されていること

認定教育プログラム プラス (MDASH-Literacy+)の主な要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）

• 大学、短期大学、高等専門学校の正規の課程
• 学生に広く実施される教育プログラム（全学開講）
• 具体的な計画の策定、公表
• 学生の関心を高め、かつ、必要な知識及び技術を体系的に修得
（モデルカリキュラム（リテラシーレベル）参照）

• 学生に対し履修を促す取組の実施
• 自己点検・評価（履修率、学修成果、進路等）の実施、公表
• 当該教育プログラムを実施した実績のあること
（人文・社会科学等を含む複数学部等からの履修）

認定教育プログラム (MDASH-Literacy)の主な要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）



２．学部教育プログラム
政府の「AI戦略2019」（2019年６月策定）に

て数理・データサイエンス・AI教育に関し、大

学・高専卒業者全員に必要なレベル（リテラシー

レベル）と、大学・高専の半数程度の学生に必要

なレベル（応用基礎レベル）などの段階に分け、

修得すべき目標を示しました。これを受けて、数

理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシア

ム[3]は、各大学・高専にて参照可能な「モデルカ

リキュラム」として、2020年４月に数理・デー

タサイエンス・AI（リテラシーレベル）モデルカ

リキュラム[4]を、2021年３月には数理・データサ

イエンス・AI（応用基礎レベル）モデルカリキュ

ラム[5]を策定・公開しました。同拠点コンソーシ

アムの拠点校の一つである本学は、カリキュラム

策定に関わるとともに、このモデルカリキュラム

に合致するように教育プログラムを策定しました。

本学における数理・データサイエンス・AIに関

する学部教育プログラムは、一般教育プログラム、

専門教育プログラム、実践教育プログラムの３つ

に分けられます（図１参照）。以下にこれら３つ

のプログラムを簡単に説明いたします。
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１．はじめに
すでに数理・データサイエンス・AI教育の意義

はご理解のことと思います。本学では、数理的思

考および、データを分析し活用する能力を用いて

社会における諸問題の解決や、新しい課題の発見、

そして、データから価値を生み出すことができる

人材を育成することを目的として、数理・データ

サイエンス・AI教育プログラムを策定しました。

このプログラムは、現在も、数理・データサイエ

ンス教育研究センター（MDSセンター）ととも

に発展を続けています。

幸いなことに、数理・データサイエンス・AI教

育に関する取組みに対し、文部科学省「数理・デ

ータサイエンス・AI教育プログラム認定制度」に

おいて、2021年度に認定教育プログラム（リテ

ラシーレベル）プラスを[1]、2022年度には認定教

育プログラム（応用基礎レベル）プラス[2]の認定

を受けることができました。本稿では、これらの

認定を受けることとなった教育プログラムと、そ

れを支えるいくつかの取組みや、最終的な人材育

成までシームレスに繋げる仕組みについて簡単に

紹介いたします。

大鐘　武雄北海道大学数理・データサイエンス教育研究センター
副センター長

図１　学部教育プログラムの全体概要

数理・データサイエンス教育への
北海道大学の取組み
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の段階で学ぶことが大切と考えています。

一般教育プログラムは、必修１科目を含む９科

目から４単位以上を修得すると修了となり、令和

元年度から令和３年度までに約6,000名が修了し

ました。本学では、修了者のうち希望者に修了証

を交付しています。

（２）専門教育プログラム

専門教育プログラムは、モデルカリキュラム

（応用基礎レベル）に合致するよう設計されてい

ます。モデルカリキュラム（応用基礎レベル）で

は、データサイエンスおよびデータエンジニアリ

ングの基本的な概念と手法、応用例を学ぶことで、

データから意味を抽出し、現場にフィードバック

するための方法を理解するとされています。本学

では、文系理系を問わず多様な専門分野で必要と

される数理・データサイエンス・AIのスキルを身

に付けることで、自身の専門分野を強化できるよ

う、分野横断型の科目群（2022年度117科目）

が各学部から提供されています。これにより、履

修者のキャリアデザインや、社会が求める専門性

に合わせて、必要なスキルを選択的に修得するこ

とが可能です。

なお、学生が出口イメージを掴みやすいよう、

各科目を大きく３つの科目群：生命分野科目群・

数理分野科目群・社会分野科目群に区分しまし

た。また、各科目群は基礎コースから発展コース

に進む形式となっており、一般教育プログラムも

含めると、数理・データサイエンス・AIの基礎か

ら応用までシームレスに修得できる構成になって

います。

基礎コースは、一般教育プログラムを修了した

上で、基礎コース科目から６単位以上を修得する

ことが修了要件となっています。ただし、数理・

データサイエンス・AIを十分に修得した人材であ

ると認定する目的で、要件に参入できる単位の

GPに3.0以上という制約を設けています。

発展コースは、基礎コースを修了した上で、応

用コース科目から６単位以上を修得することが修

了要件となっています。要件に参入できる単位の

GPは同じく3.0以上としています。

（１）一般教育プログラム

一般教育プログラムは、前述のモデルカリキュ

ラム（リテラシーレベル）に該当します。その主

眼は、文系理系を問わずあらゆる専門に必要な数

理・データサイエンス・AIの基礎力を身につける

ことにあります。学部１年生を対象とし、全学教

育科目中の９科目を、このプログラムに充ててい

ます。中でも情報学Ⅰは必修科目であり、文系理

系すべての学生が、数理・データサイエンス・AI

教育に触れるように設計されています。

具体的には、主に統計や数理基礎を学ぶ科目と

して、線形代数学Ⅰ、 線形代数学Ⅱ、 入門線形

代数学、微分積分学Ⅰ、微分積分学Ⅱ、入門微

分積分学、 統計学を開講し、主にデータの取扱

いやアルゴリズムなどを学ぶ科目として情報学

Ⅰ、 情報学Ⅱを開講しています。前半の科目に

ついては、皆さんも様子がわかるかと思いますの

で、後半の科目について少し説明させて頂きま

す。

情報学Ⅰは、前述の通り１年生全員の必修科目

であり、文系と理系の多様な学生が受講するため、

数理・データサイエンス・AIに関する非常に基礎

的な内容を基本としています。前半部分では、情

報倫理・情報セキュリティ等、情報社会に関わる

基礎知識から、マークアップ言語や表計算ソフト

を用いた問題解決例を学びます。後半部分は、数

理・データサイエンス・AIの代表的なツールであ

るPythonについて学びます。基礎的な内容とはい

え、特に文系は初めて取り組む学生も多いと思わ

れます。そのため、Pythonプログラミング演習の

進捗状況をリアルタイムにチェックするシステム

を導入しました。これについては、後ほど説明し

ます。一方、理解度の高い学生には、少し高度な

演習課題も用意し、レベルに応じて学習できるよ

う工夫されています。

情報学Ⅱは、情報科学の基礎となるハードウェ

ア・ソフトウェアおよびネットワークのしくみを

学ぶとともに、数理・データサイエンス・AIが社

会問題解決に役立った実例を学ぶ内容になってい

ます。特に後半の社会実装に関しては、地方自治

体や産業界から講師を招いて、学生に最新の活用

例を紹介して頂いています。詳細な技術内容は理

解できなくても、数理・データサイエンス・AIが

社会の問題解決に必要不可欠であることを１年生
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（３）実践教育プログラム

モデルカリキュラム（応用基礎レベル）では、

課題解決型学習を効果的に取り入れることが推奨

されています。本学の実践教育プログラムは、主

に卒業研究に取り組む学生を対象に、数理・デー

タサイエンス・AIを専門とする教員が個別指導を

行う課題解決型学習です。全学を対象とした希望

調査とエントリー審査を経て、選抜された受講生

と教員とのマッチングを行い、学生の研究テーマ

に合わせたオーダーメイド型プログラムとなって

います（図２参照）。学生の専門性に数理・デー

タサイエンス・AIを掛け合わせることで、専門分

野と数理・データサイエンス・AIのダブルメジャ

ーを促進できると考えています。

たスキルを養成することを目的としています。学

部生向け専門教育プログラムと同様に、三つの科

目群：生命分野科目群・数理分野科目群・社会分

野科目群に分かれ、37科目が提供されています。

もう一つのDS応用科目は、数理・データサイ

エンス・AIの社会問題解決の際に必要となる社会

展開力やコミュニケーション力の基礎を養成する

ことを目的とし、プロジェクトマネジメント特論

や科学技術コミュニケーション特論、科学技術政

策特論などで構成されています。

どちらの科目もエントリーの必要はありませ

ん。それぞれ４単位以上の修得で修了となります。

希望者には修了証が発行されます。

（２）データサイエンス実践力養成プログラム

このプログラムは、企業や地方公共団体から提

供される課題、あるいは修士論文研究等をテーマ

にしたPBL（Project Based Learning）演習を行い、

実社会で解決すべき課題を体験するとともに、社

会問題解決に向けた数理・データサイエンス・AI

実践力を育成することを目的としています。これ

に加えて、プレゼンテーションに関する指導も行

い、研究成果を社会に展開するための発想力や、

専門分野が異なる研究開発者や市民に伝えるため

のコミュニケーション力の養成も行っています。

このような企業・地方公共団体連携型PBLを修

了した優秀な学生の中から、企業や地方公共団体

との共同研究に参画する学生が現れることを期待

しています。そして、できるだけ共同研究機会を

設けてシームレスに人材育成を進めたいという目

的から、産学連携型人材育成プログラムも用意さ

れています。これについては、「５．」で説明いた

します。

４．学生の学びサポート
前述の一般教育プログラムは、基本的に文系理

系問わず１年生全員が履修する情報学Ⅰを必修科

目としています。１学年約2,600名がPythonプロ

グラミング演習を効果的かつ効率的に学べるよ

う、MOOC（Massive Open Online Course）とし

て北海道大学数理・データサイエンス教育プラッ

トフォーム（MDSプラットフォーム）を整備し

ました。

MDSプラットフォームは他のシステムとの認

図２　課題解決型学習

３．大学院教育プログラム
「AI戦略2019」において、大学・高専の最終

的な目標は数理・データサイエンス・AIのエキス

パート人材を輩出することです。学部教育からエ

キスパート人材育成へシームレスに展開するため

に、大学院生向けの教育プログラムも構築しまし

た。学部教育プログラムの専門教育プログラムと

実践教育プログラムの同様の構成となっていま

す。以下ではそれぞれについて簡単に説明します。

（１）データサイエンス基礎力養成プログラム

このプログラムは、文系理系を問わず、多様な

専門分野で必要とされる数理・データサイエン

ス・AIスキルを大学院で学び、自身の専門を強化

することを目的としています。提供科目は目的に

合わせて大きく二つの科目群に分かれています。

専門教育科目は、各分野においてデータサイエ

ンスのスキルを養成する科目群であり、個々のキ

ャリアデザインや、社会が求める専門性に合わせ
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教育コンテンツの整備という観点では、放送大

学におけるモデルカリキュラムに準拠した講義科

目中、リテラシーレベルに該当する「データサイ

エンス基礎から応用」に２コマの講義を提供して

います。さらに、放送大学との共同研究により、

全47番組の動画向け英語字幕を開発し、前述の

MDSプラットフォームで公開しています。また、

写真１　Pythonプログラミング演習教室の例

ここで特に紹介したいのが履修状況の分析ツー

ルです。文系から理系まで広い範囲に亘る学生が

受講するため、演習の進捗状況に個人差が大きい

ことが予想されました。大きく遅れをとってしま

った学生は教員の手厚いサポートが必要です。一

方、多数の学生が受講している状況では、その様

子から進捗状況を把握することは非常に困難で

す。そこで、学生の習熟度を評価・分析可能な

「履修データ分析ツール」を独自に開発しました

（図３参照）。これにより、教員は全ての受講学生

図３　履修データ分析ツールのイメージ

図４　Hokudai Mathematics WeBWorK

証連携機能や利用者管理機能等を有しており、後

述するように他機関からの利用も可能です。この

プラットフォームで提供しているPythonプログラ

ミング演習は、情報学Ⅰの講義でも使用されてお

り、文系理系問わず、Pythonに初めて触れる学生

の導入学習に活用されています（写真１）。

の進捗状況や理解度をリアルタイムに把握するこ

とが可能となり、学生毎にきめ細やかな指導を行

えるようになりました。

もう一つのMOOCとして、一般教育プログラム

に含まれている線形代数学や微分積分学などの数

理基礎科目の教育支援システムであるHokudai

Mathematics WeBWorK [6]を整備しました（図４

参照）。いつでもオンラインで学べる数学ドリル

により、復習や予習などの独習を広くサポートし

ています。



27JUCE Journal 2022年度 No.2

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

Pythonプログラミング演習だけでなく、2021年

度にはRプログラミング演習も導入されました。

リテラシーレベルのモデルカリキュラム「基礎」

に対応する「原理がわかる信号処理」（共立出版）

も出版しています。

最後に紹介するのが、学生への個別サポートプ

ログラムです。教員が学生からの質問や相談に応

じるラーニング・サポートを実施しています。

MDSセンター内に設置されているラーニングコ

モンズ（写真２）での対面相談に加え、オンライ

ン会議ツールoViceを活用した仮想ラーニングコ

モンズでの相談も行っています。Pythonプログラ

ミング演習などやMDSセンターで実施した「数

理・データサイエンス・AIセミナー」に関する質

問だけでなく、自分の研究にPythonを活用する方

法や、AIに関する話題など、データサイエンスに

広く関わる質問・疑問を解決するお手伝いをして

います。

ることができました。また、後述するように、北

海道という広い範囲に点在する大学・高専などか

らも、容易に受講できたことから、これらのシス

テムが、距離や各種制限によらず効果的な教育支

援を達成したことは大きな成果といえます。

なお、成績分析などの教学IRを担う運営組織で

ある総合IR室と連携し、プログラミング能力と語

学科目との成績の相関について、数値エビデンス

で分析する体制を構築しており、運営組織と教育

の現場のシームレスな接続を、国内でも先進的に

実現しています。

最後に、数理・データサイエンス教育強化拠点

コンソーシアム内データベース分科会の令和３年

度までの成果の一つとして、実データが27個公

開されています[7]。数理・データサイエンス・AI

の実社会応用の入り口として、ご利用頂ければ幸

いです。

５．地域連携・産業界連携
本学は、数理・データサイエンス教育強化拠点

コンソーシアムの拠点校の一つです。東北ブロッ

クの代表校が選定されるまでは、北海道・東北ブ

ロックの代表校として、89校にMDSプラットフ

ォーム上Pythonプログラミング演習を提供しまし

た。

特に北海道内の大学や高専に対しては、北海道

データサイエンスネットワークを設立・運営し、

参画機関にデータサイエンス教育のノウハウのみ

ならず、MDSプラットフォームと教育コンテン

ツを提供して、各機関のデータサイエンス教育実

施を支援しています。

前述のMOOCや仮想ラーニングコモンズなど、

オンラインシステムを整備したことにより、コロ

ナ禍の中でも学生の学びを止めることなく実施す

写真２　ラーニングコモンズの様子

図５　仮想ラーニングコモンズ

図６　北海道データサイエンスネットワーク
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くの人材を社会に輩出することが求められていま

す。今後、学生の学びやすい環境をさらに整える

ことで、数理・データサイエンス・AIの重要性を

理解し、一般教育プログラムから専門教育プログ

ラムやその先へと進む学生を今後ますます輩出す

ることが最も重要であるといえます。

本学の教育プログラムは開始されてから４年目

を迎えました。少しずつ進化をしているとはいえ、

学内においても、また、他大学との連携において

も、まだ把握しきれていないニーズがあると思い

ます。2022年度からは拠点コンソーシアムの体

制が変わり数理・データサイエンス・AI教育強化

拠点コンソーシアムとなりました。拠点校・特定

分野校・連携校も着実に増加しています。本学に

とって、このコンソーシアムでさらなる教材・プ

ログラムの充実を図ることはもちろんのこと、興

味を持たれている大学・高専への宣伝や、隠れた

ニーズの把握など、取り組むべき課題は多いと思

います。数理・データサイエンス・AI教育強化拠

点コンソーシアムの拠点校として、また、北海道

ブロックの代表校として、今後も数理・データサ

イエンス・AI教育の充実に努めます。

参考文献および関連URL
[1] 令和３年度「数理・データサイエンス・AI教育

プログラム」の認定・選定について

https://www.mext.go.jp/content/20210804-

mxt_senmon01-000016191_2.pdf

[2] 令和４年度「数理・データサイエンス・AI教育

プログラム」の認定・選定について

https://www.mext.go.jp/content/20220824-

mxt_senmon01-000188414.pdf

[3] 数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コン

ソーシアム

http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/index.html

[4] モデルカリキュラム（リテラシーレベル）

http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/model_literacy.html

[5] モデルカリキュラム（応用基礎レベル）

http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/model_ouyoukiso.html

[6] Hokudai Mathematics WeBWorK 

https://webwork.sci.hokudai.ac.jp

[7] 教育用データ提供システム

https://data.mdsc.hokudai.ac.jp

また、産学連携型人材育成基盤「北大モデル」

による人材養成プログラムの一つに、「データ関

連人材育成プログラム（D-DRIVE）」が採択され

ています。これにより形成された産学コンソーシ

アムで実施された共同研究では、博士課程学生が

リサーチアシスタントとして雇用されながら実社

会での課題解決に数理・データサイエンス・AIを

応用するという実践的スキルの修得が行われてい

ます。このような仕組みは、モデルカリキュラム

に基づいた教育プログラムを修了した学生の出口

の一つになっており、導入から実践までシームレ

スな教育・育成環境が整っています。

「AI戦略2019」で重要視されている社会実装

の課題解決を学ぶ上で、このようなコンソーシア

ムは重要な役割を果たしています。本学の教育プ

ログラムは企業や地方自治体からも高く評価さ

れ、札幌市・ニトリ・本学の連携協定に基づき、

令和元年８月にデータサイエンス教育研究に関連

する寄附講座「ニトリみらい社会デザイン講座」

が設置されました。令和３年３月にはニトリ、本

学、札幌市、北海道の４者協定が締結されている

など、地域連携・産業界連携にも積極的に取り組

み、また、順調に発展しています。

企業人材の学び直しやリスキリングも、数理・

データサイエンス・AI教育の大きな役割の一つと

考えています。企業が求める数理・データサイエ

ンス・AIに関するスキルセットを整理して、研修

コンテンツを設計し、MDSプラットフォームを

利用したオンライン研修も行っています。

６．終わりに
以上、本学における数理・データサイエンス・

AI教育について簡単に説明いたしました。筆者は

令和４年４月から数理・データサイエンス教育・

研究センターの一員となりましたので、先人たち

の成果をできるだけ記載したつもりです。不十分

な点がありましたら、どうぞご容赦ください。

昨年度の認定教育プログラム（リテラシーレベ

ル）プラス認定に引き続き、認定教育プログラム

（応用基礎レベル）プラス認定を受けたことは、

本学の教育プログラムや関連する取組みが高く評

価されたと素直に喜ばしく思います。ただし、こ

れらの認定プログラムは教育の質を担保するだけ

でなく、「AI戦略2019」で目標とされる極めて多

https://www.mext.go.jp/content/20210804-mxt_senmon01-000016191_2.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20220824-mxt_senmon01-000188414.pdf


してして、主にに「情報処理演習 からなる」からなる 群授業科目群

をを設定しし、令和４ 降令和４年度以降入学のの学生からはからは、全

員がが 該当該プログラムプログラムをを履履修できるようにしましできるようにしまし

た。さらにた。さらに、一部のの学部ではでは、「選択 を」を扱うう科

目としてとして「情報科学 も」も用意してして、 熟習熟度のの高いい

学生にに、自らのらの専門 域専門領域とのかかわりをとのかかわりを踏踏まえなまえな

がらよりがらより高度なな知知識やや技術をを修得できるようにしできるようにし

ています。ています。

告本報告では まずでは、まず、本学MDASHのの取組みのみの概概

要としてとして、MDASHのの 象対象学生、授業科目のの 成構成、

授業でで扱うう学修テーマテーマについてについて紹介します。します。次にに、

MDASHのの特色となっているとなっている「学生どうしのどうしの学びび

あい とあい」と「内製化したしたAIのの活用 による」による学修教育

支援についてについて、授業内容とと合合わせながらわせながら、具体的

にに紹介します。します。

２．MDASHの概要
本学MDASHはは、薬 歯 看薬学部、歯学部、看護福祉学

心部、心理科学部、リハビリテーションリハビリテーション科学部、医

療技術学部のの 系医療系６学部のすべてにおいてのすべてにおいて開講

をしています。をしています。学生総数はは約3 ,000名でありであり、

2 22021年度ににMDASHのの履 象履修対象者となったとなった初初年次

学生はは 7約700名でした。でした。

次ページページ表１にはには、MDASHをを 成構成するする授業科

目をを提示しました。ここでしました。ここで、〇〇がが付記されたされた授業

科目でで、コアコア学修項目であるである「導入」、「基礎」、

「心心得 を」を修得します。またします。また、〇〇がが付記されたされた授

業科目のの背背景色はは白白色になっていますが これはになっていますが、これは、

須必須科目であることをであることを示しておりしており、全てのての学部でで、

MDASHののコアコア学修項目をを 須必須科目でで修得できるできる

ようにしています。ようにしています。

一方、一部のの学部では ※がでは、※が付記されたされた授業科

目がありますが ここではがありますが、ここでは、MDASHのの「選択」

をを修得できるようにしています。またできるようにしています。また、背背景色がが
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１．はじめに
北海 下北海道医療大学（以下、本学）におけるにおける数理デデ

ータサイエンスータサイエンスAI教育プログラムプログラム（ 下以下、MDASH）

のの取組みについてみについて 告報告します。します。本学MDASHはは文

部科学省MDASHリテラシーレベルリテラシーレベルにに認認定されされ、

さらにさらに、MDASHリテラシーレベルプラスリテラシーレベルプラスにもにも選

定されました。そのされました。その特色はは「学生どうしのどうしの学びあびあ

い とい」と「内製化したしたAIのの活用 です。このような」です。このような

MDASHにに本学がが取りり組んだんだ背背景には かねてよには、かねてよ

りり実施しているしている教育支援システムシステムのの内製化ととICT

をを活用したした学びあいのびあいの取組みにあります。みにあります。

教育支援システムシステムについてについて、本学ではでは、独独自のの

法教育手法ををICTによりにより具現化することをすることを目的としとし

て 5て、15 上年以上にわたりにわたり教育支援システムシステムをを独独自

にに開発（内製化）してきました。してきました。最近ではでは、教育

支援システムシステムににAI 機能解析機能をを拡充拡充しながらしながら教育

DX（デジタルトランスフォーメーションデジタルトランスフォーメーション）をを進

めています。めています。

ICTをを活用したした学びあいについてもびあいについても、情報リテリテ

ラシーラシー教育においてにおいて、Googleドキュメントドキュメントをを利用

したしたオンライングループワークオンライングループワークややGoogleフォームフォーム

をを利用したした学生どうしのどうしのアンケートアンケート調査（同僚間

アンケートアンケート[1]）などのなどの授業方略をを取りり入れれ、一定

のの教育効果をあげてきました。をあげてきました。

このようなこのような中 政中、政府からからAI戦 2 9戦略2019[22]がが発表ささ

れるとともにれるとともに、 等大学等におけるにおける情報リテラシーリテラシー教

育にに対してしてMDASHへのへの転換転換がが求められめられ、

MDASHにに関するするスキルセットスキルセットとと 標学修目標もも策策定

されましたされました [3]。。MDASHには ４つのには、４つの学修項目がが

あり そのうちの つあり、そのうちの３つ（「導入」、「基礎」、「心心得」）

ががコアコア学修項目とされ もう つのとされ、もう１つの「選択 は」は学

生のの 歴学修歴やや 熟 合習熟度合いい等等にに応応じてじて設定されるされる項

目とされました。とされました。

本学MDASHではでは、コアコア学修項目をを扱うう科目とと

北海道医療大学の数理・データサイエンス・AI教育　
取組みの概要

北海道医療大学　
教授 二瓶　裕之

西牧　可織北海道医療大学　
講師

((左左からから二瓶、西牧）
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限られていますがられていますが、授業スライドスライドなどのなどの教材をを共

通化したりしたり、クラウドアプリケーションクラウドアプリケーションをを活用しし

ててレポートレポートやや授業コメントコメントなどをなどを 括一括でで管管理したした

りすることで これらのりすることで、これらの授業科目をを実施していましていま

す。なおす。なお、MDASHでで使用しているしている授業スライドスライド

などはなどは、本学DX推進計画にしたがってにしたがって、DX推進

計画サイトサイトにに公公開しています。しています。

図１にはには、コアコア学修項目をを扱うう授業科目のの例とと

してして、看看護福祉学部でで開講しているしている「情報処理演

習 の」の学修テーマテーマととMDASHののコアコア学修項目とのとの

応対応をまとめました。をまとめました。「情報処理演習 には」には、５

つのつの学修テーマテーマがありがあり、例えばえば、「数理データサデータサ

イエンスイエンスAI は」は、モデルカリキュラムモデルカリキュラムのの表とと線線にに

よりより結ばれたばれた「社会でで生きているきている変化、データデータ・

AI利活用のの 動向最新動向 と」と「データデータ・AI利活用のたのた

めのめの技術、データデータ・AI利活用のの 場現場 の」の学修内容

にに相相当していることをしていることを示しています。しています。

灰灰色になっているになっている授業科目はは、選択科目であるこであるこ

とをとを示しています。しています。

２表２は 2 22は、2022年度のの 期前期とと 期後期におけるにおける

MDASHにに関わるわる授業科目のの開講時限です。ここです。ここ

でで、リハビリテーションリハビリテーション科学部「基礎統計学」とと

歯歯学部「医療情報処理演習」は２は２ 連時限連続ののクオクオ

ーターーター制制でで実施しています。またしています。また、薬薬学部「文章

指導」とと「情報科学 ならびに」ならびに、医療技術学部

「医療情報処理演習」とと「情報科学 は」は３ 連時限連

続でで開講し 5し、15週週のうちののうちの５週週をを使ってって実施をを

しています。しています。

図１　「情報処理演習」であつかう学修テーマ

次ページページ表３にはには、「選択 を」を扱うう授業科目のの

例としてとして、同じくじく、看看護福祉学部でで開講しているしている

「情報科学 の」の学修テーマテーマをを提示しました。しました。「情報

科学 では」では、「選択 での」での学修項目となっているとなっている

プログラミングプログラミング 機械基礎、機械学習、自然言語処理なな

どをどを学べるようにべるように設計しています。しています。

表１　MDASHを構成する授業科目

〇がコア学修項目（「導入」、「基礎」、「心得」）、※が「選択」を扱う（灰色は選択科目）

これらのこれらの授業科目をを二瓶とと西牧の２の２ 制名体制でで担

当をしていますをしています（「文章指導 については」については担当教

員10名ですがですが、MDASHにに関わるわるテーマテーマについてについて

はは二瓶とと西牧でで担当しています 。しています）。担当教員数はは

表２　MDASHに関わる授業科目の開講時限

（　）内は学部名の冒頭文字
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３．MDASHの特色：
学生どうしの学びあい

（１）オンライングループ

MDASHのの特色として まずはとして、まずは、「学生どうしのどうしの

学びあい についてびあい」について紹介します。します。「学生どうしのどうしの

学びあい としてびあい」として取りり入れているれている授業方略の つの１つ

がが、オンライングループワークオンライングループワークです。です。オンラインオンライン

グループワークグループワークではでは、複複数ののユーザーユーザーがが同時にに書書

きき込みできるみできるオンラインドキュメントオンラインドキュメントであるである

Googleドキュメントドキュメントをを使います。います。オンライングルオンライングル

ープワークープワークででグループグループになったになった学生は つのは、１つの

Googleドキュメントファイルドキュメントファイルをを共有します。します。

Googleドキュメントドキュメントにはには、定められためられたテーマテーマにに沿沿

ってって、 ２図２のようにのように学生がが自身のの意見をを書書きき込みみ

ますがますが、同時にに、他他者のの意見がが書書きき込まれるまれる様子様子

ももリアルタイムリアルタイムにに見ることができます。ることができます。

がらがら、社会でで起起きているきている変化ややAI最新技術のの活用

例についてについて講義をします。をします。

続く２く２回目のの授業ではでは、 野医療分野におけるにおけるAI活

用についてについて、学生一人ひとりがひとりが情報検索をします。をします。

しかししかし、 野医療分野におけるにおけるAIのの活用事例についてについて

もも、インターネットインターネットにはには、膨膨大なな量のの情報がが公公開

されています。そのためされています。そのため、一人のの学生がが調査できでき

るる情報量にはには限りがあります。りがあります。

そこでそこで、各各自ががインターネットインターネットでで検索したした情報

ををグループグループ内でで共有することをすることを目的としてとして、オンオン

ライングループライングループをを実施しています。これによりしています。これにより、

グループグループのの学生一人ひとりがひとりが異なるなる着眼着眼点でで調査

したした結果がが共有されされ、一人ではでは検索しきれなかっしきれなかっ

たた量のの情報やや、一人ではでは気気づくことができなかっづくことができなかっ

たた観観点からのからの情報をを把把握できるようにしています。できるようにしています。

様同様にに、図１にに示したした学修テーマ データテーマ「データ分析」

でもでも、オンライングループワークオンライングループワークをを取りり入れていれてい

ます。ます。「データデータ分析 では ７」では、７回目のの授業でで総務

局省統計局「統計ダッシュボードダッシュボード」[44]をを使いながらいながら

データデータ分析のの 法手法をを学ぶとともにぶとともに、データデータ分析をを

通してして今今までまで気気づかなかったようなづかなかったような広広くく社会にに起起

きているきている 象現象やや課題をを見つけるようにします。つけるようにします。

続く８く８回目のの授業でで、自身がが発見したした問題やや課

題についてについて、オンライングループワークオンライングループワークをを実施しし

ます。ここでもます。ここでも、グループグループ内でのでの情報共有をを主なな

目的としていますがとしていますが、問題やや課題をを発

見するのがするのが難難しいしい学生にとってはにとっては、他他

者のの意見をを 掛手掛かりにしてかりにして自分のの考考ええ

をを発することができるようになるなどすることができるようになるなど、

想発想のきっかけのきっかけ作りとしてもりとしても実施してして

います。います。

（２）同僚間アンケート

「学生どうしのどうしの学びあいびあい」をを取りり入

れるためのもう つのれるためのもう１つの授業方略がが同僚

間アンケートアンケートです。です。同僚間アンケートアンケート

ではでは、Googleフォームフォームをを利用してして、定

められためられたテーマテーマにしたがってにしたがって、クラスクラス

のの学生にに対してしてアンケートアンケート調査をを行いい、

そのその結果をを分析してして、データデータのの読読みみ取りをりを行いまいま

す。す。

同僚間アンケートアンケートをを取りり入れているのは まずれているのは、まず、

学修テーマ データテーマ「データ処理、データデータ集計、データデータ分

析」です。このです。このテーマテーマについてはについては、10回目のの授

業でで、スプレッドシートスプレッドシートをを使ってってデータデータののフィルフィル

図２　Googleドキュメントへの書き込みイメージ

表３　「情報科学」であつかう学修テーマ

オンライングループワークオンライングループワークは まずは、まず、図１にに示

したした学修テーマテーマ「数理データサイエンスデータサイエンスAI」でで取

りり入れています。れています。「数理データサイエンスデータサイエンスAI で」で

はは、授業のの初初回にに、 閣内閣府「Society 55.0」などなど

Society 55.0ややAIにに関するするWebサイトサイトをを教材としなとしな
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るようになることです。るようになることです。例えばえば、図３にようににように

「迷惑迷惑メールメールをを週週にに何 受信何通程度受信していますかしていますか」

などのなどの情報セキュリティーセキュリティーについてのについての 態実態調査をを

行い そのい、その結果からから、インターネットインターネットをを安安全にに使

うためのうための最適なな 策方策をを多面多面的なな視点からから 想発想できでき

るようにしています。るようにしています。

４．MDASHの特色：内製化したAIの活用
（１）授業支援としての活用

次にに、「内製化したしたAIのの活用 による」による学修教育

支援についてについて紹介します。します。 在現在、内製化したしたAIとと

してして、最もも頻繁頻繁にに使用しているしているシステムシステムがが自然言

語処理にに関するするシステムシステムです。その つがです。その１つが、講義

ノートノート可視化システムシステムです。ここではです。ここでは、pythonのの

自然言語ライブラリライブラリであるであるnlplotをを使っておりっており、

AIというよりもというよりも、テキストマイニングテキストマイニングのの範疇範疇にあにあ

るるシステムシステムです。このです。このシステムシステムではでは、講義ノートノート

ををテキストマイニングテキストマイニングしてしてサンバーストチャートサンバーストチャート

ややワードクラウドワードクラウドなどをなどを作ることでることで、講義ノートノート

のの可視化をを図っています。っています。

講義ノートノート可視化システムシステムをを利用しているのしているの

がが、「数理データサイエンスデータサイエンスAI や」や「情報セキュセキュ

リティーリティー を」をテーマテーマとしたとした授業です。ここではです。ここでは、

グループワークグループワークのの前にに、30分間程度のの事前講義

をしています。そこでをしています。そこで、講義のの内容についてのについての理

解をを深めるためにめるために、講義をを聞聞きながらきながらメモメモをを取りり、

講義後ににメモメモをもとにをもとにGoogleフォームフォームからからノートノート

4 8（400〜800 字文字程度）をを提出してもらっていましてもらっていま

す。さらにす。さらに、講義のの 憶記憶がが定かなうちにかなうちに即時にに、

講義ノートノート可視化システムシステムによりにより講義ノートノートののフフ

ィードバックィードバックをしています。をしています。

次ページページのの ４図４はは、「数理データサイエンスデータサイエンスAI」

でで提出されたされた講義ノートノートにに対してして、講義ノートノート可

視化システムシステムでで作ったったサンバーストチャートサンバーストチャートのの例

です。です。例えばえば、サンバーストチャートサンバーストチャートかからはらは、講義

ノートノートには つのには３つのテーマ サンバーストチャートテーマ（サンバーストチャート

中央中央の０ ２ がの０〜２）が含含まれていて それぞれまれていて、それぞれ、

「Society 55.0〜Society 1.0」、「自然言語処理にに関

するするAI」、「ビッグデータビッグデータ が」がテーマテーマとなることがとなることが

読読みみ取れます。れます。

このようなこのような結果をを、学生ににリアルタイムリアルタイムにに提示

することですることで、例えばえば、自分のの講義ノートノートに つのに３つの

テーマテーマのの内容がが過 足過不足なくなく 載記載されていたのかされていたのか、

またまた、 切適切なな用語でで内容をまとめることができてをまとめることができて

いたのかなどをいたのかなどを 認確認できるようにしています。まできるようにしています。ま

タリングタリングややクロスクロス集計などのなどの基本的ななデータデータ処理

ととデータデータ集計ののスキルスキルをを修得します。さらにします。さらに、

Googleフォームフォームをを使ってってアンケートフォームアンケートフォームをを作

ったりったり、アンケートアンケート結果ををダウンロードダウンロードしてして複複数

項目間ででクロスクロス集計したりするしたりするスキルスキルをを修得しましま

す。す。

続くく11回目のの授業でで、同僚間アンケートアンケートをを実

施しています。ここではしています。ここでは、「コロナコロナ禍禍におけるにおける大

学生活 といった」といったテーマテーマにに従従ってって、クラスクラスのの学生

にに対してして学生自身ががアンケートアンケート調査をを行います。います。

主なな目的はは、 験実体験をを通してして、データデータ分析にに問わわ

れるれるスキルスキルをを学ぶことです。ぶことです。例えばえば、データデータのの種種

類やや種 値 字 単種別（数値、文字、単位など をなど）を明確にしなにしな

がらがら質問項目をを設定しなければしなければ正確ななデータデータ分析

ができないこと またができないこと、また、学生間のの生きたきたデータデータ、

つまりつまり、実データデータであるからこそであるからこそ生じるじるデータデータのの

ばらつきやばらつきや誤差誤差のの扱いをしなければならないこといをしなければならないこと

などです。などです。

最後のの学修テーマテーマ「情報セキュリティーセキュリティー」でもでも、

同僚間アンケートアンケートをを実施しています。このしています。このテーマテーマ

ではでは、13回目のの授業でで、 国民総務省「国民のためのため情

報セキュリティサイトセキュリティサイト」[55]をを教材としてとして、悪意ああ

るる 搾情報搾取、データデータ改改ざんざん、 漏洩情報漏洩などによるなどによる

セキュリティーセキュリティー 故事故のの調査、ならびにならびに、インターインター

ネットネットをを安安全にに使うためのうためのスキルスキルについてについて講義をを

します。します。

同僚間アンケートアンケートは 4は14回目のの授業でで実施しましま

す。ここではす。ここでは、「インターネットインターネットをを安安全にに使うたうた

めにはどうしたらよいのか？ といっためにはどうしたらよいのか？」といった課題にしにし

たがってたがってアンケートアンケート調査をを 士学生同士でで行います。います。

主なな目的はは、 態実態調査にに基づいたづいた 決課題解決ができができ

図３　同僚間アンケートの例
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たた、教員にとってもにとっても、講義のの内容がが学生へへ、

どのようにどのように伝伝わったのかをわったのかを 認確認できるできる効果

もあります。もあります。

同じくじく自然言語処理にに関するするシステムシステムとと

してして、正答類似度提示システムシステムもも利用してして

います。ここではいます。ここでは、自然言語ライブラリライブラリでで

あるある doc22vecなどをなどを使っていますがっていますが、

doc22vecははニューラルネットワークモデルニューラルネットワークモデル

のの一つとなっています。このつとなっています。このシステムシステムではでは、

過過去にに提出されたされた要約のの文章ををシステムシステムにに

学習させてさせてdoc22vecモデルモデルをを作り このり、このモモ

デルデルをを使ってって正答とのとの類似度をを推測しましま

す。す。

正答類似度提示システムシステムをを利用しているのがしているのが、

文章指導をを学修テーマテーマとしてとして扱うう授業科目です。です。

このこの授業ではでは、例えばえば、文章のの要約などのなどの課題がが

ありますがありますが、学生にはには、要約のの要領（コツコツ）をを

徐々徐々にに伝伝えながらえながら、同じじ要約のの課題をを繰繰りり返返しし提

出してもらっています。このようにしてしてもらっています。このようにして課題をを提

出するたびにするたびに、正答類似度のの提示システムシステムによりにより、

学生一人ひとりにひとりに正答とのとの類似度をを即時にに提示しし

ています。ています。

図５は 2 22は、2022年度にに実施したした要約のの課題にに対

するする学生のの正答類似度のの分布です。これはです。これは、同じじ

要約のの課題をを３回（#1〜#3）提出してもらったしてもらった

結果になります。になります。初初回（#1）のの提出からから３回目

（#3）のの提出にに至至るる結果からから、学生がが要約のの要領

をつかむにつれてをつかむにつれて、正答類似度がが高まっているこまっているこ

とがわかります。このようにとがわかります。このように、正答類似度のの結果

をを学生一人ひとりにひとりに即時ににフィードバックフィードバックするこするこ

とでとで、徐々徐々にに要約のの要領をつかめていることををつかめていることを実

感できるようにしています。できるようにしています。

図４　サンバーストチャート
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義ノートノート可視化システムシステムやや正答類似度提示システシステ

ムムです。これらのです。これらのシステムシステムによりにより、講義ノートノートをを

可視化したしたグラフグラフやや正答類似度をを学生へへフィードフィード

バックバックしています。しています。内製化したしたAIのの活用ポイントポイント

はは 性即時性です。です。講義ノートノートののフィードバックフィードバックやや正

答とのとの類似度（得点）はは、AIをを利用しなくともしなくとも学

生へへ提示できますができますが、AIをを活用することですることで、授業

のの中中ででリアルタイムリアルタイムにに学生へへフィードバックフィードバックできでき

るようになりるようになり、学びのびの実感をよりをより身近にに得られるられる

ようにしています。ようにしています。

またまた、内製化したしたAIをを教育支援のみならずのみならず学修

教材としてもとしても活用するといったするといった内製化AIのの新しいしい

活用モデルモデルもも 築構築しているところです。しているところです。

在現在もも、本学ののDX推進計画にに沿沿ってってAIのの内製

化もも進めており いまめており、いま特にに力をを入れているのがれているのが、

説 能説明可能ななAI（XAI: eXplainable AI）によるによる個別最

適化教育です。です。深層学習によるによる 判断予測・判断ははAIのの鍵鍵

となるとなる技術ですが これをですが、これを、個別最適化教育へへ繋繋

げるためには どのようなげるためには、どのような 由理由やや根拠根拠にに基づいてづいて、

AIがが 判断予測・判断をしたのかををしたのかを説説明できることができることが重重

要になってきます。そこでになってきます。そこで、AIををXAIへとへと転換転換しし

てて 判断予測・判断のの 由理由やや根拠根拠をを明確にすることでにすることで、

学生一人ひとりにひとりに個別最適化したした学修計画がよりがより

具体的、かつかつ、高いい信頼性信頼性をを持ってって提示されるもされるも

のとのと考考えます。えます。XAIについてのについての成成果などについてなどについて

もも、今 引今後、引きき続きき 告報告できるようにしていきたできるようにしていきた

いといと考考えております。えております。
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（２）学修教材としての活用

「内製化したしたAIのの活用」によるによる学修教育支援にに

ついては さらについては、さらに、「内製化したしたAIをを教育支援のの

みならずみならず学修教材としてもとしても活用する といったする」といった新

しいしい 法活用方法もも 築構築しています。このしています。この取組みをみを実

践践しているのがしているのが、「選択 を」を扱うう授業科目においにおい

てです。てです。例えばえば、表３にに示したした「情報科学 では」では、

機械機械学習やや自然言語処理をを学修テーマテーマとしていまとしていま

すが ここではすが、ここでは、「講義ノートノート可視化システムシステム」

やや「正答類似度提示システムシステム の」のプログラムプログラムをを学

修教材としてとして使用しています。しています。

例えばえば、「講義ノートノート可視化システムシステム で」で使っっ

ているているサンバーストチャートサンバーストチャートをを描描画するためにするために

はは、ストップワードストップワード、 小頻最小頻出数、ノードノード数などなど

のの幾幾つかのつかのパラメータパラメータをを設定するする必要がありまがありま

す。そこです。そこで、サンバーストチャートサンバーストチャートののプログラムプログラム

をを学修教材としてとして学生へへ提示してして、パラメータパラメータをを

変えることでえることで、サンバーストチャートサンバーストチャートのの結果がどがど

のようにのように変わるのかをわるのかを 覚視覚的にとらえながらにとらえながら、自

然言語処理のの仕仕組みをみを学べるようにしています。べるようにしています。

またまた、「正答類似度提示システムシステム にも」にも、深層

学習特有ののハイパーパラメータ エポックハイパーパラメータ（エポック数ややババ

ッチサイズッチサイズなど をなど）を含含めてめて、様々様々ななパラメータパラメータをを

設定するする必要があります。そこでがあります。そこで、深層学習をを用

いたいた予測プログラムプログラムをを学修教材としてとして学生へへ提示

してして、ハイパーパラメータハイパーパラメータをを変えることでえることで 精予測精

度がどのようにがどのように変わるのかをわるのかを実感しながらしながら、深層

学習のの仕仕組みをみを学べるようにしています。べるようにしています。

教育支援システムシステムにに使っているっている深層学習ややAIのの

プログラムプログラムをを学修教材にに落落としとし込むことでむことで、学生

はは、AIのの動動きをきを身近にに感じながら そのじながら、その技術もも学

べるようにするなどべるようにするなど学修効果のの向上向上をを図っていまっていま

す。す。

５．むすび
本学MDASHのの特色であるである「学生どうしのどうしの学びび

あい とあい」と「内製化したしたAIのの活用 について」について紹介しし

ました。ました。「学生どうしのどうしの学びあい をびあい」を取りり入れるれる

学修方略としてとして、オンライングループオンライングループとと同僚間アア

ンケートンケートをを紹介しましたが これによりしましたが、これにより、自分一

人ではでは気気づくことができなかったづくことができなかった意見やや 想発想にに触触

れることができたりれることができたり、 士学生同士からから取得できるできる実

データデータをもとにしたをもとにしたデータデータ分析などができたりすなどができたりす

るようにしています。るようにしています。

「内製化したしたAIのの活用 として」として紹介したのがしたのが講

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00001.htm


タサイエンス科目の全学必修化を検討し2020年

度から数理・データサイエンス科目３単位を全学

必修にしました。また、全学副専攻プログラム

「数理・データサイエンス教育プログラム」を開

始しました[1]。以下では、これらの取組みの概要

を紹介します。

２．数理・データサイエンス・AI教育の
運営体制
本学では数理・データサイエンス・AI教育を全

学体制のもとで実施しています。図１に原稿執筆

時点での運営体制を示します。教育改革組織であ

る国際未来教育基幹に「データサイエンス教育実

施本部」を設置し、全学的な数理・データサイエ

ンス・AI教育の舵取りをしています。
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１．はじめに
本学は首都圏にある国立大学で、国際教養学部、

文学部、法政経学部、教育学部、理学部、工学部、

園芸学部、医学部、薬学部、看護学部の10学部

と大学院等から構成されています。学部学生の入

学定員は学年あたり2,317名です。メインキャン

パスである西千葉キャンパス（写真１）は東京駅

から電車で45分という便利な場所にあります。

これに加えて、亥鼻キャンパス（医学部、薬学部、

看護学部）、松戸キャンパス（園芸学部）、柏の葉

キャンパス、墨田キャンパスがあります。

千葉大学の数理・データサイエンス・AI教育
取組みの概要

松元　亮治千葉大学大学院理学研究院教授
データサイエンス教育実施本部副本部長

図１　本学における数理・データサイエンス・
AI教育の運営体制

本学では1994年度に教養部廃止と並行して全

学生を対象とする情報処理教育の実施体制、演習

設備を整備し、情報リテラシー教育を実施してき

ました。その実績を踏まえて2018年度に文部科

学省「大学における数理・データサイエンス教育

の全国展開」に「高大接続・学部・大学院に至る

まで一貫した数理・データサイエンス教育とスマ

ートラーニングによる全国・海外展開を含めた

『千葉大学モデル』の構築」事業を申請し、協力

校に選定されました。これを受けて、数理・デー

写真１　本学西千葉キャンパス

数理・データサイエンス科目の運営は様々な部

局の約50名の常勤教員によって構成される「数

理・データサイエンス教員集団」が担っています。

この集団により、共通教材の開発、時間割作成、

担当教員FD等が行われています。

協力校事業の当初計画にあった「スマートラー

ニング」については、新型コロナ感染拡大に伴い、

オンデマンド教材作成等が一気に進み、2020年

５月から開始された授業で活用されています。オ

ンライン授業やハイフレックス授業はスマートラ
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４．数理・データサイエンス科目（基礎）
の内容
従来から実施されていた情報リテラシー科目を

引き継ぐ科目で、全学共通カリキュラムによる講

義パート（９－10週）と学部・学科の特性に応
じた計算機を用いた演習パート（５－６週）から
構成されます。講義パートは、リテラシーレベル

モデルカリキュラムの「導入」、「心得」、「基礎」

をカバーする以下の内容となっています。

（１）情報活用社会の到来

様々な機器がコンピュータネットワークを通し

て結ばれ、商品の購入情報、個人の位置情報など

が瞬時に共有される情報社会の現状について学び

ます。また、取得されたデータを処理することに

よって、問題を解決したり、判断を行う材料とな

る情報が得られることを具体的な事例を通して理

解させます。計算機の処理能力の向上によって、

膨大なデータから有用な知見を得ることが可能に

なったことを示し、データを活用することによっ

て成立する社会の到来が個人の生活とも密接に結

びついていることを学びます。

（２）データと情報の表現

データには数値データ、文字データ、画像・映

像データや音声データなどがあること、これらを

計算機を用いて処理したり、情報ネットワークを

通して送受信するためにデータがビット列として

表現されることを学びます。２進数を用いた数値

データの表現、文字コード、アナログ情報のデジ

タル化、画像のデジタル表現と情報圧縮について

理解させます。遺伝情報を担うDNAの塩基配列

データが活用されている事例、身近な情報表現で

あるバーコードやQRコードについても学びます。

（３）計算機と情報ネットワークの仕組み

計算機のハードウェアとソフトウェアの基礎を

学びます。フォンノイマン型計算機の仕組み、主

記憶装置と中央処理装置、問題を解決する手順で

あるアルゴリズムと、それを計算機向きに表現し

たプログラムについて講義します。また、情報社

会の基盤となっているインターネットと、その上

で利用できるサービスについて解説し、パケット

交換、IPアドレス等を理解させます。

ーニングセンターの支援のもとでMoodleと

Google Workspace 等を用いて実施されています。

3．数理・データサイエンス科目の位置
づけ
本学の学士課程のカリキュラムを図２に示しま

す。数理・データサイエンス科目は普遍教育科目

の学術発展科目群に位置づけられています。なお、

本学では教養教育のことを「普遍教育」と呼び、

全学教育センターによって運営されます。

数理・データサイエンス科目には「基礎」と

「展開」の科目があります。数理・データサイエ

ンス科目（基礎）は、数理・データサイエンス・

AIモデルカリキュラムのリテラシーレベルをカバ

ーする２単位（90分×15回）の科目で、学部・

学科別のクラス編成で実施されています。数理・

データサイエンス科目（展開）は、統計基礎、プ

ログラミング、実データ解析など数理・データサ

イエンス・AIモデルカリキュラムの応用基礎レベ

ルまで含めた科目群で、学生は自分に合った科目

を選択できます。１科目（１単位）必修となって

います。

数理・データサイエンス科目３単位（基礎２単

位、展開１単位）を必修とする教育プログラムは、

2021年度に文部科学省「数理・データサイエン

ス・AI教育プログラム認定制度」の「数理・デー

タサイエンス・AI教育プログラム　リテラシーレ

ベル（MDASH-Literacy）」に認定され、独自の

工夫・特色を有する教育プログラムとして「数

理・データサイエンス・AI教育プログラム　リテ

ラシーレベルプラス（MDASH-Literacy+）」にも

選定されました。

図２　本学の学士課程のカリキュラム
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（４）情報・データ倫理とセキュリティ

コンピュータウイルスなどのマルウェアやフィ

ッシングメール等による被害、情報漏洩等の事例

を紹介し、これらの情報セキュリティ上の脅威へ

の対策について解説します。また、公開鍵暗号や

電子署名など、セキュアな通信や個人認証の方法

を理解させます。個人情報の保護に関する法律、

EU一般データ保護規則、知的財産権とその保護

についても講義します。データを扱う上での不正

事項として、捏造、改ざん、盗用等があることを

示し、レポート等を作成する際の参考文献の引用

方法等についても学びます。

以上の各項目について本学で作成したオンライ

ンテキストと動画教材が用意されており、

Moodleを用いた視聴管理ができるようになって

います。また、理解度を確認するための問題バン

クが利用可能で、小テストなどに活用されていま

す。独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公

開している情報セキュリティに関する動画、情報

処理技術者試験の過去問なども活用されていま

す。

演習パートではデータ解析方法と解析結果の可

視化について、計算機演習を行います。データの

平均値や分散・標準偏差の計算方法、実験・観測

データに含まれる誤差の扱い、標本の抽出方法、

クロス集計などについて解説し、データの分布を

ヒストグラムとして表現したり、データ間の関係

を散布図として表現する演習を行います。学部・

学科に応じて、表計算ソフトを用いて演習を行う

クラスと、Python言語を用いたデータ解析を行う

クラスがあります。実データを用いた演習を通し

てデータを読み解く能力を高め、不適切に作成さ

れたグラフや数字に騙されないデータリテラシー

を養います。

演習クラスは原則として対象とする学生が所属

する学部・学科の専任教員が担当しています。１

クラスの学生数は40名－105名です。2022年度

には31クラスが開講されています。演習設備と

しては総合校舎に100－105台の教育用端末を設
置した演習室（写真２）が３室、統合情報センタ

ーにも演習室があります。新型コロナ感染拡大に

伴い、演習は対面型の授業と学生所有のPCを用

いたオンデマンド方式を併用しています。なお、

本学はマイクロソフト社との包括契約を結んでお

り、学生は自宅からOffice365を利用できます。

Python言語の演習にはGoogle Colaboratoryを利用

しています。

５．数理・データサイエンス科目（展開）
の内容
数理・データサイエンス科目（展開）はリテラ

シーレベルモデルカリキュラムの「選択」と応用

基礎レベルの内容を扱う科目で、2022年度には

データサイエンスA（６クラス）、データサイエ

ンスB（８クラス）、データサイエンスC（３クラ

ス）、データサイエンスD（１クラス）に加え、

「野球観戦に活きるデータ科学」、「Rによるアン

ケート調査の集計」、「中級データサイエンス」、

「応用データ処理技術」等、合計26クラスが開講

されています。各クラスの定員は50－130名、内
容は以下の通りです。

（１）データサイエンスA

データ解析のための基本的な数理を学ぶ科目で

す。高等学校で数学Ⅲを履修していることを前提

としない科目ですので、理工系以外の学生も履修

することができます。最初に、１変量データの要

約として、標本平均、標本中央値、標本分散、偏

差値について学び、ヒストグラムや箱ひげ図につ

いて解説します。次に、２変量データの要約とし

て標本共分散、標本相関係数、散布図を学び、最

小２乗法による直線回帰について解説します。後

半では確率分布と統計的推定を扱います。２項分

布、正規分布などの基本的な確率分布を理解させ、

母集団と標本、正規母集団の平均の区間推定（信

頼区間）を学びます。

（２）データサイエンスB

データ解析やプログラミングに関心のある学生

向きの科目です。データからの情報抽出とグラフ

による可視化、データ間の関係を表す共分散、相写真２　総合校舎に設置された情報処理演習室
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（５）野球観戦に活きるデータ科学

野球データを利用して、基礎的な統計知識を実

践的に学習することで、統計学への理解をより深

めることを目的とします。打率や防御率などの伝

統的な指標から、セイバーメトリクスと称される

近年生まれた指標も紹介します。それらの有用性

を相関分析などで検証する作業を通して、データ

の扱い方や各種検定方法を学習します。また、複

数の指標を用いて重回帰式を作成して、戦術や戦

略面での有効性（未来予測）について考えていき

ます。データ収集方法の学習や、スタジアムで観

戦しながら試合予測をする実地調査も実施します。

（６）Rによるアンケート調査の集計

Rを用いて、アンケート調査の集計に取組みま

す。これを通してRに慣れ親しむとともに、Rで

の基本的なデータ処理や統計処理について学習し

ます。より具体的には、大学で行われている学生

調査などを対象に、Rを用いて集計を行うことで、

調査集計についての考え方とデータの前処理（デ

ータハンドリング）や、データの可視化、レポー

ト生成の技術について扱います。

（７）中級データサイエンス

統計・検定について講義します。データサイエ

ンスAとは異なり、高等学校において数学Ⅲを履

修していることを履修要件とします。また、プロ

グラミングの演習も行います。

（８）応用データ処理技術

音声、画像・映像、主観的データなどのデータ

の扱い方を学ぶ科目です。具体的には、連続信号

のデジタル化の原理と手法、メディアごとに異な

るデータ表現や特徴抽出手法、教師なし学習と教

師あり学習、主観的データの取得方法や分析手法、

仮説検定などを扱います。プログラミングには

Pythonを用い、Google Colaboratoryを用いて各種

プログラムを作成することを通じて中級レベルの

スキルを習得します。

以上の科目の共通教材として、本学においてデ

ータサイエンスを活用した研究を実施中の研究者

による研究紹介動画を作成しました。一部は次ペ

ージ図４のように公開されています。

（３）データサイエンスC

情報科学の入門的な講義を行います。確率を用

いて情報を定量化する方法と情報エントロピーに

ついて解説した後、通信路を通して伝えることが

できる情報の大きさを求める方法について議論し

ます。条件付き確率やベイズの定理、マルコフ過

程など機械学習の基礎となる概念も扱います。情

報圧縮、公開鍵暗号などについても解説します。

（４）データサイエンスD

コンピュータサイエンスの入門的な講義を行い

ます。基本的な論理演算ができる部品を組み合わ

せることによって、計算や記憶が可能になること

を示した後、電子計算機の仕組みについて解説し

ます。具体的なプログラミング言語としてアセン

ブリ言語とPythonをとりあげ、これらを用いて基

本的な手順（アルゴリズム）を表現する方法を学

びます。ニューラルネットワークを用いた深層学

習等、計算機の新たな可能性についても述べます。

図３　データサイエンスBの講義内容例
https://mds.chiba-u.jp/files/pamphlet/coll/

関係数の算出、最小２乗法による回帰直線などに

ついて学びます。プログラミング演習はPythonま

たはR（RStudio）を用いて行い、オープンデータ

の解析・可視化などの課題に取り組みます。後半

には発展課題として機械学習によるデータの分類

（クラスタリング）等を取り上げ、ニューラルネ

ットワークを用いた深層学習についても解説しま

す。講義内容の例が図３の小冊子にまとめられて

います。
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６．数理・データサイエンス副専攻の設置
本学では、2020年度からの入学生を対象とし

て、全学副専攻プログラム「数理・データサイエ

ンス教育プログラム」を開始しました。このプロ

グラムは「国際日本学」、「ローカル・イノベーシ

ョン学」につづく３番目の副専攻プログラムです。

数理・データサイエンス副専攻プログラムは、

数理・データサイエンスに関する基礎的な教養を

ベースに、各学部における専門的な数理・データ

サイエンスを極めることにより、数理・データサ

イエンスに係る知識を活用し、社会の問題を解決

できる人材を育成することを目的にしています

（図５）。
します。この副専攻プログラムを履修するには、

定められた期間中に履修登録を行い、計画的に履

修を進めます。

修了証書を取得するには数理・データサイエン

ス科目（基礎、展開）３単位に加えて、数理・デ

ータサイエンス科目または教養展開科目「データ

を科学する」から１－３単位、共通専門基礎科目
の微積分学、線形代数学、統計学、合計12単位、

専門教育科目における指定科目から12－14単位
を修得する必要があります。履修証明書を取得す

るのに必要な普遍教育科目の単位数は修了証書と

同じですが、数学は微積分学、線形代数学、統計

学６単位、専門教育科目の指定科目は８－10単
位が要件となっています。理学部・工学部の学生

は修了証書のみ取得可能です。

教養展開科目「データを科学する」には、情報

図４　データサイエンスを活用した研究紹介動画
https://mds.chiba-u.jp/materials.html

図５　全学副専攻プログラム「数理・データサイエンス
教育プログラム」の目的

表１　「数理・データサイエンス教育プログラム」の取
得要件表

「数理・データサイエンス教育プログラム」で

は、表１に示す取得要件に定められた所定の単位

を修得することにより、「修了証書（30単位）」

または「履修証明書（20単位）」を卒業時に発行
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創出する未来リーディング人財育成　ASCENT

Program」を実施中です [3]。このプログラムでは

高校生を対象として科学技術の基礎力に加えデー

タサイエンスの素養を身につけ、大学の環境を生

かして研究を行う機会を提供しています。選抜の

上、受講している高校生は約40名です。

９．産業界との連携
大学生向けの数理・データサイエンス・AI教育

教材について、ベネッセ・コーポレーションとの

共同研究協定のもとに、教材内容、LMS等につい

て検討しました。また、2020年度には開発され

た教材を数理・データサイエンス科目（展開）の

授業で試用し、補助教材としての有用性等を検証

しました。さらに、アドビ社と提携して「デジタ

ルクリエイティブ基礎」というデータの可視化を

中心とする科目を創造性や問題解決能力を涵養す

る教養教育科目として共同実施しています。これ

に加え、帝国データバンクの協力のもと、カリキ

ュラムの体系性・実践性についての検証を進めて

います。

10．今後の展開
本学の数理・データサイエンス・AI教育の概要

について紹介しました。今後は、全学生を対象と

するプログラムと数理・データサイエンス・AIの

エキスパートを育成するプログラムの間をつなぐ

プログラムを加えることを予定しています。また、

運営体制についても見直しを進めています。

本学では医学研究院に治療学人工知能（AI）セ

ンターが設置される等、数理・データサイエン

ス・AIを活用した研究が大きく進展しつつありま

す。研究と教育を両輪として、高大接続、リテラ

シーレベルから大学院における研究者・高度技術

者育成まで一貫した数理・データサイエンス・AI

人材育成を進めていく計画です。

関連URL
[1] 千葉大学数理・データサイエンス教育プログラム

https://mds.chiba-u.jp/

[2] 千葉大学大学院共通教育

https://www.cphe.chiba-u.jp/graduate-common/

[3] JSTグローバルサイエンスキャンパス「Society

5 .0を創出する未来リーディング人財育成

ASCENT Program」

https://gsc.e.chiba-u.jp/program/

セキュリティ（入門、実践）、地球環境とリモー

トセンシング、デジタルクリエイティブ基礎など

の科目があります。専門教育科目の指定科目には、

すべての学部の学生が履修できる全学共通科目

（データ解析基礎論、知能システム入門、計算物

理学、緑地環境情報学など28科目）と所属学部

の学生のみが履修できる科目（国際教養学部　６

科目、文学部　33科目、法政経学部　15科目、

教育学部　２科目、理学部　27科目、工学部

57科目、園芸学部　９科目、医学部　２科目、

薬学部　１科目、看護学部　４科目）があります。

７．大学院共通教育科目
本学では大学院生に対して、①自律的・自立

的・組織的に研究を行うにあたって基盤となる資

質・能力、②社会経済の各分野において指導的役

割を果たすとともに、国際的にも活躍できる高度

な専門的能力、③自身の専門的知識・技能・経験

を他者にわかりやすく伝え、他者や組織の成長を

促す能力を高めることを目的として、大学院共通

教育科目を開講しています[2]。

2022年度には、数理・データサイエンス・AI

関連の共通スキル科目として「データサイエン

ス」、「データ科学プログラミング」、「機械学習実

践」、「デジタル・ヒューマニティーズ入門」が全

学の大学院生を対象として開講されています。

「データサイエンス」ではRを用いたデータ解析、

「データ科学プログラミング」ではPythonを用い

たデータ解析、「機械学習実践」では深層学習を

中心とする機械学習の講義と演習、「デジタル・

ヒューマニティーズ入門」では人文社会科学系の

学問分野におけるデータサイエンスの応用として

のデジタル・ヒューマニティーズに関する研究動

向を、特に海外での先進的な事例を中心に学ぶこ

とを目的としています。

８．高大接続事業
本学は1998年度から、高校２年生から大学に

飛び入学することを可能にした「先進科学プログ

ラム」を実施してきました。情報工学コースでは

日本情報オリンピックの予選に出場していること

が受験資格になっています。

2020年度からは科学技術振興機構（JST）グロ

ーバルサイエンスキャンパス事業「Society 5.0を



本協会では、令和５年度における文部科学省概算要求に向けて、私立大学団体連合会に協力を要請すると

ともに、文部科学省私学助成課に以下の要望を行いました。

教育改革実現のための情報化関係補助金予算の要望
公益社団法人私立大学情報教育協会

「教育未来創造会議」の第１次提言では、イノベーションに向けた文理横断による総合知の創出を図るための教

育の推進、デジタル技術を駆使したハイブリッド型教育への転換が掲げられています。

文部科学省においても、2040年のグランドデザインの実現に向け、デジタル環境を大胆に取り入れることにより、

学修者本位の教育実現への取組みと、ポストコロナ時代の学びの質の向上を目指した対面と遠隔を組み合わせた新

しい学びの創出の実現に向け、その成果の普及を図る支援を展開されており、大学教育のDXが浸透しつつありま

す。

このような中で、様々な分野で答えの定まらない課題に問題の本質を捉える訓練が国・社会から要請されていま

す。授業価値を最大化するためには、限られた教室での学びから、時間・場所の制約を受けない仮想空間で、国内

外の大学生や企業、地域社会の有識者とオープンに意見交流・議論する課題探求型学修の実現が不可欠で、その普

及・充実が急がれており、国の補助事業による財政支援が喫緊の課題となっています。

本協会でこの度実施した教育改革実現のための情報環境整備調査によれば、｢アクティブ・ラーニング、PBLによ

る問題発見・解決型授業の充実」、「反転授業やｅラーニングによる知識の定着・活用」、「分野を横断した学びの実

現」などの達成度が５割程度と遅れており、ICTを活用した取組みが焦眉の課題となっています。

ついては、私立大学・短期大学の教育革新に向けた強い意欲を受けとめていただき、令和５年度政府予算概算要

求において、「教育基盤設備」、「ICT活用推進事業」の予算拡大に特段のご配慮をいただきますようお願い申し上げ

ます。

※ 補助事業別の補助希望額は下表の通りで、大学・短期大学834校の内、回答のあった情報環境整備を計画してい

る252校を集計した結果、2023年度（令和５年度）は85億円、2024年度は75億円、2025年度は65億円、2026年

度は46億円となっています。また、情報環境を整備することで目指す教育効果の達成度（回答校の中央値）は、①

遠隔授業システムを用いて学修機会の確保、学修内容の理解度向上が70％、②事前・事後学修の学修時間の増加と

知識定着・理解度向上が65％、③教員と学生間のコミュニケーションと主体的学修の促進が60％、④反転授業・ｅ

ラーニングの普及による知識・技能の定着が53％、⑤アクティブ・ラーニング、PBL、TBLを充実して課題探求力

の向上が50％、⑥双方向授業による学修意欲の向上が60％、⑦地域社会や産業界と連携した授業で課題解決力と実

践力の向上が50％、⑧グループ学修を通じて主体性・多様性・協働性の向上を図るが50％、⑨分野を横断した学び

を通じて、知識の組合せ、発想力・構想力の向上を図るが50％、⑩海外大学との遠隔授業などを通じてグローバル

化対応能力の向上を図るが50％と計画されており、４年度間に亘って教育効果の達成度を５割から８割を目指して

います。
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補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画の補助事業別集計

1
2023年度（令和５年度）文部科学省概算

要求に対する情報関係補助金予算の要望
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1. 私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
情報通信技術による教育改善の研究
①教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を策定し、学士力の実現に向けて30
分野※のICTを活用した教育改善モデルの提言を公表しています。必要に応じて改善モデル
の内容を見直し、教育目標・教育方法・評価等について更新しています。現在は、答えが
一つに定まらない問題に解を見出すことができるよう、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせ、新たな発想・構想を目指す分野横断フォーラム型のPBLモデルに
ついて、医療系分野・法政策系の分野で試行研究しています。

※英語、心理学、政治学、国際関係学、社会学、コミュニケーション関係学、経済学、経営学、社会福祉学、教育学、統
計学、数学、生物学、物理学、化学、機械工学、建築学、土木工学、経営工学、電気通信工学、栄養学、被服学、美術・
デザイン学、薬学、看護学

②問題発見・課題解決型教育等（PBL）の研究
ポストコロナ社会におけるアクティブ・ラーニングのニューノーマルな教育として、対

面による物理的空間の学びと、時間・場所の制約を受けない仮想空間の学びを組み合わせ
たハイブリッドな授業を如何にデザインし、学生に最良な問題発見・課題解決型教育等を
提供すべきか、学修者本位の教育の実現、学びの質を高めるハイブリッド教育の進め方とLMSなどの学修環境の機能強化、
PBLで獲得する思考力等の点検・評価・助言モデルを探求するため、多様な視点で考察する分野連携による対話集会（オン
ライン）を実施し、理解の共有と促進を図っています。

大学教育への提言

授業改善に対する教員の意識調査の公表
３年から５年間隔で加盟校の全専任教員を対象に、教育の質向

上を目指した教育改善に対する教員の受け止め方を把握し、課題
を整理提言し、大学、文部科学省、関係団体等に施策への反映を
呼びかけています。

平成28年度にアクティブ・ラーニング（AL）の教育効果を中心
に調査を実施し、平成29年度に「私立大学教員の授業改善白書」
としてネット上で公開しています。

また、令和３年12月にニューノーマルでの教育の対応を中心に調査を実施
し、令和４年５月に中間まとめを総会で発表後、11月に最終的にとりまとめ、「私立大学教員授業改善白書」を公表します。

私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、
望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推
進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、
平成23年４月１日に認定された新公益法人の団体です。

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団
体を母体に、コンピュータを導入した教育を振興・普及するため、国の財政援助の実現を事業の中心と
して創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会です。その後、平成４年に文部省から情報教育の振
興・充実を目的として社団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

本法人の構成は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人を正会員とし、本法人の事業を賛助する
ため法人又は団体による賛助会員を設けています。（正会員166法人、183大学、46短期大学、賛助会
員49 ［2022年９月１日現在］）

本法人の事業

不特定多数の利益増進を図る公益目的事業
※公益目的事業の成果は本協会のWebサイトから閲覧できます。

アクティブ・ラーニング（AL）の教育効果

2
公益社団法人私立大学情報教育協会とは
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2. 私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進

3. 私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
教育・学修機能の高度化に関する情報システムの紹介

平成24年度まではクラウド・コンピューティングを導入した情報システムの研
究を行い、平成25年度からは「学修ポートフォリオ」について、目的、役割、活
用方法、学生・教職員への理解の普及、学修ポートフォリオ情報の活用対策、ICT
を用いたｅポートフォリオの構築・運用に伴う留意点・課題を平成29年度に参考
指針としてとりまとめ公表し、ｅポートフォリオシステムの導入・整備・活用を
呼びかけています。

① 社会で求められる情報活用能力育成の研究と理解の促進
「Society5.0」の超スマート社会において、情報と情報通信技術を駆使して主体的に行動できる問題発見・解決思考の

枠組みを基盤とした情報活用能力の到達目標、教育・学修方法、学修成果の評価に関するガイドラインを公表しています。
とりわけ、政府としてデータサイエンス、AIの初級教育を全大学生に展開する方針が決められたことを受けて、データが
価値を持つデジタル社会の可能性と危険性を認識し、IoT、モデル化、シミュレーション、データサイエンス、AI、プロ
グラミング等を適切に活用する能力の教育を中心に再構築し、全国の大学関係教員がオープンに理解の共有と教育内容の
充実に向けた研究を深化できるよう「情報活用教育コンソーシアム」に教材、授業ガイドのビデオを掲載し、関係教員を
交えて理解の促進を図っています。

② 仮想空間を活用した教育のオープンイノベーションの研究
新しい価値の創造を目指すPBL授業の普及・推進方策の構想として、SDGs（持続可能な開発目標）の解決を目指した

共創活動の拠点をクラウド上に設け、３次元による仮想空間のメタバースや仮想現実（VR）を活用して学生・教員・企
業、民間の団体組織、地域社会等のイノベーションに意欲のある関係者が集い、新たな知を創造する｢SDGsサイバーフォ
ーラムコモンズ構想｣の実現可能性をとりまとめ、｢産学連携人材ニーズ交流会」に提示し、パイロットプランの方向性に
ついて探求しています。

③ データサイエンス・AI教育を支援する研究
本法人に「大学における数理・データサイエンス・AI教育支援プラットフォーム」を設けて、政府の取組み、大学モデ

ルカリキュラムの動向、政府が認定する教育プログラムの取組み事例、私立大学の教育実践例、シンガポールや米国の大
学などの取組み状況の情報を更新・掲載しています。また、また、リテラシーレベルの進め方について、関係教員の方々
と本分科会のプラットフォーム上で情報交流会やワークショップを行い、学生が意欲的に取組むような授業運営の工夫、
教材などについて研究し、理解の促進を図っています。

私情協ニュース
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産学連携人材ニーズ交流会全体討議

学生による社会スタディ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

私立大学情報環境白書

4. 大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
電子著作物等の利用推進

｢授業目的公衆送信補償金制度｣の徴収や分配の仕組みなどについて、必要に応じて文化庁及び授業目的公衆送信補償金等
管理協会に意見を発信します。とりわけ、教員個人への分配の仕組みなどについて課題を提示し、改善に向けて働きかけま
す。また、改正個人情報保護法の施行に伴う私立大学への影響等について、機関誌及びセミナーなどを通じて理解の促進を
働きかけます。

産学連携による教育支援の推進（オンライン）
①　産学連携人材ニーズ交流会

大学教員と産業界関係者による人材育成に関する意見交流の場として、SDGs（持続可能な開発目標）を掲げてイノ
ベーションに取組む企業から、大学教育に対する人材育成の期待・意見を聞き出し、教育改革の認識を共有します。そ
の上で、産学連携による新しい学びの創出モデルとして、クラウド上にSDGsの解決を目指す産学等による共創活動の
拠点（｢SDGsサイバーフォーラムコモンズ｣）構想について、仮想空間を活用した教育のオープンイノベーションに向
けた実現可能性・課題を探求します。

②　大学教員の企業現場研修
教員の教育力向上を支援するため､賛助会員の協力を得て、情報産業におけるDX（デジタルトランスフォーメーショ

ン）による改革の動向､人材育成の方針を紹介いただき、若手社員と大学教育に対する意見交換を行う中で､授業を振り
返る気づきの機会を提供します｡

③　学生による社会スタディ
学生がIoT、ビッグデータ、AI、ロボット等によるDXに興味・関心を抱き､イノベーションに関与する姿勢を醸成で

きるよう支援するため､国立・公立・私立の大学１・２年生を対象に、社会の有識者及び大学の学識者との意見交流､学
生同士による対話を通じて､早い段階からイノベーションに向けて主体的な学修行動につなげられるよう、気づきを支
援します。その成果を本法人で審査し、優れた取組みに「優秀証」を発行しています。

教育改革実現のための情報環境整備計画調査による財政支
援の提案

毎年、全国の私立大学を対象に情報環境に対する財政支援の計画を調査し、私
立大学における教育活動の質向上、地域社会・産業界との連携、グローバル人材
の育成に必要な情報環境の維持・充実に必要な財政支援を文部科学省等関係機関
に提案し、整備促進を働きかけます。

情報環境整備の自己点検・評価
４～６年間隔で加盟大学を対象に調査を行い、情報環境の整備実態及び利用状

況の自己点検・評価を解析し、「私立大学情報環境白書」をとりまとめ、情報環境
に対する取り組みの振り返りを通じて、改善に向けた対応策の理解促進を図りま
す。2018年12月に調査を実施し、2019年５月に白書をとりまとめネット上で公
開し、大学、文部科学省、関係団体等に理解を呼びかけています。

 

 

CD ROM

IICCTT  
LLMMSS  

LLMMSS  

 
6 5 2014

3 7 6
2

FD  

 
2018 140 26  

5 2
1

 

 
IICCTT  

IICCTT  
ICT 4 3

FD  

 

 
   

 
 
 

 
 

  
 

 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
大学教員の企業現場研修
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教員対象
・情報通信技術（ICT）を活用した優れた教育実践の評価と表彰

毎年８月下旬に全国の大学関係者を対象に「ICT利用による教育改善研究発表会」を文部
科学省の後援を受けて開催し、教育改善の実践事例として有用な研究発表を選定評価し、
表彰を通じて全国の大学に優れた教育改善の取組みとしてネット上で広く紹介しています。

・教育指導能力の向上を図るための情報通信技術（ICT）の研究講習
毎年２月下旬または３月上旬に私立大学の教員を対象に情報通信技術活用能力の習得を目指して「FDのための情報通信

技術研究講習会」をオンライン開催します。学修効果を高めるオンライン授業、不正防止対策、授業運営ツールの紹介、
LMSの使用方法、フォーラム型授業、データサイエンス・AI活用授業の進め方、著作権処理の対応等について、基礎的な理
解を深め実践できるよう、「全体会」と「ワークショップ」を設定し、その上で「全体討議」として参加者が希望するテー
マについて、自由に情報交流する場を設け、支援しています。

職員対象
・職員の業務改善能力を強化するための情報通信技術活用力（ICT）の研修

ICT活用能力の開発・強化を支援するため､私立大学の職員を対象に「大学職員情報化研究講習会」を11月にオンライン
開催し、情報提供及びDXに向けた実現構想のグループ討議を実施し、業務に直結する知識・理解の獲得と意見交換による
実践的な考察力の促進に努めています。情報提供の内容としては、例えば、ICT利活用の意義・好事例、DXに向けた学修
支援環境（LMS）の取組み、学修支援を最適化するAI活用等の取組み、オンラインによる就活支援対策、教学IRシステムの
整備と活用、働き方改革・業務改革に求められるRPA活用（ロボティック・プロセス・オートメーション） などを予定し
ています。

教員・職員対象
・教育改革のための情報通信技術活用（ICT）に伴う知識と戦略の普及

全国の大学を対象に毎年９月上旬に「私情協 教育イノベーション大会」をオンラインで実施します。教育改革に向けたDX、
学生支援改革に向けたDX、業務改革に向けたDXの観点から、先行して取組んでいる好事例の紹介及び意見交流を行います。
例えば、ハイブリッド型授業による教育改革、オンライン授業の成績評価と不正防止対策、国際通用性が求められる遠隔海
外連携授業、オンライン授業による学生のメンタルヘルスへの対応などについて、情報提供又は意見交流を行います。また
ICT利活用による授業改善の研究や学修成果可視化などの実践又は研究事例の発表、賛助会員と大学が連携したICTの教
育・学修環境等の導入事例の紹介などを通じて理解の促進普及に努めています。

・短期大学の教育力向上を図るための取組み等の連携及び戦略の探求
短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、複数の短期大学と自治体等が協働す

る地域貢献支援活動のコンソーシアムをネット上に形成し、教育を通じた「高齢者との交流促進・課題解決策の支援事業」、
「地域価値発見の支援事業」、「地域課題取組み情報共有の支援事業」のモデルを策定するため、私立の参加短期大学間で試行
し、支援事業のニーズや課題を共有して可能性を意見交流する「短期大学教育改革ICT戦略会議」をオンラインで実施し、理
解の促進に努めています。

・情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
学校法人及び大学が所有する情報研究資産、金融資料、マイナンバー等の情報資産を安全に管理・運用できるよう情報セ

キュリティ対策の危機管理能力の強化を推進するため、毎年10月に私立大学を対象に「大学情報セキュリティ研究講習会」
をオンラインで開催します。構成員全員がサイバー攻撃の脅威を再確認し、各自の防御行動、組織的な防御対策が進展する
よう、大学での対策事例、ベンチマークリストを用いた自己点検・評価・改善、DXに向けたセキュリティの考え方などを
通じて、大学の対応力に沿った情報セキュリティ対策の考察力・実践力の獲得を目指します。また､政府や関連機関と連携
して情報セキュリティの関連情報を整理し、大学が抱える問題に活用できるようにするため、本法人のサイトに「情報セキ
ュリティ関連情報のプラットフォーム」を設け、情報発信に努めています。
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5. 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰

私情協ニュース
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機関誌「大学教育と情報」

6. この法人の事業に対する理解の普及
公益目的事業に対する理解の促進及び普及をはかるために、機関誌

「大学教育と情報」を年４回、全国の大学、政府、関係機関等向けに発
行しています。また、インターネット上で事業の経過及び成果を随時情
報公開するとともに、意見の収集を行い、事業の見直しなどに反映でき
るようにしています。さらに、公益目的事業について理解と協力を得る
ことを目的に､オンラインで全地域の大学・短期大学の関係者、賛助会
員に事業活動報告交流会を実施します。

私情協ニュース
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〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4階
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473　info@juce.jp 

高度情報化の推進・支援として
� ３年～５年程度の期間を目途に情報化投資額の費用

対効果の点検を本法人から受けることで、費用の有効
性※を洗い出し、教育の質的転換に向けた情報環境活用
対策の改善点を指摘し、大学ごとにフィードバックし
ます。

� 教育改革に求められるICTの活用、教育・学修支援、
財政援助の有効活用など、加盟校の要請に基づき個別
にキメ細かい相談・助言を提供しています。

� ICTを活用したアクティブ･ラーニング、ｅラーニン
グ専門人材の育成、IR等を支援する拠点校、クラウド
の活用等について支援する国立情報学研究所と必要に
応じて連携し事業の推進を支援するとともに日本とし
てのMOOC環境を整備するため、日本オープンオンラ
イン教育推進協議会（JMOOC)に対して助言等の支援
をします。

経営管理者等に対する情報通信技術（ICT）を活用した教育政策の理解普及として
� 加盟校の理事長、学長、役員、学部長、学科長（短期大学）等本人による「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」

を対面又はオンラインで開催します。これにより、教育改革とICTを結び付けた最新の戦略情報を得ることができます。

� 加盟校の事務局長、部・課長を対象とした「教育改革事務部門管理者会議」を対面又はオンラインで開催し、教学マ
ネジメント体制の構築に　ICTを活用する最新の情報を提供します。

� 本法人で実施した発表会、大会等の映像コンテンツ（令和３年度
109件、２年度97件、元年度152件）を希望に応じて配信します。コ
ンテンツは毎年度更新され、拡大していきます。

� 遠隔地の大学・短期大学でも会員の特典として毎年実施している
講演や研究発表の動画を閲覧できますので、教員・職員の職能開発
に活用できます。

� 映像コンテンツは有料ですが、２年前のコンテンツは１割、３年
前のコンテンツは無料となります。現在、元年度のコンテンツは申
込に応じて全て無料で配信しています。

ビデオ・オンデマンド配信

公益社団法人　私立大学情報教育協会

※情報化投資額の有効性評価リスト

会員を対象としたその他の事業

教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンドの配信

私情協ニュース
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３月予定

月　日 会議名 配信会場および実施方法

本協会加盟校の特典

① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ
を視聴できます。 

②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる
授業改善の動向を把握できます。 

③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け
会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。

④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関
する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表
時のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。 

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。 

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。 

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 配信会場および実施方法月　日

２月中旬予定
２月下旬予定

３月28日（火）

オンライン
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
オンライン
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

産学連携事業 [大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携人材ニーズ交流会
第36回臨時総会

3

私情協ニュース

令和４年度行事日程と加盟校の特典

令和４年予定

令和５年予定

11月30日（水） アルカディア市ヶ谷（オンライン）第35回臨時総会

11月15日（火）～16日（水） アルカディア市ヶ谷（オンライン）大学職員情報化研究講習会

１月21日（土） アルカディア市ヶ谷（オンライン）アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（栄養・医療系分野G）
２月上旬予定 オンライン産学連携事業 [学生による社会スタディ]

12月９日（金） アルカディア市ヶ谷（オンライン）事業活動報告交流会
12月17日（土） アルカディア市ヶ谷（オンライン）アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（文系・理系分野G）

10月28日（金）
９月６日（火）～８日（木）

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

教育改革事務部門管理者会議
私情協　教育イノベーション大会

11月予定 アルカディア市ヶ谷（オンライン）大学情報セキュリティ研究講習会
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4

私情協ニュース

公益社団法人 私立大学情報教育協会

2022年度 私情協 教育イノベーション大会

オンライン開催　開催要項
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令和３年度（2021年度）

分野連携アクテイブ・ラーニング対話集会の
結果報告

1

事業活動報告

2021年12月に２グループ、2022年１月に１グループの対話集会をオンラインで市ヶ谷の私学会館を配信
会場として実施した。出席者は、話題提供者、運営委員含、参加者全体で304名、内、参加者は157名でした。

※ 学修者本位の教育への転換、遠隔と対面を効果的に組み合わせたPBLの工夫と課題及び戦略

※　ネット上で多分野の知識を組み合わせ、知の創造を訓練する実験授業モデルの可能性

※　対面と遠隔を組み合わせたプラットフォーム作りと課題の整理

※　ビデオ試問による思考力等の点検・評価・助言モデル構想の具体的なイメージ確認と課題

対話集会の進め方は、３グループとも最初に話題提供として、遠隔授業の導入効果と課題、学修評価方法
の紹介、対面授業と遠隔授業を組み合わせたハイブリッド型授業、仮想空間と現実空間を組み合わせた授業
モデルの紹介、ICTを活用したアクティブ・ラーニング（PBL含む）の実施方法と効果・課題、又は授業モ
デルの提案についての取組み事例を以下の通り５〜６件報告し、その後で意見交流を行った。

意見交流は、以下のテーマについて、参加者によるアンケート結果を踏まえて、「確認すべき点」、「理解を共
有する点」、「論点の整理」の観点から行い、考え方の方向性について、挙手を求め賛同者の割合を報告した。

【社会福祉学・英語教育・法律学・社会学・教育学・統計学・情報教育・体育学・政治学・国際関係学・コミ
ュニケーション関係学グループ】

①　社会福祉学分野
「実習教育にICTを活用することで見えてきた効果と課題」～コロナ禍での社会福祉教育とアクティ
ブラーニング～

②　英語教育分野
「学修者相互評価のモバイルアプリを利用した英語プレゼンテーション授業の評価」

③　政治学分野
「政治学科における全演習の紹介と修学支援のオンライン化の取組み」

④　国際関係学分野
「オンラインで実施する国際協力に関する海外研修の可能性～学生本位による学びへの取組み」

⑤　教育学分野
「実技演習が不可欠な大学授業のオンライン実施の工夫とICT活用の可能性の取組み」

⑥　統計学分野
「実課題・実データによる反転授業の教材及び仮想空間を活用したPBL型授業の取組み」

【経営学・経済学・会計学・心理学・数学・機械工学・経営工学　建築学・電気通信工学・土木工学・物理
学・化学・生物学・被服学・美術デザイン学グループ】

①　会計分野
「遠隔で現場情報を集め、会計的視点から課題発見・解決策を考察するPBLモデルの提案」

②　経営工学分野
「対面と遠隔でグループワークの質向上を実現したPBL授業の取組み」

③　建築学分野
「ICTを活用した反転授業のオンライン化に伴う運営・評価・課題の取組み」

④　機械工学分野
「PBL授業におけるハイブリッド型授業の実践の取組み」

⑤　土木工学分野
「『持続可能な社会づくりに参画するための実践力（SD）』育成に重点を置いた全学PBLのねらいと、
遠隔による授業方法の取組み」

【栄養学・薬学・医学・歯学・看護学・リハビリテーション学グループ】
①　栄養学分野

「反転授業で興味・関心をリクエストし、学修意欲の向上を目指す遠隔講義の取組み」
②　薬学分野

「実務実習前後に実施したオンラインによる参加型学修の工夫、成果、課題の報告」
③　医学・歯学・薬学・看護学分野

「医療に必要なデータサイエンスのアクテイブラーニングモデルの提案」
④　医学・歯学・薬学・看護学・栄養学分野

「ICTを活用した医療系学部合同の生命倫理教育の取組み」
⑤　医学・歯学・薬学・看護学・栄養学・情報コミュニケーション学分野連携

「ICT活用による分野横断型実験授業の取組み」
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事業活動報告

以下に、３グループを通じた意見交流の主な点を掲げる。
①　学修者本位の教育への転換
アンケートによれば、７割〜９割程度が「シラバスや授業で『何を学び、身に付けることができるのか』
を明確にしている」、５割〜６割が「学修者同士による教え合い・学び合いを実施」、４割〜５割が「主体
性と学修意欲の向上をはかるため、社会課題等の解決に授業を連動している」、３割〜４割が「不安・悩
みを抱える学修者に相談・助言」、「ポートフォリオ等で達成度を把握し、個別に教育・学習を指導してい
る」は１割〜２割程度とかなり少ないことが確認された。
このことから個別最適への対応として、学生個々の達成度を学修ポートフォリオや小テストなどで測

定・分析し、フィードバックしていくことが大事と考える。また、TA・SAによる学生目線での学修支援
の助言、授業外でも学生同士による教え合い・学び合いによる協働的な学びが実現できるように学修管理
システムなどの工夫、留学生や障害学生に応じた遠隔授業による学修環境の整備、不安・悩みを抱える学
生へのきめ細かい相談・助言を大学として一体的に充実していく必要性が考えられることに、５割程度の
賛同があった。

②　遠隔と対面を効果的に組み合わせたPBLの工夫と課題及び戦略
②－１　遠隔授業の実施状況と学修評価の方法

アンケートによれば、講義ではオンデマンド型３割〜４割、リアルタイム型４割、ハイブリッド型２
割〜３割程度となっており、一方通行のオンデマンドよりも、双方向のリアルタイム型や対面を組み入
れたハイブリッド型で工夫している傾向が多い。なお、演習は７割〜８割がリアルタイム型、２割〜３
割がハイブリッド型であった。また、学修評価方法は、６割〜７割程度が小テストや課題提出としてい
る。持ち込みを含むオンラインの筆記試験、ルーブリックの活用、議論や口頭発表はそれぞれ１割程度
となっている。
このことから、客観性の担保が難しいために完全な不正行為の防止はできないが、不正を減らす方法

として、以下の方法があることに、６割〜７割が賛同した。

＊　知識の獲得を問う筆記試験の場合には、LMSを用いて試験問題を複数用意する、試験問題の提示順序をランダム

にする、一問ごとの解答時間を区切る、回答の選択肢をランダムにする。

＊　｢考える力｣を問う筆記試験の場合には、論述形式による筆記試験をZoomでパソコン画面のマイクを常時オンにし

て顔だけを写す方法、手書き解答の手元を写す方法、学生にスマホなどのカメラで自身の顔や手元やパソコン画面

を撮影させるなどの方法がある。カメラを準備できない学生には、大学が貸し出し、指定する教室での受験も可能

とするなどの事例もある。

＊　小テストや論述・レポートなどによる課題提出には、問題をランダムに出題する、手書きしたレポートをPDFに

して提出させる、小テストの回答時間を制限する、選択肢を並べ返すなどの方法がある。

＊　大学としてティーチングポートフォリオによる授業の振り返りを努力義務化する。エクセレンスな授業の取組み

に学内で表彰するなどの工夫が考えられる。

＊　新しい学びの創出に向けたハイブリッド授業の進展を後戻りさせないようにするため、オンライン授業と対面授

業とのバランスをどのように考えていくのか、授業価値の最大化に向けた見直しが必要になる。

＊　オンラインコンテンツの作成に伴う教員の負担を軽減するため、オンラインによる教員間での教材の共同開発や

Moocsの積極的な利用も考えられる。

＊　理解度把握のための課題提出増による学生負担の問題は、授業科目が多すぎる問題がある。集中して学修する時

間がないので、授業科目の統合・調整による工夫が必要で、教学執行部での検討が望まれる。

②－２　遠隔授業に対する課題
アンケートによれば、３グループとも｢レポートなどの課題が多い｣と｢友達と一緒に学べず寂しい｣が

４割、「質問等、相互のやりとりの機会がない・少ない」が３割、｢身体的な疲れを感じる｣が１割程度と
なっており、遠隔授業だけでは十分でないことがうかがえる。
特に、レポート等の課題提出は、遠隔授業に対して負担感をもたらしており、適切なフィードバック

を教員の方から行うことで、課題提出量を見直すことができる。このことから、学びの質をより高めて
いくには、対面授業を中心としながらも、遠隔授業の長所を組み入れたハイブリッドな授業を考えてい
く必要があるかと考えることに、５割〜６割の賛同があった。

②－３　ハイブリッド型授業に向けた課題
アンケートによれば、３グループとも、「遠隔と対面を組み合わせる授業の定着に向けた教育プログ

ラムの推進」（文系・社会／理工系７割、医療系４割）、｢学修支援システム等の学びのプラットフォー
ムの整備・充実」と「PBLの授業設計・方法、ICT活用スキルの支援組織の整備・強化」（文系３割、社
会／理工系・医療系４割）、｢学修支援に対する教員の意識啓発の働きかけとFDの強化｣（文系・社会／
理工系２割、医療系３割）を課題としていることを確認した。
その上で、本質的な課題は、｢教える」から「学びを支援する」に転換していく、教員自身が学修者

本位の授業に気づきを得ることが大事ではないか。例えば、次のような対応が必要になることに、６割
〜７割の賛同があった。
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③　多分野の知識を組み合わせ、知の創造を訓練する実験授業モデルの可能性
本協会では、SDGsなど答えが定まらない社会課題について、時間と場所に制約されない仮想空間の場

で、大学を超えて社会の有識者と意見交換し、知識の関連付けを繰り返す中で、新たな知の創造を体験す
る機会を提供することにより、問題の本質を見極める訓練ができることを目指して、医療系と法政策系の
実験授業を試行している。単位制の授業ではないが、学生が希望する学びに対して、学修者の可能性を最
大限に伸長できるよう、ICTを活用して限りなく学びの場を提供していく工夫が大学に求められているこ
とに、５割〜６割の賛同があった。

④　対面と遠隔を組み合わせたプラットフォーム作りと課題の整理
アンケートによれば、ベスト５は次の機能が必要であることを確認した。

「学修者同士による教え合い・学び合いのコミュニケーションの場」
「教材の掲示・配信、ビデオの収録・視聴、参考文献の紹介、関連情報へのアクセスの場」
「対面と遠隔を組み合わせた授業実施状況の情報のアーカイブス化と共有化」
「教員と学生、学生間、有識者等との意見交換・発表・評価の場」
「オンデマンド型・リアルタイム型・ハイブリッド型授業のガイダンスの場」
その上で、次のような対応が必要になることに、６割程度の賛同があった。

＊　学修状況を把握するプラットフォームとして、グループ学修でどの学生が主体的に発言しているかを把握・評価

できるようにする。自己学修の進捗状況をホワイトボーでモニタリングする。教員と学生、産学連携に必要なコミ

ュニケーションができるようBYODなどのモバイル対応や動画をデータベース化して視聴できるようにする。３次

元の仮想空間で自分の分身（アバター）と意見交流を可能にするメタバースなど、多様なコミュニケーション機能

を組み合わせたプラットフォームが必要になる。

＊　動画を如何に保存するか、保存期間の無制限設定を可能にするとか、Zoom録画、教室録画など場所やファイル

形式に左右されない収録ができるようにする。話した言葉を自動字幕などで編集し共有できるようにする。セキュ

リテイなど危険予知も一体的に実現できるクラウド型のプラットフォームが必要になる。

＊　ディプロマポリシーに対して、どれだけ学修が達成されているのかを把握できるよう、学修管理システム（LMS）

の機能が必要で、AIを用いて個々の学生の達成度を分析し、早期に問題となりそうな学生を見つけ出し、助言・指

導ができる機能が求められる。また、教員も授業の成果を振り返り、ティーチングポートフォリオの作成ができる

ようにするなどの機能も必要になる。

＊　FDの一環として、ハイブリッド型授業の実施状況をアーカイブス化して共有する。教員用、学生用のオンライ

ン授業に関するガイダンスを掲載し、質問を自動回答できるチャットボットなどを搭載したプラットフォームが必

要になる。

⑤　ビデオ試問による思考力等の点検・評価・助言モデル構想の具体的なイメージ確認と課題
社会の在り方そのものが大きく変化する超スマート社会（Soceity5.0）が進展しつつあり、様々な分野

で答えの定まらない課題に、最善の解を見出していく知の変革が求められている。
知識の伝達・獲得に比重がおかれた教育だけでは、本質を捉え洞察する力を訓練するには不十分で、客

観的な情報・データを根拠にして、論理的・批判的に捉え、課題発見・課題設定を通じて考察し、発想や
価値創造を訓練するプロブレム・ベースドラーニング、プロジェクト・ベースドラーニングの普及・充実
が急がれており、PBLによる思考力等の獲得が学生に極めて大事になってくると判断し、考える力の到達
状況を客観的に点検し、振り返りを通じて、学生自身が卒業までに身に付けることができるよう、外部者
の点検・評価と学内教員の助言による支援を行うための仕組みをモデル構想として提案した。

具体的には、「ビデオ諮問による思考力等の点検・評価・助言モデル構想の仕組み」、「ビデオ諮問コン
テンツの試作イメージ（経済学系分野、法学系分野、理工学系分野、栄養学系分野、医療系分野）」の紹
介、「思考力等の標準的な能力要素の到達度点検・評価・助言ルーブリック参照例」の紹介、｢ルーブリッ
クに基づく学生への助言フィードバックの作り方｣の紹介を通じて、理解の共有を求めたところ、５割程
度の賛同があった。

以上の意見交流の後、本事業の角田統括委員長より、次のような総括が行われた。

【総括】
コロナの影響で動画配信、学修マネジメントシステムなど、ICTを利用しないと教育あるいは学修が展開

できない状況にきている。こういった取組みが増えることで、学修データ、教育データが急増しており、次
のステップとしては、これらのデータを解析して、本来の目的である学修者本位、個別最適化の学修の実現
に向けて、教育現場にデータをフィードバックして活用し、さらに質の高い教育を行っていくことが次の目
標になるのかなと感じた。そういった事例も、次年度に紹介いただくことを期待する。
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分野横断フォーラム型授業の実験（医療系、法政策系）

2

学部・大学を越えてネット上で学生間及び学外有識者の知見に触れ、チームで多面的に学びを協働し、問

題発見・課題解決力を訓練する授業モデルの可能性を研究するため、本協会学系別FD/ICT活用研究委員会

内の「医療系フォーラム型実験小委員会」、「法政策等フォーラム型実験小委員会」にて研究を行った2021

年度の活動を以下に報告する。

２－1　医療系分野
実験授業は、問題解決力養成を目的に、医療・福祉・栄養・情報コミュニケーション６分野の学生２グル

ープでZoomによるテレビ会議、LINEでの意見交換を通じて、｢コロナ禍時代の持続可能な医療･健康生活を

考える｣をテーマに、９月から11月に５回、17時以降に行い、多分野の視点を取り入れながら問題解決に取

り組む授業デザイン、授業環境、授業運営等の研究を以下の通り進めた。

１．授業の実施内容
（１）授業の構成

１回のネット授業は90分とした。グループにファシリテータ２名の教員を配置し、参加学生はネット

上のディスカッションに関するマナーを事前に学び、ネット授業期間中は学生用ネット会議室を自由に利

用できるようにした。

（２）授業の概要

＜第１回＞　テーマの認識

国内外での主なコロナ禍の社会現象と対策を調べ、どのような関係性が見られるか個別に整理した結

果を共有した上で、チームとして意見交流し、問題の範囲を大まかに整理する。（考察の結果は、PBL

プラットフォームで共有する）

＜第２回＞　問題発見、問題整理

感染症対策として有効であったと思われる点、有効性が不明確な点、対策がとられていない点などを

個別に書き出し共有した上で、コロナ禍と共存していく上での本質的な問題は何かを議論する。その上

で、感染症対策等の有識者からの意見を踏まえて、問題発見を行う。（PBLプラットフォームで共有する）

＜第３回＞　課題の抽出・設定

コロナ禍で命を守る医療、生活を守る医療や健康を増進・強化する生活を実現していくために、それ

ぞれの分野で対応していくべき課題の抽出を個別に書き出し共有した上で、チーム内で課題の洗い出し

を行い、複数の課題を設定する。

事業活動報告
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（４）学生プロダクトの一部と成果

①　問題発見、問題整理の｢実体験を通じて興味がある社会問題（個人）」では、｢コロナ禍における障害

者雇用｣、｢新型インフルエンザ等対策特措置法と緊急事態宣言｣、｢SNSでのデマ横行」、「感染者数や、

ワクチンに対する報道の仕方」、「同調圧力」、「生活リズムの乱とメンタルヘルスへ及ぼす影響｣など

が話し合われ、グループでの｢コロナ禍で医療・健康生活を続ける上で重要な問題｣では、メディア、

心理、情報リテラシー、食、雇用などから幅広い問題を抽出した。

②　３回目の問題点の優先順位の決定、課題設定では、問題同士の関連図を作成⇒問の二次元展開図を

作成し、緊急度と重要度を考慮して対応する順番を決めた。

③　４回目の解決策の検討では、共通の課題「フレイルの予防に取り組む」について、予防策を考え・

実行することに、医学・歯学・栄養学・社会福祉学それぞれの視点を活かすこと、情報コミュニケー

ション学の学生が専門家に意見をうかがうとともに、それぞれの意見を総括し発信などを行った。

•
•
•

(PDF)

＜第４回＞　解決策の考察、構想とりまとめ

持続可能な生活を守る医療の在り方、健康生活を主体的に捉え維持・進展するための方策を個別に提

案させ、実現性の観点からチーム内で議論し、優先順位をつけて構想をとりまとめる。また、構想が進

んだ段階で、有識者、学生との意見交流を行い、助言を受ける。

＜第５回＞　構想レビュー、講評、振り返り

２チームが合流して解決策の構想を発表し、チーム全員でレビューを行うとともに､構想の内容につ

いて有識者から意見を求める。その結果を踏まえて学生一人ひとりから学修成果のポートフォリオを提

出させる。

（３）分野連携PBLのプラットフォーム

①　ICT学修支援システム

Googleドキュメント・スライド、Zoom、LINE、掲示板等で実施した。

②　学生用ガイド

学修の進め方・プロダクト作成・提出物と提出期限などを詳細に記述し、URLやQRコードからICT

学修支援システムにアクセス可能にし、クリックすると、該当する日の授業内容、ネット会議、教材

などを閲覧できるようにした。

事業活動報告
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２．実験授業の成果
【学生アンケートの結果】

（※アンケートで「とてもそう思う」と回答した割合）

①　今回のPBLによって、学修意欲が高まった：７割

②　他のループメンバーとのディスカッションで、問題への興味がさらに深まった：８割

③　他学部（科）学生とディスカッションをしたことは、自分にとってよい刺激だ：10割

④　今回のPBLを通じて、コミュニケーションの重要性が理解できた：９割

⑤　他学部（科）学生は、今の自分にない専門的な知識を所有していた：10割

⑥　他学部（科）学生と協力して、グループプロダクトを作成することができた：９割

⑦　今回のPBLが終了して、充実した気持ちである：10割

【学生アンケートに寄せられた声：一部抜粋】

①　この経験は新鮮で、自分の専門外のこともたくさん知れて知識の幅が広がった。

②　コロナというテーマで、こんなに視点が違うとは思わなかったが、各分野の視点を生かして解決策を

検討することはとても有意義だった。

③　他分野の学生に、相手を考えてどう伝えるかに苦労したが、有意義であった。

④　自分の立ち位置と相手を考え、医療から行動経済学なども学ぶよう考えを改めた。

⑤　２グループが相互に刺激を与え、相互に確認して授業ができたことは有効だった。

３．改善すべき点
①　お互いの専門性を理解し、異分野でかかわりあって考えることを目指したが、専門性を相互に説明・

理解するための工夫が不足していた。

②　情報コミュニケーションと医療系の学生が自発的に自分たちだけで集まって話し合う機会や場所の不

足、学生が打ち解ける時間（アイスブレイキングなど）の工夫が不足していた。

③　問題の抽出では、答えのわかりそうなものを選定する傾向があり､なぜこの問題を抽出したのかの論

理的な説明が不足している。　

④　多方面から解決にアプローチする力と知識が不足している。

【実験授業の目的】
コロナ禍社会でのSDGsを考える観点から、複数大学のゼミナールと有識者を交え｢健康と福祉｣の提案について解

決案を議論し、発表・講評を通じてフォーラム型授業の有効性・課題を研究する。

【テーマ】
｢日本の健康と福祉｣をテーマに持続可能な新しい人間社会の営みの在り方、共生を議論する。

【チームの構成】
＊　神奈川大学（中村チーム）・・２年生各５名で５チームの25名
＊　神奈川大学（井上チーム）・・２年生２名１チーム、３・４年生７名で２チームの９名
＊　京都産業大学（高嶌チーム）・３年生３名と４年生１名で１チームの４名
＊　チームの紹介：参加学生のハンドル名を掲載

【実験授業で目指す能力】
＊　情報の収集と選別、根拠となるデータや情報を用いて問題発見ができる。
＊　多分野の意見を組み合わせて課題を設定し、解決策を提案できる。
（論理的思考力、批判的思考力、合理的判断力、発想力、創造力などの向上を目指す）

＊　議論・意見に筋道が通っており、分かりやすい表現ができる。

【実験授業の位置付け】
＊　授業の有効性を検証するため、チームに参加した学生一人ひとりから学修の成果について、ポートフォリオ
の作成を義務付ける。

【実験授業の形態・方法】
＊　電子掲示板を設けて、オンラインによる自己学修とチーム学修を行う。

２－２ 法政策系分野
実験授業は、SDGsや社会的な課題について、ネット上で複数大学のゼミナール、有識者を交えて法政策

等の観点から多分野で解決策を議論し、提案・発表するフォーラム型授業の有効性を検証するため、２大学

３チームで「コロナ時代とそれ以降の健康と福祉を考える－特に格差社会とはどのように変わるべきか、変
わったか」をテーマに、2021年10月26日から2022年１月８日にかけて８回行い、掲示板に７本のスレッ

ドを立てて考察を展開した。その中でチーム間および有識者を交えた顕著な学修成果が見られた２本のスレ

ッドを対象に報告する。

事業活動報告



＊　各チームの成果を掲示板に掲載・共有することで、学修領域の拡大を図る。問題の整理、課題の洗い出し、
解決案の意見交換、有識者・学生との意見交流、他チームによる意見交流の振り返りを行い、最終案をとりま
とめる。
＊　運営委員がコーディネータを務め、他の小委員会委員がファシリテータを行うことにした。

【実験授業の実施時期】
＊　中村チーム・・　10月26日〜１月８日の８コマ
＊　井上チーム・・　10月26日〜１月８日の８コマ
＊　高嶌チーム・・　10月26日から上記２チームの議論に参加
＊　授業コマ数は、チームにより事前準備を含め８回程度とする。
・１回　10月26日（オリエンテーション、フォーラム型授業の目的を説明）
・２回　11月２日（SDGsの課題認識）
・３回　11月９日（問題の発見・整理）、３チーム顔合わせ（昼休み30分）
・４回　11月16日（課題の洗い出し）
・５回　11月30日（課題の設定、有識者等との意見交流）
・６回　12月７日（解決案の考察、有識者等との意見交流）
・７回　12月14日（チーム間で解決案の中間発表・省察）
・８回　１月８日（解決案の最終発表・評価：自己評価・有識者評価）
令和４年１月８日合同発表会を13時から15時に実施する。また、チーム間で振り返りができるように12
月14日掲示板で中間レビューを掲載する。

【有識者等の意見交流】
廃棄物資源循環学会事務局の鍛冶美行氏、小豆島消費生活センター消費生活相談員の平林有里氏、沖縄大学経法
商学部の神澤真佑講師、早稲田大学政治経済学術院の縣公一郎教授５名程度とした。また、委員校の学生で課題に
興味・関心を抱く学生があれば、非同期で大学院生含めて意見・助言に参加できるようにする。

【授業の進め方】　
＊　授業担当教員から実験授業の趣旨、ICT活用した授業の進め方、掲示板等の学修プラットフォームの使用方
法、教員のファシリテータなど事前に理解を徹底する。また、参加学生一人ひとりに個人情報利用等の説明を
行い、必要な許諾手続きを行っておく。
＊　掲示板を用いてチーム内で意見の共有、知識の関連付けを行う。
＊　チーム内での議論が進んだ段階で、有識者、学生との意見交流を行い、助言を受ける。
＊　有識者、他チームが提示した意見を参考に振り返りを行い、最適と考える解決案を作成する。
＊　最終的にとりまとめた解決案をもとにプレゼンテーションを行い、有識者の意見・感想を受ける。
＊　学生一人ひとりから獲得できた成果を報告させるとともに、実験授業のプログラムや運営方法、学修支援体
制、ネット環境等について意見を求める。
＊　学生個人の到達度評価は、本協会で作成したルーブリックを活用する。チームの評価は、ポートフォリオを
提出させる。

【授業のプラットフォーム環境】
＊　学修プラットフォーム設置場所（掲示板URL、ネットの管理責任者）
＊　プラットフォームの名称・構成内容
・　名称：｢2021年法政策等フォーラム型学修プラットフォーム」
・　構成：掲示板、KJ法などのアプリを貼り付ける
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（１）　掲示板による意見交流

電子掲示板に７本のスレッドを開設した。中村ゼミ５本、井上ゼミ３本、髙嶌ゼミ１本に対する書き込
み総数は69であった。

＊　健康と福祉について解決すべき問題を検討する・・・（10件）
＊　健康と福祉について、とくにジェンダーの観点から・（11件）
＊　動物と人間の健康と格差社会について・・・・・・・（26件）
＊　沖縄と貧困問題 (地域的貧困を断ち切る－日本で最も

貧困を抱える沖縄を救う) ・・・・・（13件）
＊　日本の健康政策・・・・・・・・・・・・・・・・・（４件）
＊　日本の福祉政策・・・・・・・・・・・・・・・・・（２件）
＊　日本社会において残業をなくすには ・・・・・・・（３件）

①　沖縄と貧困問題の｢地域的貧困を断ち切る－日本で最も貧困を抱える沖縄を救う｣の検討では、沖縄在住
の有識者（沖縄大学講師、神澤真佑佳氏）と学生との間で有益な意見交換が行われた。有識者からは沖縄

県における生活コストの高さや本土との位置関係に係る輸送コストの問題など、学生が気づかないポイン

トについて，現地の視点から指摘がなされた。また，これに対して学生からもその指摘を踏まえた新たな

提案がなされ、それについても有識者から新たな情報が提供されるなど、学生と学外の有識者との議論が

成立した。この議論の成果は，学生による最終発表において十分に活かされ、最終発表における提案に深

みを与えたと評価できる。

事業活動報告
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②　｢動物と人間の健康と格差社会について」の検討では、SDGsの15番「野生動物の保護、回復｣と関連させた

議論が精力的に行われた結果、全テーマの中で最も書き込み数が多く、学生と学外有識者との意見交換が

議論に厚みを与え、わが国の現状と法令の状況、裁判例、諸外国の法令と新しい動き等を把握した上で将

来の制度設計につながる共通認識が得られた。

なお、｢健康と福祉について、特にジェンダーの観点から」に現状の指摘と問題提起が行われたが、目立っ

た議論の成果は得られなかった。

（２）合同発表会

2022年１月８日13：00〜16：30にZoomミーティングにより、神奈川大学の中村ゼミと井上ゼミ、京

都産業大学の高嶌ゼミ、有識者として外部から３名（廃棄物資源循環学会事務局の鍛冶未凝視、小豆島消

費生活センター消費生活相談員の平林有里子氏、沖縄大学経法商学部の神澤真佑佳講師）と、委員会の早

稲田大学政治経済学術の縣公一郎教授１名の参加を得て、３ゼミナールの合同発表を行った。

発表は，井上ゼミ３チーム、中村ゼミ５チーム、高嶌ゼミは高嶌教授によるゼミ活動報告が順次なされ、

外部有識者からの質問や内部有識者による指導なども適宜行われた。

（３）実験授業の成果と課題

【成果】

①　各チームが問題を発見して取り組んだテーマが極めて多様で、かつ討論や検討も優れて学問的であ

った。SDGsの観点からの批判的検討が十分に行われており、いくつかのチームにおいては自分たち

の到達した結論に対する内省的な批判も見られ、深化した議論がなされた。

②　掲示板における学外有識者との議論が最終発表にうまく活かされていたことも特筆すべき点と言え

る。「地域的貧困を断ち切る－日本でもっとも貧困を抱える沖縄を救う」においては､当初学生の構想
は数行の文章に過ぎなかったが、最終的には詳細な図表や説明から構成された提案となった。

③　最終的なプレゼンテーション自体が十分に学術的な研究発表の域に達していたと評価できる。最も

短いもので11分、最も長いもので24分となっており、概ね発表内容自体よく練られており、ほとん

どのチームにおいて主張の骨子も明瞭であった。

【課題】

①　最終的なプレゼンテーションが相当に学術的となってきたことから，その論旨ないし発表自体の構

成もさらに学術的によりよいものとしたい。発表に際してきちんとリサーチクエスチョンを立て、問題

意識の起点とチームが到達した結論との間に明瞭な一本のストーリーを構築することを指導したい。

②　掲示板における学生と学外有識者との意見交換・議論をより活性化させる工夫が必要である。学生

に対して掲示板への記事投稿・議論についてどの程度積極的に取り組んだのか聴取りをした結果、

「どのタイミングで誰が記事の投稿をすべきか指示をして欲しかった」、「最初に投稿された記事が詳

細なのでそれ以上何を追加すれば分からなかった」、「テーマによってはオンラインでの教員や学外有

識者の的確な助言や情報の参照が少なかった」などの意見が判明した。

何かの指示を待つのではなく、自発的に議論を展開してもらう趣旨で掲示板を開設しているので、

そのことを理解させる必要があった。

（４）改善すべき点

①　教員による的確なアドバイスや情報の参照により議論が活性化することは、「動物の保護」、｢沖縄

の貧困問題｣をテーマにしたスレッドの議論が他と比較して際立って優れていたことからも裏付けら

れる。来年度は、教員及び学外協力者の専門分野も加味してテーマを選定するとともに、積極的に本

授業にコミットしていただける協力者をどのように確保するかが重要な課題である。

②　掲示板での書き込みによる意見交流には限界があるので、これまでの方針から話し合いを優先する

Zoomに転換する。また、学外有識者が積極的に関われるよう、テーマを限定（「ネット不正広告の影

響を考える」など）して専門的な知見を紹介できるようにする。例えば、有識者から最初にプレゼン

テーションを５分程度行い、問題を投げかけるなど、参加学生全員と顔合わせを行うなどの工夫が考

えられる。

③　テーマに沿って有識者がどのように参加するのか、ある程度議論のシナリオを考えて、議論の立て

方を委員会で考えておくようにする。その上で、参加学生全員でZoomを用いて理解の共有を徹底す

ることが必要となる。参加学生にとって、自分の考えを筋道立てて言えるような訓練につながるとい

う実験授業の目的意識を持たせられるよう、啓発ビデオによる工夫を考えることにした。

事業活動報告
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ビデオ試問による外部評価モデルの研究

3

事業活動報告

PBLを通じて獲得する論理的・批判的思考力、問題発見・課題解決力、価値創造力などの達成度を卒業ま

でに学びの振り返りを通して身に付けられるよう訓練する仕組みとして､クラウド上で外部者がビデオ試問

するモデル構想を研究するため、本協会では「外部評価モデル小委員会」を設置して、モデル構想案の見直

し、思考力等の標準的な能力要素の到達度点検・評価・助言ルーブリック参照例の作成、学生への助言フィ

ードバックの作り方、ビデオ試問コンテンツ試作例の研究を進め、アクテイブ・ラーニング・分野連携対話

集会に意見を求めるなど活動を展開しています。以下に、2021年度に研究した概要を報告します。

思考力等の外部点検･評価･助言モデル構想案
１．モデル構想提案の背景

①　AI、IoTなどの先端技術があらゆる分野に取り入れられ、社会の在り方そのものが大きく変化する超スマート

社会（Soceity5.0）では、様々な分野で答えの定まらない課題に対応し、最善の解を見出す知の変革が求められ

ています。

②　知識の伝達・獲得に比重がおかれた教育では、正解のない問題に対して本質を捉え洞察する思考力を訓練する

には不十分です。

それには、客観的な情報・データを根拠に論理的・批判的に思考し、課題発見・課題設定を通じて考察し、発

想や価値創造する「思考力する力」を訓練する問題発見・課題解決型 PBL（プロブレム・ベースドラーニング、

プロジェクト・ベースドラーニング）の普及・充実が急がれます。

２．外部者による点検・評価・助言の意義

①　PBLによる演習を教員や社会の有識者等の協力を得て行う中で、問題の本質を捉える学修訓練を通じて思考

力・判断力・表現力を強化するため、第三者の観点から客観的に点検し、卒業までに学生自らが身につけること

を支援する助言システムが望まれます。

②　外部者による評価のためのモデル構想ではなく、卒業するまでに学生自らが思考力等の能力要素を身に付けら

れるよう助言を支援するための仕組みを提案するもので、大学教育の質保証を実現する取組として避けて通れな

い課題です。

３．クラウドを活用した点検・評価・助言の仕組み

（１）ビデオ試問による外部点検・評価・助言システム
① ビデオ試問は、大学及び社会の有識者が用意した映像、写真、アニメーション、図・表等を用いたビデオコ

ンテンツ（分野別、分野横断）を「点検・評価クラウド」に多数蓄積しておき、学生が教室等のパソコン等端

末を介してヘッドフォンや字幕などから問題を受けとり、記述でクラウドに回答を行います。

② 点検・評価は、ビデオコンテンツを提供した外部者を含む３人程度の評価者で第１段階の点検・評価を行い、

その結果を踏まえて授業担当教員が第２段階として総合的に評価し、学生の資質等に配慮して助言をテンプレ

ート化して、迅速にフィードバックできるようシステム化します。

③ PBL担当教員による指示の下で、学生一人ひとりが身につけるべき思考力等の達成状況を客観的に把握し、

卒業までに別紙の「思考力等の標準的な能力要素の到達度点検・評価・助言ルーブリック参照例」の標準レベ

ル以上を獲得できるよう、能力要素の到達状況をレーダチャート化して助言することで、主体的に学びの振り

返りができるよう支援します。

④　分野別の学修到達度の点検・評価基準の策定は、本協会が平成24年度にとりまとめ公表した「分野別の学修

到達目標」を参考に、「思考力等の標準的な能力要素の到達度点検・評価・助言ルーブリック参照例」で能力

要素の重み付けを行い、ルーブリックを点数表示します。

⑤ 標準レベルの到達度に達しない学生には、各大学で実施のPBL授業の録画を閲覧させて振り返りさせて、思

考力等の点検・評価の観点に沿うように、対面又はeラーニングで個別に指導・助言する大学院博士課程等に

よる学生サポート体制が必要です。

⑥　ビデオ試問を受ける学生は、各大学でPBL（プロブレム・ベースドラーニング、プロジェクト・ベースドラ

ーニング）科目で思考力等の訓練を受けた学生を対象としています。なお、美術・デザイン系分野の独創性・

芸術性や製作技術、資格取得を目指す知識・技能の量及び正確性を中心とする実技・実演・実習の分野には適

当でなく、学外機関が実施する試験、コンテストなどの点検・評価によることが適当と考えます。

（２）モデル構想を実現するための組織・体制
①  実施に必要な組織の構築

拠点大学又は関係団体等で「外部者による点検・評価・助言コンソーシアム」をクラウド上に構築し、「点
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（１）思考力等の標準的な能力要素の到達度点検・評価・助言ルーブリック参照例の作成

2020年度のルーブリック参照例を学生からの意見を踏まえて見直しを行いました。

① 能力要素の「点検・評価の観点」で、｢科学的な考察力」を「客観的なデータを用いてモデル化し、新たな仮説

を見出し、推論・検証できるか、また、真理の探究を一層深めるために、未知の分野等の発見や想像についても言

及できるか」に修正した。また､「問題発見・課題設定・解決力」は、｢あるべき姿と異なっている様子を問題とし

て認識し、解決すべき課題を設定して、実現可能な解決策を構想し、最適な解決策について合理的な根拠を述べる

ことができているか」に修正した。

②　能力要素別の「点検・評価の基準」は、学生に理解できるよう、次の点を修正した。

＊　｢論理的な思考力」のレベル｢5｣から｢1｣の違いを比較できるように、レベル｢3｣と｢1｣の点検・評価基準の項目を

追加した。

＊　｢批判的な思考力」のレベル｢5｣から｢0｣で、課題の解決につながる重要な原因や要素の関連付けができているか

を明確化した。課題認識を明確にするため、レベル｢5｣から｢1｣の(1)「問題の中で何が課題なのか、・・認識でき

る」に修正した。

＊　｢科学的な考察力」のレベル｢5｣の(5)は「未知の分野･世界を発見又は想像（イマジネーション）の重要性を説明

できる。」に修正した。また、｢3｣は「未知の分野・世界を発見又は想像（イマジネーション）に関心をもつとこ

とができる。」に修正した。

＊　｢問題発見・課題設定･解決力」のレベル｢5｣から｢1｣の｢問題として正確に発見できる｣を｢問題として正確に認識で

きる｣に修正した。レベル｢0｣を｢現象を観察して、情報を整理し、あるべき姿との違いに気づくことができない。」

「解決すべきテーマとして、課題の方向性が設定できない。」に修正した。

＊　｢価値創造力」のレベル｢5｣の(3)は解決策の発想を目指すため、｢新しい価値を創出するための解決策を発想する

ことができる。｣に修正した。

＊ ｢論旨明快に表現する力」のレベル｢5｣の(3)「誰もが納得する分かりやすい表現ができる」を削除した。また、(2)の

「思考や判断の趣旨が整理され、筋道を立てて的確に表現できる」を「論理を組み立てて一貫性を持たせ、言語で明

確に表現できる」に修正した。レベル｢1｣を「思考や判断の内容を、根拠を基に、一部分表現できる。」に修正した。

検・評価・助言検討会議（仮称）」を設置して対応します。持続可能なコンソーシアムの拠点をどのように設

けるのか、有志の大学間で持ち回りする方法、本協会をはじめとする教育関係団体などの方法があります。

当面は、分野別の点検・評価・助言の仕組みを優先して検討することを考えており、本協会の学系別FD/ICT

活用研究委員会、サイバーキャンパスコンソーシアム運営委員会が中心に対応していくことを考えています。

なお、分野横断のコンソーシアムの構築は、分野別コンソーシアムを基盤に別途、大学関係者、社会の有識者

で構成する必要があります。

② 「外部者による点検・評価・助言コンソーシアム」の役割

＊　｢点検・評価・助言検討会議（仮称）」の運営（会議参加者の選定方法など）

＊　本協会が策定した分野別学修の到達目標と到達度・測定方法を参考に点検・評価基準のルーブリックを作成

＊　点検・評価コンテンツの公募（点検・評価者の適格性の基準、点検・評価コンテンツの募集方法）

＊　点検・評価コンテンツの厳選方法（点検・評価基準との整合性）

＊　点検・評価・助言クラウドの構築及び実施・運用体制の策定など

③　モデルのパイロット事業構想の策定

学修成果の質保証システムとしての有効性を検証するため、パイロット的な試行プログラムを策定し、プラ

ットフォームの構築・運営に伴う資金確保と体制、点検・評価・助言に伴う人的組織の整備・運営方法などの

実現可能性及び有効性について、本協会でパイロット的に実験を行い、検証する必要があります。

その際、試行プログラムで扱う対象は、到達目標の再確認などに比較的取り組みやすい文系、理系の一分野

を選定して行うことを考えています。

分野別外部点検・評価・助言コンソーシアムの概念図
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思考力等の標準的な能力要素の到達度点検・評価・助言ルーブリック参照例

＊　能力要素は、学生個人の思考力等の到達度を点検・評価・助言するため、PBLに求められる行動特性(例えば、巻き込み力、傾聴力、
計画力等)は含めていない。
＊　知識の量・正確性・活用に求められる到達度の点検・評価は、大学や外部機関等の試験で行われていることから、対象外としている。
＊　ルーブリックで対象とする学生は、大学でPBLを学修した授業科目の学生を対象としている。
＊　思考力等の標準的な能力要素のルーブリックは、分野横断的な試問を見据えて作成したものである。分野別に試問する場合には能力要
素の軸足をどこに求めていくか検討した上で、能力要素の選択又は組み合わせによる重み付けを行う必要がある。
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（２）学生への助言フィードバックの作り方

外部評価者からのルーブリックに基づく点検・評価を受けて、大学の担当教員が学生の資質に合わせた助

言を行い、学生一人ひとりに学び方の振り返りを支援できるようにするため、「学生への助言フィードバッ

クの作り方」について、学生からの意見を参考に、何ができるようになればよいのか、理解できるように作

成しました。その際、助言スタイルとして、「褒める」、「促す」、｢励ます」ことを配慮した。その上で、能

力要素別の点検・評価基準に向けて、目標を明確化することにより、段階的に学びを身に付けられるように

配慮しました。

点検・評価基準の助言パターン
①「5」・・・「褒める」、「目指す」

＊「○○力の(思考)プロセスよくできていましたね。特に〜の部分は素晴らしいです。」

＊「次は、○○力を発揮して～に挑戦してみてください。」　
②「3」・・・「褒める」、「促す」

＊「○○力の(思考)プロセスの基本（レベル｢3｣）はできていましたね。」

＊「次は、○○力の～に気を付けたら、もっと良くなると思います。」
③「1」・・・「励ます」、「促す」

＊「○○力の(思考)プロセスの基本（レベル｢3｣）がもう一歩でしたね。」

＊「次は、○○力の～に気を付けて、頑張って下さい。」
④「0」・・・「励ます」、「質問する」

＊「○○力の(思考)プロセスは難しかったようですね、でも諦めないで下さい。」

＊「大学では思考力等の能力を身に付けるため、○○のような個別授業を行っています。希望する場合はメール
して下さい。

能力要素別の助言内容（参照例）
①　論理的な思考力(ロジカルシンキング)

＊「5」
課題を確かな根拠に基づいて適切に捉え、解決につながる原因や要素の因果関係、相関関係を整理して筋道

を立てて考えることができていました。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化

させることを期待しています。

＊「3」
課題を根拠に基づいて思考するプロセスは理解できています。次は、大まかではなく重要な視点を捉えて思

考できるようにするため、より広く情報・データを用いて結論を整理してみましょう。

＊「1」
課題を部分的に捉えて、結論を考えてしまいましたね。課題の原因・背景をもっと広げ、実現可能性の面か

ら思考できるようにするために、結論に優先順位をつけてみましょう。

＊「0」
課題になっているのはなぜか、例えば、生活、経済、政治、環境保護、健康、福祉などの広い面から、書き

出してみましょう。それから、その原因・背景の根拠を探して､結論を導き出してみましょう。

②　批判的な思考力(クリティカルシンキング)
＊「5」

課題の最も重要な視点を認識し、データ・情報で仮説を立て、客観的・多面的に解決策の検証ができていま

した。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化させることを期待しています。

＊「3」
課題の重要な視点を認識し、データ・情報で仮説を検証する思考プロセスは理解できていました。到達度の

レベルアップを目指して、多面的に検証できるようにするため、課題解決の原因・要素を広く精査し、正確な

情報・データを用いて十分点検し、評価してみましょう。

＊ ｢1｣
課題の視点を部分的に認識し、データ・情報を部分的に関連付けて課題の解決を思考するプロセスは理解で

きていました。しかし、思考の正当性を証明する仮説・検証が欠けていました。そのためには、課題解決につ

ながる原因をもっと広げ、データ・情報を鵜呑みにせず、分析する過程を入れて十分点検し、評価してみまし

ょう。

＊「0」
まず、問題の中で何が課題となるのか、書き出してみましょう。次に、課題を解決するための対策をあげて

みましょう。それから、その対策を実行する上で必要となる要点を整理してみましょう。その上で、客観性の

あるデータ・情報を用いて、課題の解決に結びつくのか十分点検し、評価してみましょう。

③　科学的な考察力
＊「5」

的確なデータを用いて仮説をモデル化し、こうではないかと考える推論をシミュレーションにより検証する

ことができており、科学的考察プロセスの手続きはレベルに達しています。科学の特徴は、証拠に基づいて真
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偽が決定される「実証性」、同じ条件で何度繰り返しても同じ結果が得られる「再現性」、正しさは当面のもの

という「暫定性」があります。定説とされる理論・法則も新しい発見があれば覆されます。論理を組み立てる

だけではなく、論理を飛躍しなければ科学的思考の限界を超える豊かな想像力は生まれません。次は、真理の

探究という科学の本質にチャレンジし、未知の分野等の解明に常に関心を抱くことの重要性に言及されること

を期待しています。

＊「3」
客観的なデータで仮説をモデル化し、シミュレーションを試みることで推論する仕組みを理解することはで

きていました。次は、推論が現実に適用できるかどうか、シミュレーションを用いて検証できるようにしまし

ょう。

＊「1」
部分的にデータを用いて、モデルを可視化するところまでできていました。次は、仮説を立てて、こうでは

ないかと考える推論をシミュレーションしながら考えてみましょう。

＊「0」
問題の特性を明らかにするために、どのようなデータを用いるとよいのか、次に、そのデータを用いて、

「なぜ・どうしてそうなるのか」を説明・計算できるようにし、その上でよくわからないことを、客観的にわ

かる方法で表現する「モデル化」について調べてみましょう。

④　問題発見･課題設定･解決力
＊「5」

問題の発見から課題を設定し、実現可能な複数の解決策について優先順位を付けて考えることができていま

した。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化させることを期待しています。

＊「3」
問題の発見から課題を設定し、実現可能な解決策を考えるプロセスはできていました。次は、重要な点を捉

えて課題として設定し、複数の解決策について優先順位をつけ、最短で解決できる実現性の根拠を考えてみま

しょう。

＊「1」
問題の発見から課題の設定が部分的になっていました。次は、あるべき姿との違いをより広く問題として捉

え、実現性のある課題の解決策を考えてみましょう。

＊「0」
現象について何が問題となるか、よく調べてみましょう。あるべき姿との違いを解決するためのテーマ（課

題）を書き出してみましょう。

⑤　価値創造力
＊「5」

常識や固定観念にとらわれずに、新しい視点から問題を指摘し、多角的・複合的な立場から問題を正確に見

直し、価値創出を発想するプロセスができていました。十分なレベルに達していますので、他の能力要素につ

いても一層深化させることを期待しています。

＊「3」
常識や固定観念などにとらわれずに、多角的・複合的な立場から問題を見直し、価値創出することの必要性

まで理解できていました。次は、実現性を考慮した新しい価値の創出に繋がる発想のプロセスができるように

取組んでみましょう。

＊「1」
常識や固定観念などにとらわれずに、多角的・複合的な立場から問題を部分的に見直すことができていまし

た。次は、全体的に問題を解決するために、視点を広げ、価値を創出することの必要性について理解できるよ

うに取組みましょう。

＊「0」
新聞・書籍・ニュース等の情報を通して、様々な事象が｢なぜ、そうなっているのか｣など自問自答すること

を習慣化するようにしましょう。知らないことに疑問を持ち問題化して､考えるように取組みましょう。

⑥　論旨明快に表現する力
＊「5」

思考や判断の内容について、確かな根拠をもとに論理を組み立て、言語を用いて誰にでも分かりやすい表現

ができていました。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化させることを期待し

ています。

＊「3」
思考や判断の内容について、根拠に沿って大まかに論理を組み立て、言語で表現することができていました。

次は、根拠を正確に捉え、論理に一貫性を持たせ、誰にでも分かりやすい表現ができるように取組んでみまし

ょう。

＊「1」
思考や判断の内容について、根拠に沿って一部分表現ができていました。次は、結論に至る過程に論理の一

貫性を持たせて表現できるようにしてみましょう。

＊「0」
取り上げた課題について、根拠に基づいて考えた内容、その中で伝えたいことを書き出してみましょう。
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（３）ビデオ試問コンテンツ試作例の作成

ビデオ試問コンテンツの作成要領として、以下の内容を確認し試作例を作成しました。その上で、経済学、

法学、栄養学、工学、歯学5分野のビデオ諮問試作例の作成を行いました。次ページに紙面の都合上、法学、

経済学、工学分野の試作例を紹介します。

① PBLを体験している学生を対象に、思考力等の獲得状況を測定するため、面接試問に代えて事前に録画したビデ

オによる試問を行い、回答を記述式で「点検・評価・助言クラウド」に返信し、回答内容を外部の試問者がルーブ

リックの「点検・評価の基準」に沿って、到達状況の該当部分に〇をつけて評価する。

②　試問者からの点検・評価結果を受けて、大学ではPBL担当教員を通じて学生に助言をフィードバックし、｢考える

力｣の能力要素について気づきの促進を働きかける。

③　紙面による問いかけは、試験とみなされ受け身的になることが想定されるが、ビデオ映像で直接語りかける試問

は真剣に答える姿勢を後押しすることが期待できる。また、試問者の属人情報を明示するなど、学生の受け止めを

能動的にすることも期待できる。

④　試問のイメージは、口頭で問いかける映像をビデオ化する方法が考えられる。

一つは、試問者がパソコン等のカメラに向かい、例えば、数分程度で次のように語りかける。

○○社の△△部門担当の○○です。｢・・ということが今世界で起きています。あなたは持続可能な社会にし
ていくために、○○の分野ではどのようにしていくことが望ましいと考えますか、提案してください。」などの
｢問題提示型」がある。その際、試問を理解するために必要な資料（文献、データ、図・表、数式、アニメーシ

ョン、音声、映像等）があれば、コンテンツに添えて開示する。

二つは、ビデオで試問の背景、現象等の動画映像を視聴させた後で、例えば１分程度で次のように語りかける。

○○大学の△△分野担当の○○です。「・・・コロナ禍社会が今後も常態化していくとした場合に､○○の分野
であなたは国や地域社会、職場、個人として何を優先していく必要があると考えますか、提案してください。」

などの｢資料提示型｣がある。但し、動画の使用には著作権処理に手間がかかることも予想される。

⑤　試問の設計は､思考力等の能力要素の中で、どの能力の獲得状況を測定するのか明確にする。その上で、本協会

が平成24年度にとりまとめ公表した｢分野別の学修到達度｣を参考にするなどして、｢思考力等の標準的な能力要素の

到達度点検・評価・助言ルーブリック参照例｣をもとに能力要素の重み付けを行い、試問の「点検・評価基準」を

作成する。

⑥　PBLに求められる行動特性、例えば巻き込み力、傾聴力、計画力等は思考力等能力要素の対象外とする。また、

知識の量・正確性に求められる到達度の点検・評価は、大学や外部機関等の試験があるので対象外としている。例

えば、試問に必要な分野別又は分野外の知識を特に必要とする場合は、ビデオ試問コンテンツに掲載する。

⑦　合理的配慮を要する障害学生への対応は、試作レベルでは扱わないことにする。

⑧　試問の時間は、試問内容の説明部分３分、動画視聴５分程度を予定しており、回答時間は90分程度を予定してい

る。

⑨　学生の思考力等の水準に合わせた点検・評価ができるよう、試問を限定せずに獲得能力の種類・水準に配慮して

複数設定し、学生に試問を選択できるようにする。

⑩　例えば､｢問題発見・課題設定・解決力｣と｢科学的な考察力｣を組み合わせた試問では、次のようなスキルを織り交

ぜ、レベル別の試問を用意することが考えられる。

レベル１の試問・・問題の発見、課題の把握、データ等によるモデルの可視化

レベル２の試問・・問題の発見、課題の把握、データ等によるモデル化、課題の設定、解決策

レベル３の試問・・問題の発見、課題の把握、データ等によるモデル化、課題の設定、推論、解決策の順位付

け

⑪　例えば、レベルに応じた試問例は、次のようになります。

＊レベル１の試問

「・・・コロナ禍社会が今後も常態化していくとした場合に､映像や資料を参考に、○○の分野であなたは国
や地域社会、職場、個人として、何が問題となりますか、提案してください。」

＊レベル２の試問

「・・・コロナ禍社会が今後も常態化していくとした場合に､映像や資料を参考に、○○の分野であなたは国
や地域社会、職場、個人として、どのように対応していくことが必要となりますか、提案してください。」

＊レベル３の試問

「・・・コロナ禍社会が今後も常態化していくとした場合に､映像や資料を参考に、○○の分野であなたは国
や地域社会、職場、個人として、どのような解決策を優先していく必要があると考えますか、提案してくだ

さい。」
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学生収容定員

視聴コンテンツ

2021年度分のみ 2020年度分のみ 2019年度分のみ
2021年度と
2020年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

33,000円

44,000円

55,000円

3,300円 ０円

4,400円 ０円

5,500円 ０円

36,300円

48,400円

60,500円

視聴コンテンツ

2021年度分のみ 2020年度分のみ 2019年度分のみ 2021年度と2020年度

44,000円 4,400円 ０円 48,400円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のビデオコンテンツおよびレジュメで、

配信の許諾が得られたものです。ただし、質疑

応答、討議、本協会の活動紹介などは除きま

す。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、私情協 教育イノ

ベーション大会、短期大学教育改革ICT戦略会

議、教育改革事務部門管理者会議、大学情報セキ

ュリティ研究講習会です。

●コンテンツ数
2021年度 ：109件

2020年度 ： 97件

2019年度 ：152件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2021年12月１日〜2022年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ先
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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株式会社アルファシステムズ

賛助会員だより

東北工業大学における
授業録画・配信システムの利活用と

運用自動化に向けた取組み

東北工業大学では、2021年４月より、試験的

に８教室に対して、アルファシステムズの「授業

録画・配信システム」を導入しました。当初の目

的は、教員のオンライン授業の準備負荷軽減と、

学生が発熱等で授業を受けられなかった場合のフ

ォローとしてシステムを公開していましたが、一

部の学生から「何度も見返せて復習しやすい」

「授業中に板書が見え辛かった時に見返せる」と

好評だったため、2022年４月より導入教室を33

教室に拡大し、対面授業を行う教室の約８割をカ

バーしました。

■授業録画・配信システムについて
システム構成
本システムは、板書を撮影する天吊カメラ映像

と、PCや書画装置等の映像と、教室のマイク音

声を１つの動画ファイルに合成するフォトロン社

製動画合成サーバ「SpiderRec」と動画を学内外

にストリーミング公開する同社製動画配信サーバ

「CLEVAS」から構成されます。（図１）

既設AV設備の活用
東北工業大学の各教室には、マイクやプロジェ

クタなどのAV設備が整備済でしたので、これを

活用して導入コストを抑えました。教員は、普段

通りマイクとプロジェクタで授業を実施すれば、

その様子がそのまま収録されますので、自然体の

授業が録画されます。また、リアルタイム配信の

受講者に対して教室にいるかような映像を提供す

るために、天吊カメラ映像をリアルタイム授業に

取り込むための機器を追加導入しました。

システムの特徴
①　ハイフレックス対応

本システムは「対面授業」「リアルタイム配信

による遠隔授業」「オンデマンド配信のための録

画」を、同時に実施できる仕組みです。東北工業

大学では、対面授業を再開した2022年度以降も、

コロナ感染や濃厚接触者認定による自宅待機学生

には、リアルタイム配信による遠隔授業に参加す

ることで「出席」と認めることができ、このハイフ

レックス授業を本システムにより実現しています。

②　収録の全自動化

補講休講や教室変更があっても収録が漏れない

ように、またスケジュール収録の設定変更などの

運用負荷にならないように、全教室、全コマを全

自動で収録しています。教員は収録を一切意識す

ることなく、普段通りに教室で授業をするだけで、

授業が録画されます。

③　録画仕様の設計

動画の解像度は、板書がしっかり読める高解像

度にする必要があります。一方で、高解像度にす

るほど、学内ネットワークのWAN回線帯域や、

在宅受講する学生の回線を圧迫します。バランス

の良い録画仕様を検討した結果、以下仕様を採用

しました。

④ LMSへの公開（学生の使い勝手重視の運用）

東北工業大学では、教材をLMS（WebClass）

に集約して閲覧する運用を行っていま

す。授業録画・配信システムで録画さ

れた動画もLMSの当該授業のコースに

動画のURLを貼ることで、学生は自身

が履修している授業の動画を、直感的

に探し出すことができます。

これを実現するために、動画の授業

を特定して（授業名、担当教員、単元）、

LMSに公開する作業を、学生アルバイ

トがほぼ毎日実施する体制を組みまし

た。早ければ授業受講日の夜には学生

が復習できる環境が整備されています。

画面解像度 1920×1080

フレームレート 30fps

ビットレート 1Mbps

図 １　授業録画・配信システムの構成



■導入の結果
利用状況
33教室の運用を開始して半期が経過しました

が、システム全体の利用状況は以下の通りです。
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■今後の展開
大学全体の教育の質向上への期待
東北工業大学 小林正樹副学長は「コロナ禍に

あって、授業に欠席した学生やオンライン配信を

希望した学生への対応としてハイフレックス型授

業を目的に導入したが、オンライン授業のもつメ

リットを対面授業の補完機能として活かせること

が分かった。アフターコロナを見据え、ICTを活

用した新たな学修支援サービスとしての大きな可

能性がある。また教員にとっては、他の教員の授

業をオンラインで簡単に視聴（授業参観）できる

ことから、教員相互の授業改善に活かすことがで

き、ひいては大学全体の教育の質向上にもつなが

ると確信している」と期待を寄せています。

DXによるLMSへの公開作業の自動化
LMSの公開作業は、現状では学生アルバイトに

よる手作業となっており、多くの時間を費やして

います。これを改善するために、動画の内容をAI

分析して授業を特定し（授業名、担当教員、単元）、

LMSへの公開作業をRPAツールにより自動化する

取組みを行います。

DXによる視聴傾向と成績の相関分析
視聴履歴について以下のような詳細分析を行

い、より深い学びに繋げるにはこのシステムをど

う運用していけば良いのか検討を行います。

・どんな時間帯に視聴しているのか

・視聴時間は短時間なのか長時間なのか

・履修していない科目の視聴が行われているか

・視聴と授業出席率の関係はどうか

・上記視聴傾向は成績とどんな相関があるか

問い合わせ先
株式会社アルファシステムズ

製品販売本部販売部

TEL：044-738-4157
E-mail：edu@list.alpha.co.jp

URL：https://www.alpha.co.jp/

賛助会員だより

図２　視聴回数の日次推移と視聴時間帯の分類（前期授業期間4/13～7/28）

動画コンテンツ数 3,342個

利用ユーザ数 学生 2,842名（79.32％）

教員 103名（37.05％）

職員 29名（29.59％） 

利用ユーザ数のカッコ内は利用率です。学生の

利用率は80％未満ですが、授業受講がメインの

１〜３年生に限定すると、87％の利用率となっ

ており、大半の学生が利用していることが分かり

ます。　

視聴回数については、図２に示す通り、学生へ

の周知と学生同士の口コミ効果で日々増加してお

り、学内に居る時も自宅に帰ってからも、活用さ

れている様子が分かります。特に、前期の定期試

験前である７月の視聴回数の伸びが大きかったの

で、定期試験に対する振返り学修が、学生にどの

程度役に立ったのか、後日調査を行うと興味深い

結果が得られるのではと期待しています。

具体的な利用方法（学生インタビューより）
視聴回数が多い学生にインタビューを行ったと

ころ、以下のように利用していることがヒアリン

グできました。

・帰宅後の復習に活用して理解が深められる

・レポート作成時に内容を振り返り確認できる

・授業中ノートが追付かなくても後で見返せる

高校からの高評価

東北工業大学では、本システムのパンフレット

を作成し、オープンキャンパス等で配布して高校

生にもアピールしていますが、高校からも高評価

をいただいています。恐らく、中学・高校時代に、

スタディーサプリなどのオンデマンド型のコンテ

ンツで学んできた世代が、大学生世代になりつつ

あり、こういったシステムが必要不可欠となる時

代がやってきたのかもしれません。

https://www.tohtech.ac.jp/topics/information/28740.html
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近畿大学における
データ分析ツール「Tableau」を用いた

産学連携の実践的な学びの場の実現

近畿大学は、15学部49学科を擁し、約35,000

人の学生が学ぶ全国屈指の大規模総合大学であ

り、2022年４月には情報学部を新設するなど、

情報分野での学びと研究の充実を図っています。

その１つが、2021年２月、2022年２月の２度に

わたり、NTTデータ関西との産学連携によって実

施された「データサイエンスセミナー」です。

■実施の背景
実学を通して社会が求める数理・AI・データ
サイエンス分野の人材を育成
政府は『AI戦略2019』の中で、2025年には数

理・AI・データサイエンス分野の応用基礎力を備

えた人材を年間25万人、リテラシーを備えた人

材を年間50万人育成すると掲げています。その

ために、大学などが行う人材育成プログラムを政

府が認証する制度の構築も進められています。こ

の方針を受けて近畿大学でも、数理・AI・データ

サイエンス分野での学びの拡充に向けて様々な取

組みが行われています。

実施された「データサイエンスセミナー」は、

多くの企業などで導入実績を持つデータ分析ツー

ル「Tableau（タブロー）」を用いた講座です。講

座での指導を担当した波部斉准教授は、「データ

サイエンスという分野において、実学を学生に提

供したいと考えていました。そこで、ビジネスの

現場などで実際に使われているTableauを使った

学びや、Tableauの導入を支援されているNTTデ

ータ関西と連携した講座の実施を決めました」と

語ります。

初年度にあたる2021年は、基礎セミナーとい

う位置付けで基本的な操作演習とオープンデータ

を用いたコロナウイルスに関するデータ分析を学

生主体で実施しました。応用セミナーとして実施

された2022年は、より実践的な分析場面を想定

した演習を行いました。両セミナーともに、学部

を問わず興味と意欲のある学生が参加できる学び

の場となりました。

■実施による効果
可視化することでデータを「読み取る」力が
養われた
講座は基礎、応用セミナーともに３日間にわた

って実施。コロナ禍の影響もあり、オンライン形

式で開催されました。プログラムは「Tableauっ

て何？」という説明から始まり、データの分析や

グラフ作成などの可視化といった、Tableauなら

ではの操作を学びました。基本的な操作方法を習

得した後は、実社会で収集されたデータを学びの

素材にして、仮説の設定からデータ分析による検

証を行うという演習に取組みました。また、自身

の仮説や検証結果の発表も行われました。

「ほとんどの学生が、Tableauの操作は初体験

でした。しかし、講師を務めてくれたNTTデー

タ関西の社員の方の丁寧な指導のおかげで、スム

ーズにマスターできた様子でした」

そう振り返る波部准教授が「非常に有意義だっ

た」と指摘されるのが、学生がデータを「読み取

る」体験をできたことです。ここで役立ったのが、

Tableauの特徴でもあるデータを可視化する機能

です。Tableauでは、分析したデータの傾向など

を直感的なグラフとして表示することが可能で

す。これによって、データが持つ意味や自身が立

てた仮説との一致・不一致に関する考察へと、ス

ムーズに思考が進んでいきました。

また、講座の締めくくりに行った学生によるプ

レゼンテーションも、有意義な学びになったと波

部准教授は言います。

「日頃の授業では、自分の考えや取組内容を人

に説明する機会は限られます。しかし実際のビジ

ネスでは、そういった場面の連続です。将来の仕

事の場面をイメージできる、貴重な体験になった

と思います。指導をしてくれたNTTデータ関西

の方は、日々、データ分析やプレゼンテーション

を行っている方でもあります。そういった人と接

し、“社会人”をリアルに感じられたことも、こ

の講座ならではの学びだと思います」
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分野で学びの経験を活かしてくれること期待して

います。情報学部の教員としては、受講生のなか

から、データ分析を支援するシステムの開発にチ

ャレンジするような学生が育ってほしいと願って

います。

賛助会員だより

■今後の展開
プログラムの内容と指導方法をブラッシュア
ップ
近畿大学は、2022年４月に、情報学部を開設

されました。同学部では、新たな情報価値や情報

サービスの創出を担う技術者の育成が行われてい

ます。高い専門性を備えた人材を育てることと並

んで社会的急務になっているのが、数理・AI・デ

ータサイエンスに関するリテラシーを備えた人材

の育成です。そこで同学では、2022年４月から、

全学を対象とした「データリテラシー入門」とい

う科目を開講されています。

深さと広さの両面において充実が図られる同学

におけるデータサイエンス教育。NTTデータ関西

との連携で実施された「データサイエンスセミナ

ー」もその一翼を担うことが期待されています。

プログラムをブラッシュアップしてより有意義な

学びの場を学生に提供することが、今後の目標に

なっています。

波部准教授の声
今後の講座では、単にTableauの操作方法やデ

ータ分析の手法を身につけるだけでなく、「課題

を解決する力」を身につけてもらいたいと考えて

います。そこで重要になるのが、設定する課題の

難易度や学生に対する指導の“距離感”です。

比較的取組みやすい課題を学生に提示したうえ

で、懇切丁寧に指導すれば、学生の理解度や満足

度は高まるかもしれません。しかし、あらかじめ

用意されたレールに乗って学んでいるだけでは、

講座の目標である「課題を解決する力」をしっか

りと養うことはできません。かといって難易度の

高い課題を提示し、学生に任せきりにしていては、

学生は戸惑うばかりです。「できるだけ口を出さ

ずに見守ることに徹し、それでいてしっかりとし

た学習効果が得られるプログラム」という、絶妙

なバランスを模索しています。

NTTデータ関西の方はTableauの導入を支援さ

れる過程で、ユーザーがどこでつまずきやすいの

か、どのような支援をすればスムーズに運用でき

るようになるのかという知見をたくさんお持ちで

す。それらを講座へ落とし込みながら、より良い

プログラムにしていきたいです。

講座で学んだ学生には、データ分析による課題

解決という取組みに興味を持ち、それぞれの専門

近畿大学　情報学部情報学科准教授

波部　斉 氏

BIツール「Tableau」の紹介
Tableauは、スタンフォード大学のデータをコ

ンピュータグラフィックの技術を使って分かりや

く表現できないか、という研究の中で生まれまし

た。

誰もが使える直感的なビジュアル分析プラット

フォームであるTableauは、“簡単”、“速い”、“見

て分かりやすい”という大きな特長を持っていま

す。

業種や職種を越えて活用範囲が広い事も特長の

一つであり、近畿大学では、財務やIRの分野で

Tableauを導入して業務の高度化を進められてお

られます。

またNTTデータ関西では「Plat-Campus 財務

DX」として、Tableauを使った財務状況の可視化

を実現し、法人経営における意思決定のスピード

アップを支援しております。

問い合わせ先
株式会社NTTデータ関西

第二公共事業部第三ソリューション担当

TEL：050-5545-3050

E-mail：sales@ntt-dk.jp 

URL：https://www.nttdata-kansai.co.jp
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
本質を見極める意識をもって行動するICTを駆使したPBL授

業の進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作り、ビデオ
試問によるPBLの点検・評価・助言モデル構想を研究し、オー
プンに教員有志による対話集会を開催し、理解の促進を図ること
にしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理する「私立大学情報環境基本調査」
を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学修成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②社会で求められる情報活用能力育成教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」を基盤に、健全な情報
社会を構築するための知識・態度とIoT、モデル化、シミュ
レーション、データサイエンス、AI、プログラミング等を活
用する統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス・AI教育の
研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みを研究しています。また、データサイエンス・AI教育の取
組み情報を収集し、本協会のプラットフォームにて公表して
います。リテラシーレベルのワークショップ（無料）も実施
しています。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織

正会員は166法人（183大学、46短期大学）となっており、賛助
会員49社が加盟しています（会員数は2022年９月１日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・活
用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて改正著作権法の施行に向けて理解の促進を働きか
けています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「学生による社会スタディ」を実施していま
す。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

戦略の提案と「地域貢献支援活動コンソーシアム」による授業
モデルの研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）IR等を支援する拠点校、クラウド活用を支援する国立情報学研究所

と必要に応じて連携するとともに「日本オープンオンライン教育推
進協議会（JMOOC）を支援

４）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理
者会議の開催

５）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド
の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2021年２月改訂）

１．投稿原稿の対象
教育の質向上を目指したデジタル・トランスフォーメーションに関する事例紹介、ICT活用による企業・社会と連携

したPBL授業の取組みと効果・課題、数理・データサイエンス・AI活用教育の導入事例の紹介、情報活用・情報倫理教
育の効果的な授業事例の紹介、遠隔授業と対面授業を組み合わせたハイブリッド型授業の取組みの紹介、海外大学又
は関係機関の情報など参考となる内容を対象とします。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とします。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつけてください。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成ください。
（４）図表等

図表等、上記字数に含みます。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式としてください。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述ください。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述ください。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記ください。

４．送付方法
本協会事務局へメール添付にて送付ください。
添付ファイルの容量が５MBを超える場合は本協会事務局にご相談ください。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡します。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定します。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知します。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めません。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈します。部数を追加を希望する場合は本協会事務局に相談ください。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、本協会のホームページにて公開します。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail : info@juce.jp

〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F

JUCE Journal 2022年度 No.276

投稿規程



77JUCE Journal 2022年度 No.2

公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
166法人（183大学　46短期大学）

（2022年９月１日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

安酸　敏眞（理事長・学長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

中島　潤（情報センター長）

東北学院大学

杉浦　茂樹（教養学部教授）

東北工業大学

半澤　勝之（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

千葉　公慈（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

古瀬　一隆（経営学部教授）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

井手　政司（情報・ネットワーク部長）

駿河台大学

狐塚　賢一郎（メディアセンター長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授、教務部長、CIO）

文教大学

佐久間　拓也（情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（DX推進センター長、情報教育研究センター長）

江戸川大学

小口　彦太（学長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（社会福祉学科長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

中央学院大学

市川　仁（学長）

帝京平成大学

礒部　大（教育開発・学修支援機構ICT活用教育部会准教授）

東京歯科大学

一戸　達也（学長）

東洋学園大学

今井　克佳（共用教育研究施設長）

青山学院大学

宮治　裕（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

山倉　健嗣（総合情報センター所長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学院国際学術研究科教授）

学習院大学・学習院女子大学

岡本　久（理学部長）

共立女子大学・共立女子短期大学

福田　收（情報センター長）

工学院大学

馬場　健一（図書館長、情報科学研究教育センター所長）

駒澤大学

𠮷田　尚史（副学長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

山﨑 壮（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

今井　康博（情報システム室長）

昭和大学

泉　美貴（医学教育推進室教授）

昭和女子大学

小原　奈津子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

成蹊大学

富谷　光良（高等教育開発・支援センター所長）
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名　簿

専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

白井　康之（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

鈴木　昭一（学長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学

中嶋　卓雄（学長補佐）

東京医療保健大学

亀山　周二（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

小池　新（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

生野　壮一郎（メディアセンター長）

東京女子大学

加藤　由花（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学

島田　沢彦（情報教育センター長）

東京未来大学

鈴木　公啓（情報教育センター長）

東京理科大学

兵庫　明（理事、理工学部教授）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

村田　奈々子（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本大学・日本大学短期大学部

小方　賴昌（副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

文化学園大学

濱田　勝宏（理事長）

武蔵大学

竹内　広宜（経済学部教授）

武蔵野大学

上林　憲行（MUSICセンター長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

太田　和俊（情報センター長）

立教大学

平山　孝人（メディアセンター長）

立正大学

白木　洋平（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

山名　早人（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

日野　晶也（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

本橋　明彦（大学事務部長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（経営学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

新潟薬科大学

下條　文武（理事長・学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

北上　眞二（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

橘高　宏（情報基盤センター次長）

中京学院大学・中京学院大学短期大学部

林　勇人（学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡産業大学

堀川　知廣（学長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

引田　弘道（学長）
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愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

愛知淑徳大学

松尾　貴司（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

金城学院大学

安藤　玲子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

竹内　義則（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

保黒　政大（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

肥田　朋子（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

大谷大学

江森　英世（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

由井　紀久子（副学長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都産業大学

山田　修司（副学長）

京都女子大学

中山　玲子（教務部長）

京都橘大学

松井　元秀（総務部長）

京都ノートルダム女子大学

加藤佐千子（図書館情報センター館長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（CIO補佐、生命医科学部教授）

佛教大学

原　清治（副学長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

中本　大（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

松木平　淳太（副学長、総合情報化機構長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（常務理事）

大阪歯科大学

辻林　徹（歯学部教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

橋本　誠一（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

追手門学院大学

小島　香住（図書館・情報メディア部長）

関西大学

谷田　則幸（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

松岡　隆（高等教育推進センター長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

前田　利之（副学長、情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

森本　雅博（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（副学長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

高橋　一夫（学習教育総合センター長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部・学科 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

堀田　博史（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

流通科学大学

藤井　啓吾（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

奈良学園大学

仁後　公幸（大学事務局長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　勇樹（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

神宝　和美（会計・管財部長）

ノートルダム清心女子大学

津田　葵（学長）

広島工業大学

土井　章充（ICTセンター副センター長）

広島女学院大学

小林　文香（総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

史　一華（商学部教授）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

第一薬科大学

小松　生明（副学長）

筑紫女学園大学

持尾　弘司（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

瀬川　波子（情報基盤センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松木　裕二（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

赤間　健一（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

大山　健（副学長、情報科学センター長）

熊本学園大学

ジョセフ・トウメイ（ｅキャンパスセンター長）

崇城大学

中山　泰宗（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（情報センター長）

鹿児島国際大学

表　正幸（情報処理センター所長）
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